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北米産業分類体系と米国経済センサス’

１．本研究の目的と概要

慶膳義塾大学産業研究所

宮川幸三

２００５年６月に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」におい

て､我が国でも２００９年以降｢経済センサス」を実施することが決定された。日本において、

農林水産業を除く全産業部門に渡るこれほど大規模な調査を実施することは、初めての試

みである。

経済センサス実施の主たる目的としては、’一次統計制度の見直し及び精度向上（特に

第三次産業〔サービス分野〕の生産活動の把握)、ⅡGDP統計や産業連関表など加工統計

の精度向上、Ⅲ､全産業部門を網羅した企業・事業所の母集団名簿の整備、といった点をあ

げることができる２．１に関して言えば、日本ではこれまで、産業部門ごとに各所管省庁の

手によって個別の一次統計調査が実施されてきた。このような分散型の統計体系の結果、

①実施される統計調査によって調査の時点が異なっているため、単一時点の生産活動を網

羅的に把握することができない、②統計調査ごとに統計の概念や定義が異なっているため

に、産業部門ごとの生産活動について精微な比較分析を行うことができない、といった問

題点が指摘されていた。これらの問題は、Ⅱにあげた加工統計の精度を左右する要因の一

つにもなっている。日本経済全体を対象としたGDPの推計や産業連関表の作成を行うため

には、同一時点において統一的な概念・定義のもとで調査された一次統計が必要不可欠で

ある。また特に第三次産業に関しては、近年のサービス化・情報化の進展によってその生

産形態が急激に変化しており、中にはネットワークを利用した情報サービス供給などのよ

うに、統計調査員の目視のみではその事業所や企業を把握することができないような生産

活動の形態も増加しつつある。このような形態の事業所・企業が調査対象から漏れていた

とすれば、Ｉであげた一次統計やⅡであげた加工統計の推計結果が過小になってしまうこ

とは明らかである。従って、より精度の高い一次統計および加工統計を整備するためには、

ここで述べたような新たな形態の生産活動を的確に把握することができるような体制を構

築する必要がある。つまり、Ⅲであげたような精度の高い母集団名簿整備の重要'性が年々

増大しているのである。

経済センサスの実施に際して前述Ｉの目的を達成するためには､全ての産業部門の生産活

動にまつわる投入や産出について詳細な調査を行う必要がある。しかし、製造業とサービ

１本研究は、平成１８年度文部科学省科学研究費補助金（若手研究（B)、研究課題：日本・米国・中国の産

業分類体系および商品分類体系に関する調査研究、研究代表者：宮川幸三、研究課題番号：18730150）の

助成を受けている。

２経済社会統計整備推進委員会（2005）など。
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ス業のように生産形態の大きく異なる幅広い部門にわたって調査を行う場合には、まった

く同一の調査項目を持った一種類の調査票のみを使用して調査を行うことは困難である。

そこで、産業部門ごとに異なった調査票を配布する方法が採用されることになる３。言うま

でもなく、産業部門別に異なった調査票を配布するためには、各産業部門について適切な

定義が与えられていなければならない。これは換言すれば、事業所における生産活動の把

握に適した産業分類体系が整備されていなければならないことを意味している。同時に、

各事業所に産業別に異なった調査票を配布するためには、母集団名簿の段階で各事業所が

いずれの産業部門に格付けられているものであるかを把握している必要がある。その点に

おいて産業分類体系は、Ⅲでとりあげた母集団名簿の整備とも密接に関係しているのであ

る。また、Ｉで述べたような統計調査結果の精度向上を達成するためには、結果をどのよ

うに表彰するかといった点も重要な要素となる。そのためにはやはり、現在の産業構造を

的確に表すことができるような適切な産業分類体系が必要となる。更にⅡで取り上げた加

工統計の中でも特に産業連関表について言えば、産業連関表は生産活動（activity）の類似

'性を基準とした適切な部門分類に基づいて作成されなければならない。従って、精度の高

い産業連関表を推計するためには、経済センサス調査の段階で産業連関分析理論と整合的

な産業分類体系のもとで調査が実施されなければならないのである。

このように、経済センサスの実施に際しては、調査対象事業所の選定から始まり、調査票

の作成、調査結果の表章とその利用に至るまで、全ての過程において産業分類体系が重要

な役割を果たしていることがわかる。そこで、経済センサスによって前述Ｉ～Ⅲの目的を

達成するためには、まず適切な産業分類体系を整備することから始めなければならない。

今後、日本において経済センサスを実施するためには、他国の経済センサスに関する知識

と経験を活用することが必要である。またその際には、経済センサス実施国においてどの

ような産業分類体系が構築され、経済センサスにどのように適用されているのか、といっ

た点についても調査を行う必要がある。そこで本研究では、長年にわたって経済センサス

を実施してきた米国の事例を取り上げ、特に産業分類体系に焦点を絞りながら、米国の産

業分類体系と経済センサスについて調査を行うｄ

現在米国では、産業分類体系として北米産業分類体系NAICS（NorthAmerican

lndustrialClassificationSystem）が用いられている。これは、１９９２年の経済センサスま

で使用されていたＳＩＣ（StandardlndustrialClassification）に代わる新たな産業分類体系

であり、従来の体系に比較すれば、基本的な設計のコンセプトや実際の部門設定の面で、

極めて革新的なアプローチを取り入れた体系になっている。なぜ従来のＳＩＣに代わる新た

な分類体系が必要であったのか、なぜ従来の体系にない革新的なアプローチを採る必要が

あったのか、といった観点からNAICＳ成立までの経緯とその背景にある問題を明らかにす

３後に示すように、本稿で取り上げる米国の経済センサスにおいても、産業部門別に異なる調査票が使用一
されている。
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ることは、産業分類の体系を理解する上で極めて重要である。そこで第２節では、ＳＩＣの

時代からNAICＳ成立までの経緯をまとめている。また第３節では、NAICSの特↓性を明ら

かにするために、NAICＳにおける基本的な概念を整理している。続く第４節では、従来の

体系であるＳＩＣとNAICＳとの比較や、最初のNAICSである１９９７年版NAICSとその改

訂版である２００２年版NAICＳとの比較などを通じて、実際の体系を細かく分析している。

今後、日本の経済センサス実施に向けて産業分類体系を見直す際にも、このようなNAICＳ

に関する詳細な分析は重要な示唆を与えることになるであろう。

NAICSおよび米国経済センサスについて理解を深めるためには、経済センサスの中で

NAICSがどのように利用されているのか、といった点についても取り上げる必要がある。

そこで第５節では、２００２年米国経済センサスにおける母集団名簿や部門別調査票の体系と

NAICSの関係について、その詳細を明らかにする。

加えて米国では、NAICSだけでなく、まったく新しい商品分類体系として北米生産物分

類体系ＮAPCS（NorthAmericanProductsClassificationSystem）の整備が進められてい

る。これは、近年の急激な情報化やサービス化にも対応した体系であり、財だけでなくサ

ービスに関しても詳細な生産物ごとの分類を可能にするものである。ＮAPCSは、２００２年

の経済センサスにおいて初めて試験的な調査が行われ、２００７年センサスにおいては本格的

な調査が実施されることになっている。ＮAPCSの特色を理解することは、情報産業やサー

ビス業の割合が拡大している日本において生産物分類を考える際にも、極めて重要な手掛

かりを与えてくれるであろう。ＮAPCSの概要については、第６節において説明を行ってい

る。第７節では、本稿のまとめとして、今後日本で経済センサスを実施するにあたっての

分類体系のあり方について考察を行っている。

2．北米産業分類体系(NAICS)成立までの経緯

１９３０年代以降１９９７年にNAICSが完成するまでの長期間にわたって､米国では米国標準

産業分類（SIC）が使用されてきた。その間、ＳＩＣは定期的に改訂されており、過去データ

との時系列の整合'性を配慮しながらも、最新の産業構造を反映した新たな体系の整備が続

けられてきた。一方でNAICSは、分類の根本的な概念から実際の部門名称等の細部に至る

まで、あらゆる面において従来のＳＩＣとは大きく異なる特'性を持ったまったく新たな分類

体系である。これほど性質の大きく異なる分類体系を採用すれば、詳細な部門について時

系列的なデータの継続性を保つことは困難であろう。このような明らかなデメリットにも．

関わらず､従来のようにＳＩＣの改訂を続けるのではなく、まったく新たな体系であるNAICS

を採用することを決定した背景には、時系列継続'性の欠如というマイナス面を補って余り

ある大きなメリットが存在するはずである。これは言い換えれば、ＳＩＣの改訂だけでは解

決することができない根本的な問題が生じていたことを意味するものである。ＮＡＩＣＳの特

性を理解するためには、このＳＩＣにおける問題点を明らかにすると同時にNAICＳ採用の
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メリットを理解する必要がある。そこで本節では、ＳＩＣの成立からその後NAICSが計画さ

れるまでの議論の過程を辿ることによって、ＳＩＣにおける問題点を指摘し、NAICSの目的

や特性を明らかにする。

２１.米国標準産業分類(SIC)の成立

１９３０年代以前の米国では、統計ごとに異なる産業分類体系が採用されていた。各統計機

関は、自らが作成する統計の目的に合わせて独自の産業分類体系を作成し、それを各統計

に適用していたのである。このような体制は、各統計の特性に合わせて最適な分類体系を

用いることができるという点においてメリットを持っているが、一方で統計問での比較が

困難であるというデメリットは大きい。これはつまり、同一の事業所であっても、統計の

種類によって異なる産業に格付けがなされてしまうような状況を意味している。特に分析

に際して複数の統計データを同時に使用するケースでは、統計間の産業別データに関する

比較可能性を保持することが重要であり、同一の事業所が異なる産業に各付けられてしま

うといった状況は、分析上多大な問題を引き起こすことになる。このような問題を解決す

るためには、全ての産業別統計において同一の産業分類体系を採用しなければならないこ

とは明らかである。つまり当時は、全ての統計作成機関に共通であり統計間の比較を可能

とするような標準産業分類体系の作成が求められていたのである。

このような標準産業分類に対する社会的な要請を受けて、産業分類に関する部局間（省庁

間）会議が開催されたのは１９３４年のことであった。その会議での勧告を受けた中央統計審

議会は、その後１９３７年に、「様々な産業別統計データの分類方法を発展させること、また

連邦政府の標準分類として、その分類を広く普及させること」４を目的として、産業分類に

関する部局間（省庁間）委員会（InterdepartmentalCommitteeonlndustrial

Classification）を設立した。この委員会は、まず製造業に関する分類体系の構築に取り組

み、１９３８年６月、産業分類リストが採択されることとなった。その後同委員会は、非製造

業分野の専門家による非製造業分類のための小委員会を設置し、非製造業部門の分類体系

構築に関する検討を続けた結果、１９３９年に全産業部門にわたる産業分類リストを完成させ

ている。これが、米国における最初の標準産業分類である。

2.2.SICの分類概念

Pearce（1957）によれば、当時の部局間委員会は、ＳＩＣの構築にあたって以下のような４

つの一般方針を示している。

(1)

(2)

(3)

分類は、現行の米国産業構造に適合したものでなければならない。

分類される報告単位は、法人組織もしくは会社ではなく、事業所である。

各事業所は、その主たる活動によって分類されるべきである。

４Pearce,Esther(1957）より、筆者翻訳。
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(4)ある産業として認識されるためには､事業所の各グループが､事業所数．賃金労働者数．

取引規模・雇用や給与支払いの変動、そしてその他の重要な経済特Ｉ性の見地から重要性

をもたなければならない㎡

少なくともこの４つの一般方針を見る限り、ＳＩＣにおいては「分類は米国産業構造に適合

したものでなければならない」といった漠然とした方針が掲げられているのみであり、分

類を行う際の特定の概念は明示されていないことがわかる。

ここで、「分類を行う際の特定の概念」とは何を意味するものであるかについて述べてお

く必要があろう。ＥＣPC(1993a)によれば、「分類を行う際の特定の概念」としては、大きく

分けて２つの概念が存在する。１つは「供給サイドの分類概念」であり、もう１つは「需要

サイドの分類概念」である。

このうち前者の「供給サイドの分類概念」とは、「生産指向（production-oriented）の分

類概念」とも呼ばれているものであり、生産過程の類似性に従って統合を行う分類体系で

ある。これは言い換えれば、各事業所が同一の、もしくは類似した生産関数を有している

場合、それらの事業所を同一グループとして統合することを意味するものである。生産関

数を、生産に必要な全ての投入物と産出される商品あるいはサービスとの関係を描いたも

のであると定義すれば、生産関数が類似している状態とは、投入から産出までの生産過程

あるいは生産活動（activity）における技術的な関係が類似性を有している状態である、と

考えることもできる。

これに対して、「需要サイドの分類概念」とは、「商品指向（commodity-oriented）の分

類概念」とも呼ばれるものであり、商品やサービスの用途に基づいた分類体系である。こ

の体系では、①類似した使用目的を持つもの、②同時に使用されるもの、③機能的に関

連したもの、を同一グループに統合することになる。需要サイドの概念は、直感的には理

解しやすいものであるが、厳密な定義を与えることは前述の供給サイドの概念以上に困難

である。ＥＣPC(l993a)では、これに関して以下のような複数種類の基準を示している。

１つの基準は、伝統的な考え方であり、代替可能'性に関するものである。この基準は、容

易に代替可能な商品同士を一つのグループとして統合するというものであり、「性質のギャ

ップ」（gapsmnature）アプローチとして知られている。具体例としては、サトウキビを

原料として生産されるグラニュー糖と甜菜（砂糖大根）を原料として生産されるグラニュ

ー糖の関係が示されており、この両者は相互に代替可能あることから同一のグループに統

合されることになる。もしも投入物を基準とした供給サイド分類に基づけば、主たる原材

料の異なるこれら２商品は異なったグループに分類されることになる。この事例からも、

供給サイド分類と需要サイド分類の違いを理解することができる。

もう１つの基準は､価格の変動を調査するというものである。これは「ヒックス統合理論」

（Hicksianaggregation）と呼ばれており、２つの商品の価格が同じ方向に変化する場合、

それらを同一のグループに統合するというものである。これは、緊密な代替関係にある商
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品の価格は類似した変動をすることを前提としており、前述のグラニュー糖のケースは、

この基準をもとにしてもやはり同一のグループとして統合されることになる。

３つ目の基準は、「レオンチェフ統合理論」（Leontiefaggregation）と呼ばれるものであ

る。これは２つの商品の需要量比率が一定であり、両者が一緒に使用されるようなケース

において、これらを同一のグループとして統合するというものである。

４つ目の基準として、「機能統合理論」（fimctionalaggregation）があげられている。こ

れは、他の商品の需要量変化の影響を一切受けないような商品同士を、同一のグループと

して統合するというものである。この基準は、言い換えれば「あるグループに含まれる商

品の需要量は、そのグループ内の商品の価格と所得によってのみ依存するものである｣、と

いう条件を前提としていることになる。

更に５つ目として、市場取引における関連性に基づく基準がある。これは、商品が類似し

た販売経路によって一緒に販売されている場合に、これらを統合するというものである。

具体例としては、ＳＩＣにおける「3424.工具および刃物」があげられている。

このように、需要サイドの分類に関しては、ここであげたような複数の分類基準を考える

ことができる。いずれの分類基準を採用するかによって、結果として完成する分類体系が

異なったものになることは明らかである。従って需要サイド分類を実施する際には、更に

どのような基準のもとで分類を行うか、といった点について検討する必要がある。

以上のような２つの分類概念について、具体例を用いて図示したものが図１である。

供給サイド分類 品目 需要サイド分類

図１．供給サイド分類および需要サイド分類のイメージ

供給サイド分類では、前述のように、生産活動における技術的な情報に基づく類似性、つ

まり投入される原材料（木材、金属）や加工方法の類似性に従って統合を行う必要がある。

そのため、図１に示したような「Ａ・木製家具部門」および「Ｂ・金属製家具部門」といった

部門を設定することになる。一方で需要サイド分類では、木製いすとスチ'－ル製いす、お

よび木製テーブルとスチール製テーブルが代替的であることから、「a､いす部門」と「b,テ

ーブル部門」が設定されている。

いずれの基準を用いるべきであるかは､統計の目的や分析の目的によって決定されるべき
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ものである。工業統計調査のように、生産を行う事業所を対象とし、生産活動の実態把握

を目的とする調査を行う場合には、供給サイドの分類体系が必要であることは明らかであ

ろう。一方で、家計調査などのように、需要サイドの構造を明らかにすることを目的とし

て調査を行う際には、生産活動の類似』性に基づく供給サイド分類を行うことは意味がなく、

需要サイド分類によって部門統合を行う必要がある。また分析目的という点からいえば、

'nciplett(1993)では、供給サイドの分類体系が適しているケースとして、生産性の分析、資

本集約度に関する分析など、生産活動に関する投入と産出の両面に関するデータを必要と

するような分析目的をあげている。一方で、需要サイド分類が適している分析としては、

マーケットシェアを計測するようなケースや、消費財需要・中間財需要に関する分析をあ

げている。

いずれにせよここで重要なのは､統計の目的や分析目的によって望ましい分類体系が異な

っている点である。すべての統計目的や分析目的に適した分類体系を構築することは極め

て困難であり、従って１９３０年以前の米国では、各統計機関が自らの作成する統計の目的に

適した異なる分類体系を作成し、それに基づいて統計データが作成されていた。

ＳＩＣにおける分類概念の問題に話を戻せば、前項で述べたように、ＳＩＣを整備するにあた

って最も重要な目的は、統計間の比較を可能にするような共通部門分類を作成することで

あった。しかしこの「統計間の共通性」は、一方で、統計目的や分析目的に対応した「統

計ごとの適合性」とは相反するものである。もしも単一の分類概念のもとで分類体系を構

築すれば、特定の統計目的・分析目的を持った統計には適合するものの、その他の統計に

はまったく使用することができない、といった問題が発生する可能'性がある。そのためＳＩＣ

の作成過程では、「統計問の共通性」を確保することを最も重要視しながらも、可能な範囲

内で「統計ごとの適合'性」が追求されることになったのである。前述のＳＩＣに関する４つ

の一般方針の中に、一貫した単一の分類概念が明記されていないのは、このような事情に

よるものであるといえる。

ただし前述の一般方針(2)において、生産の場所そのものである事業所を報告単位として

定義している点からは、ＳＩＣにおいて、供給サイドの分類概念が意識されていたことをうか

がい知ることができる。しかし結果として完成したSICでは、ある部分において供給サイド

の分類概念が、別の部分では需要サイドの分類概念が採用されており、複数種類の分類概

念を同時に含んだ共通部門分類体系となっている。具体例をあげれば、ＳＩＣでは砂糖に関し

て、「2061.サトウキビを原材料として生産された砂糖」と、「2062.サトウキビ原料の砂糖

を更に精製して作った砂糖5｣、および「2063.甜菜（砂糖大根）を原材料として生産された

砂糖」を分類上異なる産業部門として区別しており、これは明らかに供給サイドの基準に

従った分類であるといえる。また、「鍛鋼から生産されたチェーン」と「購入したワイヤー

で生産されたチェーン」が、それぞれ「3462.鉄鋼鍛造業」と「3496.その他の加工された

ワイヤー製品」に区別して格付けられているケースや、漁業に関して「091商業的漁業」と

５これは、サトウキビの加工工程が分離されたものである。
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「092.養殖業｣が区別されているケースなども､明らかに供給サイド基準による分類である。

一方で、「393.楽器」部門には、木製の楽器から金管楽器、電子楽器に至るまで、全ての楽

器が格付けられている。また、「3523.農業機械器具」には、トラクターから給餌器、穀物

乾燥機など、農家で使用する多岐にわたる機械器具類が全て格付けられている。これら２

つの部門は、明らかに用途や使用者を基準として設定された部門であり、ＳＩＣにおいて需要

サイドの基準が適用されていたことを示すものである。このようにSICには、異なる分類概

念が同時に含まれているのである。

2.3.SICの問題点

ＳＩＣのリストが１９３０年代に初めて作成されて以降、最終的な改定が実施された１９８７年

までの期間、新規部門の採用や統廃合といった形式でのＳＩＣの見直しは定期的に行われて

いたものの、分類概念に関する根本的な見直しが行われることはなかった。この点に関し

てSaunders（1999）では、根本的見直しが行われなかった故に長期間にわたるデータの時

系列比較が可能であったというメリットを認めながらも、ＳＩＣに関する以下のような３つ

の問題点をあげている。

１つは、前項でもあげた分類概念の違いである。前述のように、ＳＩＣでは、供給サイド分

類と需要サイド分類が混在している。このように、異なる分類概念を同時に含んだ共通分

類は、しばしば分析者の負担を増大させ、場合によっては分析を困難にする。例えば、「甘

味料」の市場に関する分析を行おうとした場合には、前項で述べた３種類の砂糖を統合す

るだけでなく、「コーン甘味料」や「はちみつ｣、更にはＳＩＣでは無機化学工業に分類され

る「人口甘味料」といったまったく異なる複数の部門から商品を抜き出して統合する作業

が必要になる。また、もしも使用する統計資料において詳細な商品別のデータが掲載され

ていない場合には、このような分析を行うこと自体が困難な状態になってしまう。この事

例は、需要サイドの分析を目的としてデータを使用する際に、供給サイドの概念に従って

産業分類が行われていたケースである。言うまでもなく、供給サイドの分析を目的とした

場合に、対象となる産業部門が需要サイド概念に従って設定されていれば、やはり同様の

問題が生じることになる。

２つ目の問題は、１９８０年代から９０年代にかけての経済構造の大きな変化である。ここで

経済構造の変化と呼んでいるのは、既存産業の拡大・縮小および新規産業の創出である。

この時期、経済全体に占めるサービス産業の割合は急激に高まっており、同時にアウトソ

ーシングの増加等によって、サービス産業の形態も複雑化を遂げた。また、情報通信技術

の発達に伴って、これまでにないまったく新たな形態の新規産業が数多く発達した。しか

し１９３０年代以降大規模な改訂を行っていないＳＩＣでは､このようなサービス化および新規

産業創出による近年の急激な経済構造変化を正確に捉えることが困難になってしまったの

である。

そして３つ目の問題は、NAFTAの成立に関連するものである。NAFTAが成立した１９９３
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年当時、産業分類体系として米国では１９８７年に改訂されたSICが、カナダでは１９８０年に

改訂された体系が使用されており、メキシコでは標準産業分類体系が存在していなかった６．

つまり、NAFTAの加盟国がそれぞれまったく異なる分類体系のもとで統計を作成していた

のである。NAFTA成立に向けて、これらの３カ国では、経済活動を把握するための比較可

能な経済統計体系が必要となった。そしてそのためには、米国においてSICを使用し続ける

ことが問題になったのである。

これら３つの問題点は､ＳＩＣにおいて抜本的な見直しがなされなかったために引き起こさ

れた問題である。これらの問題を解決するためには、現実の新たな経済構造を考慮しなが

ら、分類概念にまで踏み込んだまったく新たな分類体系を、NAFTA加盟国の共同作業とし

て構築する必要があった。そこで１９９２年、新しい産業分類体系を構築するための検討機関

として、行政管理予算局ＯＭＢ（officeofmanagementandbudget）によって経済分類政

策委員会ＥＣＰＣ(EconomicClassificationPolicyCommittee)が設立されることとなった。

ＥＣＰＣの議長を務めるのはＢＥＡ(theBureauofEconomicAnalysis)であり、その他に

BLS(theBureauofLaborStatistics)やセンサス局（ＵＳ,CensusBureau）からも代表者

が参加している。

ＥＣＰＣの責務は、基本的に、現実の経済構造や使用者のニーズに適合した新たな分類体系

を整備することである。そしてそのためには、分類システムはなぜ必要なのか、分類概念

としてはどのような概念を採用するべきであるか、現在の経済構造を的確に把握するため

にはどのような分類システムが最適であるか、といった極めて根本的な問題について検討

することが必要であり、それがＥＣＰＣの最初の課題であった。

ＥＣＰＣの初期の検討成果としては、IssuesPaperNo､1～No.６が公表されている。それぞ

れが取り扱っているテーマ（タイトル）は、以下のようなものである。

No.１概念的問題（Conceptuallssues）

No.２統合構造と階層（AggregationStructuresandHierarchies）

No3データの回収可能』性（CollectibilityofData）

No.４産業決定基準（CriteriafbrDetermmingIndustries）

No.５分類改訂の時系列への影響(ThelmpactofClassificationRevisionsonTimeSeries）

No.６サービス分類（ServicesClassifications）

これら６本のIssuesPaperは、後にＥＣＰＣが新たな産業分類体系であるNAICSを構築

する上での基礎となったレポートである。中でもIssuesPaperNo､１は、従来のＳＩＣにお

いて批判的に指摘されたポイントを整理すると同時に、新たな分類体系の構築に向けた理

論的．概念的な問題に関する議論の内容を集約したものである。ＥＣＰＣが持っていた問題

６メキシコの分類体系MCAＰ（MexicanClassificationofActivitiesandProducts）は、その後１９９４年に

完成している。
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2.4.SICから北米分類体系へ一ＥＣＰＣの議論一

IssuesPaperNo､１では､｢分類システムが何のために存在するのか｣という問題について、

以下のような分類システムの目的があげられている。

データの使用を容易にすること

経済構造を把握すること

適切なサンプリングを可能にすること

異なる統計資料および国際間の比較を可能にすること
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このうち１．は､分析者がデータを部門ごとに集計する作業にかかる時間的負担や費用を軽

減すること、また秘密保持やサンプリングの問題によって詳細なデータを公表することが

できないようなケースにおいても、分類システムに沿った集計を行うことによって、それ

らのデータを公表することができるようになることを意味している。また３．は、層化抽出

を行う際に、産業分類を基準としてサンプリングを行うようなケースを想定しているもの

である。

注目すべき点は、ＥＣＰＣが、これら４点の目的の中で「1.データ使用の容易化」こそが、

分類システムを構築する上で最も優先すべきものであることを明示している点である。

ＥＣＰＣでは､これまでの分類体系が４．の比較可能性を重要視していたことに触れながらも、

比較可能↓性を重視するあまりに使用者の多様なニーズに対応することができず、分類の実

用'性や有用'性を犠牲にしてきた点を指摘している。これはまさに、分析目的や性質の異な

る統計問の比較を可能にするために、需要サイドの基準と供給サイドの基準が混在した分

類となってしまったＳＩＣに対する批判そのものであるといえよう。

また２について、一口に「経済構造」といっても、それが供給サイドの構造なのか、需要

サイドの構造なのかは、分析者の目的によって定義されるものであることが指摘されてい

る。更にaのサンプリングの問題についても、「何を基準として層化抽出をすべきか」とい

う問題は、明らかに分析目的によって決定されるべきものである。つまり、分析者の目的

と整合的な分類システムを提供することこそが「データの使用を容易にし、的確な経済構

造の把握や適切なサンプリングを可能にする」ことを、ＥＣＰＣは述べているのである。

IssuesPaperNQ1では更に、分類システムはただ１つの一貫した概念に基づいて構築さ

れるべきなのか、構築されるとすればどのような概念に基づくべきなのか、といった点に

ついても詳細な議論を展開している。これはつまり、従来のＳＩＣのように供給サイドと需

要サイドの概念が混在した分類体系が望ましいのか、あるいは供給サイドの概念にのみ基

１０

意識とNAICSの狙いを的確に理解するためには、IssuesPaperNo､１の内容を理解するこ

とが必要であろう。そこで以下では、IssuesPaperNo､１の内容を簡単に紹介しながら、

ＥＣＰＣの狙いを明らかにする。



づいた分類体系を構築すべきなのか、需要サイドの概念にのみ基づいた分類体系を構築す

べきなのか、という問題である。

「一貫した概念に基づくべきではない」という意見としては、

●

●

単一の概念を導入することによって、多岐にわたるデータの用途に対応する

ことができない。

従来のＳＩＣが複合的な概念を基礎としているため、もしも単一の概念のみに

基づいた体系を構築すれば、時系列比較や国際比較が困難になる。

といった意見があげられている。これに対し「一貫した概念に基づくべきである」という

意見としては、

●

●

●

もしも一貫した概念基準がなく体系を構築する場合、分類の基準が部門ごと

に窓意的・独断的に決定されてしまう。

一貫’性のなさゆえにユーザーが体系全体を理解できずに誤ったデータ利用を

する可能性がある。

単一の概念のみで全ての分析目的をカバーすることは困難であるとしても、

供給サイド概念に基づいた分類体系と需要サイド概念に基づいた分類体系の

両者を別々に構築することによって、問題に対処することができる。

といった意見が述べられている。

また､供給サイド分類の必要』性および需要サイド分類の必要'性についても様々な意見が述

べられている。供給サイド分類の必要性に関する主な意見としては、結合生産の概念を前

提とした場合の供給サイド分類体系の必要'性に関するものがある。もしも各生産者（事業

所）が、単一の商品のみを産出しているのであれば、供給サイド分類の必要性は小さい。

なぜならこの場合、商品の種類によって生産者（事業所）を完全に分類することが可能と

なるためである。これに対して、多くの生産者が１つの事業所において複数商品を生産し

ている場合には、事業所における生産構造の類似性によって事業所を分類するための体系、

すなわち供給サイド分類体系が必要となる。ただしこの点については、．実際に生産構造の

類似』性を把握することが困難である、．そもそも生産構造の類似性を厳密に定義することが

困難である、といった批判も展開されている。一方で需要サイド分類の必要』性に関しては、

それが市場構造や消費に関する分析を行う際に必要であることを認めながらも、需要サイ

ド分類に関してはユーザーが自らの分析目的に従ってデータの統合を行えばよいものであ

り、統計機関が唯一の体系を提供する必要性はない、といった意見が述べられている。

IssuesPaperNo､１では､以上の様な議論に関して明確な結論は示されていない。しかし、

ECＰＣが新たな分類体系の構築に向けて、どのような分類概念に基づいて分類体系を構築
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3．北米産業分類体系(NAICS)の特性

前節で取り上げたＥＣＰＣにおける議論を受けて、１９９４年７月２６日の連邦公報（Federal

Register,Ｊｕｌｙ26,1994,pp38092-38096）において、新しい産業分類体系の概念および原

則が公表された。そこには、NAICSの基礎概念に関して以下のような内容の記述がある７。

NAFTAの効果を分析するためには、生産に関する投入と産出や生産性、雇

用等についての詳細な情報が必要であり、そのためには生産指向

（production-oriented）あるいは供給基盤（supply-based）の基礎概念に基

づいてNAICSが制定されるべきであること。

特に(a)新規産業、（b)サービス産業全般、（c)先端技術生産を行う産業、に関す

る部門分類の発展に特別な注意を払い、可能な限り時系列の継続'性を保ちな

がらも、利用者からの提言を考慮して経済構造の変化に対処すること。

米国・カナダ・メキシコの３か国間の詳細な分類レベルでの比較可能性を保

つこと。また、国際標準産業分類ISIC（InternationalStandardlndustrial

Classification)とも２桁レベルでの整合性を保つこと。
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すべきであるか、という点を最も重要視していたことは確かである。

一方で、２．３項で取り上げたＳＩＣに対する問題点の指摘は、以下のようなものであった。

①分類概念の問題

②経済構造変化の把握に関する問題

③国際比較（NAFTAの成立）に関する問題

①の問題は、供給サイド分類体系を構築すべきか、需要サイド分類体系を構築すべきか、

という問題である。ＳＩＣでは、供給サイドの概念と需要サイドの概念が混在していたため

に、かえって分析が困難になるようなケースが批判の対象となっていた。また②の問題は、

近年のサービス化によって引き起こされる問題である。ＳＩＣでは、後に示すような新規産

業部門の設定基準が定められていたため、特にサービス部門において新たな部門を設定す

ることが困難であった。そのため、近年急激な成長を遂げたサービス業などの新たな部門

では極めて粗い産業分類が適用される一方で、農業や旧来の製造業部門においては詳細な

部門分類が適用されていた。これによって、ＳＩＣに基づいた統計調査の結果からは、現実

の産業構造の変化を的確に捉えることが困難だったのである。更に③の問題は、NAFTA成

立に伴って、米国・カナダ・メキシコ間での統計調査結果の詳細な比較が必要になったに

７実際の連邦公報では、ここで示したｌ～３の内容が、７つの項目に分割されて記述されている。
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も関わらず、ＳＩＣがその機能を十分に持っていなかったことを批判されたものである。

これを見れば､NAICSの基礎概念としてあげられていた１～３の要因は、それぞれがＳＩＣ

に対する批判としてあげられた①～③に対応していることがわかる。つまり、NAICSの基

礎概念は、言うなれば、ＳＩＣにおける３つの問題点を解決することそのものだったのであ

る。従って、NAICSの意義あるいは特徴点を明確化するためには、これら３つの問題点に

対してNAICSではどのような対応が行われているのか、といった点について言及しなけれ

ばならない。そこで以下では、上記３つの問題点のそれぞれに対応した項目として「分類

概念｣、「構造変化の把握｣、「国際比較」という３点を取り上げ、NAICＳ特性を明らかにす

る。

3.1.NAICSの分類概念

ＳＩＣに対しての第１の批判である「分類概念の問題」に対するNAICSの対処は、NAICS

の特色を最も強く表している｡前述のようにNAICSでは､体系の最も基礎的な概念として、

生産指向あるいは供給基盤を適用することが明記されている。前出の連邦公報だけでなく、

最初に作成されたNAICSのマニュアル''NorthAmericanIndustryClassificationSystem

(1997)"においても、冒頭の前書き部分に以下のような記述がある。

「NAICSは、それが単一の概念に基づいて構築されているという点において、産業分

類の中でもユニークなものである。類似した生産プロセスを持つ経済単位は、同じ産

業に分類される。また産業の境界線は、実行可能な範囲で、生産プロセスの違いを区

別している｡」８

これはつまり、NAICSが、完全に「供給サイド分類概念」のみに従って構築された体系

であることを示すものである。この点は、NAICＳにおける最も特徴的なポイントであり、

「需要サイド分類概念」が混在していたＳＩＣなどのこれまでの分類体系にはない新たな性

質である。更にNAICSでは、それを適用して作成された統計資料がどのような分析に用い

られるべきであるか、といった具体的な分析目的に関しても、以下のような記述によって

その目的を限定している。

『(NAICS）使用の例としては、生産性、単位当たり労働費用および生産における資本

集約度の計測、雇用産出関係の推定、産業連関表の作成、そして経済における生産関係

の分析を含むその他の使用がある｡」９

ここであげられている分析の例は、全て供給サイドの分析事例であり、このことからも

８USOfficeofManagementandBudget(1998)より筆者翻訳。
９USOfficeofManagementandBudget(1998)より筆者翻訳。
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NAICSが明らかに供給サイドのみを対象としていることがわかる。NAICSでは、分析目

的を供給サイドの分析のみに限定することによって、供給サイド分類概念のみに沿った体

系の構築を可能にしているのである。

産業分類体系の設計段階において、このような特定化した分析目的を明示することは、従

来の事例から見れば極めてめずらしいものである１０．NAICＳにおける分析目的に関する記

述は、逆に言えば、NAICSが、市場構造や消費に関する需要サイド分析に対するニーズを

完全に切り捨てた体系であることを物語っている。前節までの議論にもあるように、ＳＩＣな

ど従来の分類体系に対する批判は、それらの分類体系が、幅広い分析への適用可能'性を重

視するあまりに、逆に全ての分析を困難にしてしまっている点にあった。NAICSは、この

ような批判に対する答えとして構築されたものである。需要サイドの分析目的を捨て去り、

一貫して供給サイド分類概念のみに基づいた体系を構築することによって、生産サイドの

統計に限って言えば、統計間の比較可能'性や国際的な比較可能↓性を高めているのである。

また分析的な観点からも、供給サイドの問題に関してはより詳細な分析を行うことが可能

になっている。この点は、NAICSのもっとも大きな特徴でありメリットでもある。

ただし、ここで述べたような「供給サイド分類体系」を実際の統計作成に反映させるため

には､数々の解決すべき問題が残されていることも事実である。もっとも大きな問題は、「供

給サイド分類体系」の分類基準をどのように設定し、それをどのような方法によって把握

するかという問題である｡前述のようにNAICＳマニュアルでは､産業分類の基準に関して、

「類似した生産プロセスを持つ経済単位は、同じ産業に分類される。また産業の境界線は、

実行可能な範囲で、生産プロセスの違いを区別している｡」といった記述がなされている。

これはつまり、「生産プロセスの類似'性（あるいは異質’性)」を基準として産業分類を決定

すべきであることを示唆するものである。しかし、そもそも「生産プロセスの類似性（あ

るいは異質性)」とは何か、どのような方法によってそれを把握するのか、また現実の産業

分類において生産プロセスの類似性を基準とした分類を一貫して行うことが可能であるの

か、といった点については、特に言及されていない。この点については、今後、厳密な定

義を与えると同時に実際の統計データ等を利用した検証作業を行った上で、実現可能な手

法を見つけ出す必要がある。

3.2.NAICＳにおける構造変化の把握

ＳＩＣに対する第２の批判は､SICでは近年急激に成長した新たな産業を把握できていない、

あるいは把握できているとしても部門分類が極めて粗い、といったものであった。この現

象は、サービス業において著しく観察されるものである。この問題の本質を理解するため

'０例えば日本標準産業分類のケースでは、「日本標準産業分類」一般原則第３項において、「この産業分類
は、統計調査の対象における産業の範囲の確定及び統計調査の結果を産業別に表章するために用いられる

ものである｡」といった記述があるのみであり、この体系を用いた分析の内容に関してはまったく触れられ

ていない。
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には、ＳＩＣにおける新産業の決定基準について理解する必要がある。

ＳＩＣでは、新規産業部門の設立や既存産業部門の廃止を決定する際に、各産業部門の経済

的な重要度を表す指標をもとめ、一定基準以上の重要度を持った産業部門の新規設立と、

一定基準以下の重要度を持った産業部門の廃止を検討することを定めている’'・ＥＣＰＣ

(1993.)によれば、ＳＩＣにおける産業部門の経済的な重要度は、事業所数．従業員数・賃金・

付加価値・出荷高より求められる。具体的には、新規設立を望む４桁産業部門におけるこ

れら５要素の値を、その産業部門が属する大分類部門におけるこれら５要素の平均値と比

較し、両者の比率の加重平均値の大小によって新規設立や廃止を決定するというものであ

る。

表１は、１９８７年のＳＩＣ改訂において、実際にスナック菓子製造業を新規産業として認定

するか否かを検討する際に行われた、経済的重要度の計算結果を表したものである。

表１.ＳＩＣにおける産業部門の経済的重要性指標の計算

要素

対象産業

①（スナック菓

子製造業）

産業大分類

②（製造業）

平均値

③
相対的規模

(①/②)％
④ウェイト

事業所数 230 796 2９

従業員数

(千人）
26.7 43.0 6２ ２

賃金

(百万ドル）
301.3 584.0 5２

付加価値

(百万ドル）
934.5 1,295.0 7２ ２

出荷高

(百万ドル）
1,929.0 3,006.0 6４

合計 ７

最終得点

※ECＰＣ(1993.)"IssuesPaperNo､４'，,AppendixTablelより筆者翻訳。

⑤
加重得点

(③×④）

2９

1２４

5２

1４４

6４

４１３

413／7＝59(％）

①列は「スナック菓子製造業」における各要素の値を表しており、②列はスナック菓子製

造業が格付けられている大分類である「製造業」における４桁産業部門の各要素平均値を

表している。③列は、スナック菓子製造業が製造業全体の平均と比較してどの程度の規模

を持っているかを表している。③列の事業所数の行を見れば、スナック菓子製造業の事業

所数が製造業部門の平均事業所数の２９％にすぎないことがわかる。③列で求められる５つ

の要素についての相対的規模より、４列のウェイトを用いて加重平均値を求めたものが、最

'’ＳＩＣの産業部門決定基準としては、ここで述べる「経済的重要度」だけでなく、専業率（Specialization
Ratio）やカバレッジ率（CoverageRatio）など、その他の基準も用いられている。
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すべての部門について、まったく同じ５つの要素を用いても良いのか。（財に用い

る要素とサービスに用いる要素をそれぞれ選択すべきではないか）

５つの要素を集計する際のウェイトに何の意味があるのか

そもそも規模によって表される経済的重要度によって産業の新設や廃止を決定す

るべきではない（規模が小さくても重要な産業もある）

●

●
●

しかし特に最近になって最も大きな問題となっているのは、このような基準を長年にわた

って適用してきたことによって、ＳＩＣの分類体系が現実の経済構造から大きく元離してし

まった点である。米国では、近年サービス業の重要性が急激に高まっている。２００２年時点

において、製造業・鉱業・建設業・公益事業の従業者数は、経済センサス対象となる全従

業者数の約２割程度にすぎず､その他のサービス部門が拡大していることは明らかである。

しかしＳＩＣのリストが公表された１９３０年代には、第１次産業・第２次産業が経済の主た

る役割を担っていた。そのため当時の産業分類体系も、各産業部門の規模を反映して製造

業において数多くの部門分類が設定され、サービス業の部門数は製造業に比較して少ない

ものであった。

このような状況の下で､近年になってサービス業の生産規模が急激に拡大したことによっ

て、相対的に部門数の少ないサービス業では、経済的重要度を計算する際の基準となる各

要素の平均値（表１における②列）の値が、製造業などに比較してはるかに大きな値にな

ってしまった。規模をあらわす要素の１つである平均従業者数について言えば、１９９０年時

点の製造業におけるSIC４桁部門の平均従業者数は４万人強であったのに対し、サービス産

業のそれは１７万７千人、小売業では３０万人を超えている。つまり、サービス部門におい

て上述の経済的重要度の基準（平均規模の２０％）を満たすためには、新たな産業部門の従

業者数が約３万５千人必要であり、小売業について言えば約６万人もの規模が必要である

ことになる。この値は、製造業の必要規模が１万人にも満たないことと比較すると、明ら

かに膨大なものである’3．これでは、製造業に比較してサービス業や商業部門における新

1６

１２したがって、既存産業に関して最終得点が１０を下回る場合には、当該部門の廃止が検討されることに
なる。

１３ただし前述のように、新規産業部門の認定は、従業者数規模だけでなく５つの要素の加重平均によって

なされるものであるため、従業者数規模が２０％に満たない場合であっても、その他の要素が２０％を大きく

超えているようなケースでは、新規産業として認定される可能性がある。

終的に求められる得点５９（％）である。１９５７年に定められたSICの基準では、新規産業に

関してはこの最終得点が２０以上である場合に、また既存産業に関しては最終得点が１０以
上である場合に経済的に重要な産業であると認められることになっている’2．

ＳＩＣが近年の構造変化を把握できていない、という批判は、このような経済的重要度の指

標による部門分類の決定手法そのものの問題点に起因している。この手法に関する批判と

しては、以下のようなものがある。



規部門の認定は困難であり、サービス部門と製造業部門の産業部門数の相対的な格差が縮

小することはない。つまり、製造業において詳細な分類が設定されており、サービス業に

おいて粗い分類が設定されているというSIC体系のもとでは、サービス業の生産規模が拡大

すればするほど、サービス業における新規産業の認定基準がより厳しくなる、という悪循

環が生まれていたのである。結果として、１９８７年に最終的な改訂が行われたSICでは、製

造業における４桁部門数が４５９であったのに対し､金融･保険･不動産部門の部門数は５３、

サービス部門の部門数は１５０となっている。これは、明らかに部門別の生産規模を反映し

た比率ではない。これを見れば、ＳＩＣが近年の構造変化を把握できていない、という批判の

背景に、このSICにおける新産業決定方法があったことは明らかである。

この問題を解決するためには、まず、大分類レベルから現在の産業構造を反映した大幅な

変更を加えることが必要不可欠である。そこでNAICSでは、大分類のレベルで、従来の分

類体系にとらわれずに独自の体系を構築している。具体的には、１９８７年のSICにおいて１０

部門であった大分類が、NAICSでは倍の２０部門に増加している点や、ＳＩＣでは単一の大分

類部門であった「I・サービス」デイヴイジョンが、NAICSでは１７の大分類部門に分割され

ている点などをあげることができる。この点は、NAICSの顕著な特徴である１４。

また新産業の決定に関しても､NAICSではＳＩＣとは大きく異なった手法を採用している。

第一回の改定である２００２年のNAICＳ改訂時には、まず、新規部門についてのパブリック

コメントを求め、それらのコメントについて議論を行った上で、新規部門として採用する

か否かを決定している。具体的には、１９９９年２月２５日の連邦公報（FederalRegister，

February25，1999,pp9416-9419）において、建設業および卸売業における分類体系の改

変や、百貨店および無店舗小売業のための細分類の修正、およびその他の修正に関して、

パブリックコメントを求めている。パブリックコメントにおける新規部門の提案の中には、

規模の小さすぎる部門や、特化係数が低い部門、NAICＳにおける生産指向の基準に合致し

ない部門などが含まれている。これらの部門についてはそれを新規部門として認定しない

こととし、その他のコメントの全てを考慮した上で、その後３カ国の統計機関やデータ使

用者､産業団体との協議を重ね､２０００年４月２０日の連邦公報(FederalRegister,April20，

2000,pp21241-21282）において、２００２年版米国NAICSの改正案を公表している。改正

案には、建設業や情報産業、卸売業、および百貨店・無店舗小売業に関する大幅な変更が

含まれている｡2002年改正の具体的内容については､後の４３項において､1997年版NAICＳ

との比較を通じて詳細を明らかにしている。

このように、改訂時の新規部門認定に際して厳密な数値基準を導入せず、分類概念との整

合性を考慮しながら一般の意見を取り入れて臨機応変な対応を行っている点は､従来のＳＩＣ

にはみられなかったものであり、これもNAICSの特色の一つである。新規部門に関するこ

１４ただし、このまま長期的に大分類を固定するようであれば、数十年後にＳＩＣに見られたのと同様の問題

が引き起こされる可能性も否定できない。今後は、NAICSにおいて２桁レベルでの見直しをも視野に入れ

た改訂を行うことによって、常に新たな構造変化を適切に取り入れる方法を考えてゆかなければならない

だろう。
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のような運用方法が適切なものであるか否かについて、現時点において評価を与えること

は困難である。今後、長期間にわたる改定作業の結果として、継続的に産業構造変化を把

握することができれば、この新たな手法は適切な評価を受けることであろう。

3.3.NAICＳにおける国際比較

ＳＩＣに対する第３の批判は、国際比較に関するものである。従来の分類体系においても、

国際的な比較可能性の保持は重要な課題のひとつであり、各国の標準産業分類体系も国連

のＩSICに準拠しているケースが数多くみられた。しかし、これまでの事例では、例えば

SICがISIC2桁に、日本標準産業分類JSICとISICが２桁に対応しているといったように、

極めて粗い分類体系のもとでの部門間比較が可能であるに過ぎなかった。従来の分類体系

の中で、これ以上詳細なレベルでの国際比較を行うことは極めて困難だったのである。

国際比較の困難さは、主に「地理的空間の異質性」と「分類概念の問題」という２つの要

因によってもたらされるものである。前者は例えば、極めて気温の高い国と極めて気温の

低い国の経済を比較するようなケースを考えれば明らかである。気温の違いによって、そ

れぞれの国で需要される財やサービスあるいは生産可能な財やサービスの種類は大きく異

なるであろう。その場合に、これら両国経済の産業部門を詳細なレベルにおりて比較する

ことは明らかに困難である。このような問題は、国ごとの地理的な特』性の違い（沿海・内

陸など）や政治体制、文化や慣習の違いといった様々な要因についても想定されるもので

ある。更に後者の「分類概念の問題」について言えば、需要サイドと供給サイドの分類が

混在した体系のもとでは、完全に同一な商品であっても、それが常に特定の産業部門に格

付けられるとは限らない。つまり、需要サイド分類を採用した国と供給サイド分類を採用

した国の産業部門について比較を行おうとする場合、たとえ産業部門の名称が一致してい

たとしても、各産業に格付けられている商品の種類がまったく異なっているような状況も

想定されるのである。

前述のように、従来の産業分類体系においては、国際的な比較可能性の保持が重要な要件

の１つにあげられていた。しかしその国際比較は、ＩSICを中心とした枠組みを見てもあき

らかであるように、全世界中の分類体系の比較を目的としたものであった。全世界の産業

構造を比較できるというメリットが大きなものであることは事実であるが、一方で、比較

対象となる国が、地理的な意味で大きな異質性を含んでいるケースも多く、それゆえに詳

細なレベルでの比較を行うことは困難であったと言える。また同時に、従来の分類体系は、

様々な種類の統計、あるいは様々な目的の分析に対応することを目指していたため、特定

の分類概念に特化した体系の構築は行われず、多くの体系では需要サイド概念と供給サイ

ド概念が混在していた。この点は、従来の分類体系において詳細な国際比較を行うことが

できなかった大きな要因のひとつであると言える。

これに対しNAICSは、前述のように、一貫して供給サイド概念のみに従った分類体系と

して構築されたものである。従って、分類概念の問題に関して言えば、従来の体系に比べ
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て国際的な比較をし易い分類体系であると言えよう。また、NAICSの背景には、NAFTA

成立に伴い､NAFTA加盟国間での詳細な経済分析を可能にするような産業分類体系に対す

るニーズが存在した。これは逆に言えば、NAICSが、NAFTA非加盟国との比較よりも加

盟国との比較を重要視していることを物語っている。つまり、米国・カナダ・メキシコと

いう、地理的に隣り合った特定地域における比較可能'性を重要視することによって、「地理

的空間の異質'性」を取り除いて体系を構築することができたのである。結果として完成し

た１９９７年版のNAICSでは、基本的には５桁産業レベルで、米国・カナダ・メキシコ間で

の共通性が保たれている。これほど詳細なレベルでの共通性の保持は、分析目的を供給サ

イドの分析に特化し、適用地域もNAFTA加盟国に限定したからこそ可能になったもので

ある。一方でその他の国々との比較に関しては、ＩSICとの２桁分類レベルでの比較可能性

を保っているのみである。この点からも、NAICSが、国際比較の観点からは明らかに

NAFTA加盟国のみに特化したものであることがわかる。

従来の分類体系は、どちらかと言えば、様々な種類の統計資料に適用し、様々な目的の分

析にも使用できるような体系を目指すという意味で、一般』性を重要視した体系であった。

また、地域的に広範囲にわたる国際比較を目的としている点においても、やはり一般』性を

指向しているように見える。このような一般'性を重視する方向'性によって、標準産業分類

体系が幅広い統計や分析に適用されてきたことは事実である。しかしこれまでに述べたよ

うに、一般性を重視する傾向は、かえって詳細なレベルでの分析や国際比較を困難にして

いたことも事実である。また、分析面や国際比較における一般性を重視することは、時系

列的な継続』性や他国の分類体系との整合’性を考慮しなければならないことにつながり、従

って２桁分類の変更に及ぶような大規模な改訂や、新たな産業部門を早期に体系内に取り

込むことを妨げる要因にもなっていた。これに対してNAICSでは、分析目的や地域を限定

することによって、一般'性を犠牲にしつつも極めて詳細な分析を可能にし、同時に大幅な

改訂をも可能にしているのである。この点は、NAICＳにおける特徴的な’性質であると言え

る。

4．北米産業分類体系(NAICS)の詳細

第２節・第３節では、NAICSが作成されるまでの経緯や、NAICSの基本概念、目的、

特性といった点について、歴史的な視点や理論的な観点からその内容を明らかにした。し

かし最も重要な点は、NAICＳ作成時の問題意識や理念が、実際の分類体系にどのように反

映されているか、という点である。これまでに述べたように、NAICＳ成立の背景には、従

来の分類体系であるＳＩＣに対する問題意識が存在した。ＮＡＩＣＳにおいて、ＳＩＣに見られた

問題点が解決されているか否かを明らかにするためには、実際の分類体系に関してNAICS

とＳＩＣの比較を行う必要がある。またNAICSでは、新規産業やサービス産業全般、先端
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技術生産を行う産業を特に重要視して分類体系を構築することが、基本的な目的のひとつ

としてあげられていた。実際にこれらの産業部門が体系の中で適切に取り扱われているの

か、また体系の改訂時には新たな部門が速やかに取り込まれているのか、といった点を検

証するためには、実際の部門分類や体系改訂の詳細について、その内容を明らかにする必

要がある。そこで本節では、まず１９９７年版NAICSの概要を示した後で、NAICSとＳＩＣ

の比較分析や１９９７年版NAICSと２００２年版NAICSの比較分析を行う。また、部門別の

詳細についても取り上げている。これらの分析によって、実際のNAICＳ部門分類と、理論

的な概念や目的との対応を示し、ＮＡＩＣＳの具体的な特徴点や問題点を明らかにすることが

できる。

4.1.1997年版NAICSの概要

最初に、１９９７年NAICSの概要について述べる｡NAICSは､一般的な分類体系と同様に、

詳細な分類から粗い分類までの階層構造から成り立っている。NAICSでは、最も粗い分類

として２桁のコードが付されたセクター(Sector)があり、３桁のサブセクター(Subsector)、

４桁の産業グループ（IndustryGroups)、NAICS5桁産業（NAICS5-digitindustries)、

そして最も詳細な米国６桁産業（ＵＳ、６－digitindustries）まで、５段階の分類が設定され

ている。以下の表は、１９９７年NAICＳにおけるセクターの内訳と、それぞれのセクターに

格付けられるサブセクター以下の詳細分類の部門数を表したものである。例えばセクター

「11.農業・林業・漁業および狩猟業」であれば、このセクターの中に格付けられているサ

ブセクター（３桁）が５部門あり、更にその５部門のサブセクターの下にあるより詳細な産

業グループ（４桁）が１９部門、更にその１９部門の下にあるより詳細なNAICS5桁産業が

４２部門、そしてこれら４２部門の下に最も詳細な米国６桁産業が３２部門設定されている。

いくつかの部門において、NAICS5桁産業の部門数よりも、それに付随する米国６桁産業

の部門数が少ない理由は、全てのNAICS5桁産業に対してより詳細な米国６桁産業が設定

されているわけではなく、いくつかのNAICS5桁産業には米国６桁産業が存在しないため

である。これら６桁の存在しない部門では、NAICS5桁産業分類が最も詳細な分類となっ

ている。一般的な分類体系と同様に、NAICSにおいても、米国６桁産業における６桁コー

ドのうち上５桁が等しい部門全てがその５桁をコードとするNAICS5桁産業に格付けられ、

更にNAICS5桁産業における５桁コードのうち上４桁が等しい部門全てがその４桁をコー

ドとする産業グループに格付けられる、といったように、２桁のセクターから６桁の米国６

桁分類に至るまで、全ての段階にわたって階層構造が形成されている。

2０



部門数のデータは、Ｕ､S・OfriceofManagementandBudget（1998）“NorthAmericanlndustl

ClassificationSystem(1997)，，より抜粋。
ただし、「農業、林業、漁業および狩猟業」および｢公務ｊ部門は、経済センサスの対象となっていない。

（
Ｊ
Ｌ

表２．１９９７年NAICＳにおけるセクターの内訳

※

※

前述のように、NAICSは、米国だけでなくカナダおよびメキシコにおいても使用される

３ケ国共通の分類体系である。これら３ケ国では､NAICS5桁産業レベルにおいて完全に同

一の分類体系を利用することになる。つまり、全産業合計で７２１部門の共通分類が設定さ

れることになる。最も詳細な６桁分類に関しては、その名称が「米国６桁産業」となって

いることからも明らかであるように、各国独自の部門を設定できることになっている。

前節でも述べたように、国際間でこれほど詳細な部門について完全な比較を実施できる体

系は、これまでにないものであり、その点はNAICSの大きなメリットである。しかし一方

で、NAFTAに加盟する３ヶ国のみでの詳細な比較を重要視し、独自の分類体系を構築した

結果、時系列比較やその他の国々との詳細な分類レベルでの比較が困難になったことも事

実であろう。次項では、時系列比較の問題を明らかにするために、NAICSとＳＩＣの比較を

行っている。

２１

Sector

2桁
日本語部門名 英語部門名

ＮＡＩＣＳ１９９７

3桁 ４桁 ５桁 6桁

11 農業｡林業･漁業および狩猟業 Agriculture,Forestry,Fishing,ａｎｄHunting ５ 1９ 4２ 3２

２１ 鉱業 Ｍiｎ nｇ ３ ５ 1０ 2８

2２ 公益事業 Ｕ ｅｓ ３ ６ ６

2３ 建設業 Construction ３ 1４ 2８ ０

31-33 製造業 Manufもlcturing 2１ 8４ 1８４ 408

4２ 卸売業 WholesaleTrade ２ 1８ 6９ ０

44-45 小売業 RetailTrade 1２ 2７ 6１ 1８

48-49 運輸｡倉庫業 TransportationandWarehousing 1１ 2９ 4２ 2５

５１ 情報産業 Information ４ ９ 2８ 1２

5２ 金融･保険業 Financeandlnsurance ５ １１ 3２ 1５

5３ 不動産･賃貸業 RealEstateandRentaIandLeasin９ ３ ８ 1９ ９

5４ 専門的科学技術サービス業
Professional，ScientificandTechnicaI

Services
９ 3５ 1７

５５ 企業管理業 ManagementofCompaniesandEnterprises ３

5６
管理･支援サービスおよび廃棄

物処理｡浄化サービス業

AdministrativeandSupportandWastｅ

ManagementandRemediationServices
２ 1１ 2９ 2３

6１ 教育サービス業 EducationalServices ７ 1２ ７

6２ 医療･社会福祉業 HealthCareandSocialAssistance ４ 1８ 3０ 1６

7１ 芸術･芸能｡娯楽業 Arts,EntertainmentandRecreation ３ ９ 2３ ３

7２ 宿泊施設および外食サービス業 AccommodationandFoodServices ２ ７ 11 ７

8１ その他のサービス(公務を除く） OtherServices(exceptPubIicAdministration） ４ 1４ 3０ 3０

9２ 公務 PublicAdministration ８ ８ 2９ ０

合計 9６ ３１１ 7２１ 659
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表３．１９８７年ＳＩＣにおけるデイヴイジヨン名称

4.2.1997年版NAICSと１９８７年版ＳＩＣの比較

NAICSが米国経済センサスに初めて適用されたのは、１９９７年のことである。それ以前、

1992年までの経済センサスには、ＳＩＣが使用されていた。ＳＩＣの最後の改訂は１９８７年に

行われており、従って１９８７年版のＳＩＣが最新のＳＩＣ体系になっている。この１９９７年版

NAICSと１９８７年版ＳＩＣは、基本的な概念や目的の大きく異なる体系である。この両体系

を比較することによって､現実的な観点からNAICＳにおける概念や目的に対する理解を深

めることができる。

最初に、大分類レベルでの比較を行う。以下の表３は、ＳＩＣのディヴイジョンを表したも

のである’5。

日本語名称 英語名称Division

Ｆ：卸売業

:農業･林業および漁業Ａ
－
Ｂ
－
Ｃ

Agriculture，Forestry,ａｎｄFisheries

:WholesaleTrade

鉱業 ：Ｍｉｎｉｎｇ

１５ＳＩＣでは、大分類としてデイヴィジョン（Division）が設定されており、これにはＡ～Ｊまでのアルフ

ァベットがコードとして付されている。より詳細な分類としては、デイヴイジョンの下に２桁コードを付

されたメジャーグループ（MajorGroup）が、更に詳細な分類としては３桁コードを付された産業グルー

プ（IndustryGroup）が、そして最も詳細な分類として４桁コードを付された部門が設定されている。

１６ただし「７２宿泊施設および外食サービス業」には、「Ｉサービス業」だけでなく、もともとＳＩＣでは「Ｇ

小売業」に格付けられていた生産活動も多く含まれている。

言建設業 Construction

Manufacturing

ｇⅡｂｌｒＥＡ値

:金融･保険および不動産業

サービス業

Ｄ畠製造業

畠Finance,Insurance,andRealEstate

2２

小売業 ；RetailTradeＧ
－
Ｈ
－
ｌ

NAICSに関する表２およびSICに関する表３を比較してまず明らかなことは､ＳＩＣにおい

て１０部門であったディヴイジョン数が、NAICSでは倍の２０部門（セクター）に増加して

いる点である。この部門数増加分の多くは、ＳＩＣでは「1.サービス業」において１つの部門

として扱われていた活動が、複数の部門に分割されたことによるものである。具体的に言

えば､NAICSセクターのうち「51情報産業｣、「５４専門的科学技術サービス業｣、「56．管理・

支援サービスおよび廃棄物処理・浄化サービス業｣、「61.教育サービス業｣、「62.医療・社会

福祉業｣、「71.芸術・芸能・娯楽業｣、「７２宿泊施設および外食サービス業」１６，「81．その

他のサービス（公務を除く）」などがそれにあたる。その他の主な変更点としては、ＳＩＣの

「Ｅ運輸・通信・電気・ガス．および衛生サービス」が、NAICSでは「２２公益事業」と

「48-49.運輸・倉庫業」およびその他のいくつかの部門に分割された点、ＳＩＣの「Ｈ金融．

Service
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保険および不動産業」が、NAICSでは「52.金融・保険業」および「53.不動産・賃貸業」’７，

「5ａ企業管理業」に分割された点をあげることができる。この結果を見る限りでは、ＳＩＣ

からNAICSへの改訂は、明らかに第３次産業を中心として行われたものである。これは、

これまでにも述べたような「従来のSICが第１次・第２次産業に偏ったものであり、第３

次産業が拡大した現在の産業構造を反映していない」という批判に対応したものである。

また、NAICSにおいて示された、「サービス部門を重要視する」という理念とも整合的であ

る。大分類の段階で第３次産業に関する部門数を大幅に増加させることによって、近年急

激にそのウェイトを増大させている第３次産業に関して詳細な部門設定を可能にした点は、

NAICSの最も革新的なポイントであり評価できる点であると言えよう。

１９９７年版ＮＡＩＣＳと１９８７年版ＳＩＣの部門対応に関して、その内容をより詳細に表した

ものが以下の表４である。表４は、NAICSの各セクターの中にあるNAICS5桁産業や米

国６桁産業に含まれる生産活動が、ＳＩＣではどのようなデイヴイジョンに格付けられてい

たかを表したものである。より正確に言えば、米国６桁産業が設定されていないNAICS5

桁産業については、その５桁部門がＳＩＣではいずれのデイヴイジョンに含まれていたかを

表示しており、米国６桁産業が設定されているケースについては、その上位にある５桁部

門についてはカウントせず、当該６桁部門がいずれのディヴィジョンに含まれていたのか

を表示している。「11.農林漁業・狩猟業」を例に取れば、ＮＡＩＣＳのこのセクターに格付け

られているNAICS5桁産業のうち、米国６桁産業が設定されていない部門について、ＳＩＣ

では３０部門が「Ａ農業・林業および漁業」に、１部門が「Ｄ製造業」に、１部門が「1.サー

ビス業」に格付けられており、また米国６桁産業が設定されているものについては、それ

ら６桁部門のうちＳＩＣでは３２部門が「Ａ農業・林業および漁業」に、１部門が「Ｄ・製造業」

に格付けられていたことを示している。単一のNAICS5桁産業や米国６桁産業に対応する

生産活動が、複数のＳＩＣデイヴィジョンにまたがって格付けられていたようなケースにつ

いては、それらを全て部門数の中にカウントしている。つまり、単一のNAICS5桁産業に

おける生産活動が、ＳＩＣでは「Ｄ製造業」と「I､サービス業」に分割されていたようなケー

スでは、「Ｄ製造業」と「1.サービス業」に１ずつを計上している。従って、表４における

各セクターにおける部門数と、表２における部門数とは必ずしも一致するものではない。

また表５は、表４のようにNAICSを中心に両者の対応関係を見るのではなく、ＳＩＣ側か

らの対応関係をも明らかにするために､NAICＳセクターとＳＩＣディヴィジョンの関係をマ

トリックス化したものである。表５の各行はNAICＳセクターを、各列はＳＩＣデイヴイジ

ョンを表している。表中の「○」は、当該行のNAICＳセクターの一部の生産活動が、当該

列のＳＩＣディヴィジョンの一部として含まれていたことを示している。これは逆に言えば、

当該列のＳＩＣディヴィジョンの一部の生産活動が、当該行のNAICＳセクターの一部に格

付けられたことを意味している。最右列の合計は、各ＮＡＩＣＳセクターがＳＩＣではいくつ

１７ただし「53.不動産・賃貸業」には、「Ｈ金融・保険および不動産業」だけでなく、もともとＳＩＣでは「Ｉ

サービス業」に格付けられていた生産活動も多く含まれている。
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のディヴイジョンにまたがって格付けられていたかを表しており、最下行の合計は、各ＳＩＣ

デイヴィジョンがNAICSではいくつのセクターにまたがって格付けられたかを表してい

る。これは言うまでもなく、各行・各列の「○」の数の合計に等しい。

表４．表５よりまず明らかな点は､名称だけでなくその内容も完全に一致しているNAICＳ

セクターとＳＩＣデイヴイジョンが、ひとつとして存在しないことである。表５を見れば、

NAICSの「22.公共事業」はＳＩＣの「Ｅ・運輸通信電気ガス衛生サービス」に、「55.企業管

理業」はＳＩＣの「Ｈ・金融・保険および不動産業」に、「61.教育サービス業」はＳＩＣの「I・

サービス業」に１対１対応しているように見える。しかしＳＩＣの「Ｅ運輸通信電気ガス衛

生サービス」は「48-49.運輸・倉庫業」などにも含まれている。また「Ｈ,金融・保険および

不動産業」は「52.金融・保険業」などに、「1.サービス業」はほぼ全てのNAICＳセクター

に含まれているため、ＳＩＣ側から見れば、ＳＩＣの各デイヴィジョンが単一のNAICSのセク

ターに完全に一致することはないのである。このことは、表５において、最下段の合計行

において全デイヴイジョンの値が２以上になっていることからも明らかである。この点は、

NAICSが従来の分類体系に比較して極めて革新的な体系であったことを象徴している。

なお、ＳＩＣにおいて存在せず、NAICSにおいて初めて設定された部門も存在する。例え

ば、「55.企業管理業」に属する米国６桁産業である「551114.法人・支店および地域管理業」

がそれにあたる。この部門は、ＳＩＣでは補助的事業所（auxiliaries）として取り扱われてお

り、単独の部門としては存在していなかった。そのため、本来「55.企業管理業」における

6桁部門数は３であるにも関わらず、表４における「55.企業管理業」の６桁部門数は２と

なっている。

より詳細なレベルでのNAICSとＳＩＣの比較は、４．４項において行っている。
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表４.NAICSセクターーーとＳＩＣデイヴイジヨンの対応
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9２公務 ;Ｉサービス業

５桁

部門数

６桁

部門数
ＮＡＩＣＳ１９９７ SIC1９８７

０

6１教育サービス業 :Ｉサービス業 １０： ７

※表内では､スペースの関係上､－部の部門名称を省略して表記している。

表５.NAICＳセクターとＳＩＣデイヴイジヨンの対応表Ⅱ
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4.3.1997年版NAICSと2002年版NAICSの比較

続いて、分類改訂の詳細を明らかにするために、１９９７年NAICSと２００２年NAICSの比

較を行う。表６は、２００２年NAICSの各階層における部門数と、１９９７年NAICＳとの部門

数の差を表している。

表６．２００２年版NAICＳにおけるセクターおよび部門数

NAICS2002 部門数の差

Sector 名称
6桁 (NICS2002)一(NAlCS1997）

3桁 4桁 5桁
米国

５桁と

同一
合計 ３桁 4桁 ５桁 6桁

１１ 農業･林業｡漁業･狩猟業 ５ 1９ 4２ 3２ 3２ 6４ ０ ０ ０

2１ 鉱業 ３ ５ 1０ 2８ １ 2９ ０ ０ ０

2２ 公益事業 １ ３ ６ ６ ４ 1０ ０ ０ ０

2３ 建設業 ３ 1０ 2８ ４ 2７ 3１ ０ -４ ０

31-33 製造業 2１ 8６ 1８４ 408 6５ 473 ０ ２ ０

4２ 卸売業 ３ 1９ 7１ ０ ７１ 7１ ２

44-45 小売業 1２ 2７ 6１ 2４ 5１ 7５ ０ ０ ０

48-49 運輸･倉庫業 1１ 2９ 4２ 2５ 3２ 5７ ０ ０ ０

5１ 情報産業 ７ 1６ 3０ 1２ 2４ 3６ ３ ７ ２

5２ 金融･保険業 ５ 1１ 3２ 1５ 2７ 4２ ０ ０ ０

5３ 不動産･賃貸業 ３ ８ 1９ ９ 1５ 2４ ０ ０ ０

5４ 専門的科学技術サービス業 １ ９ 3５ 1７ 3０ 4７ ０ ０ ０

5５ 企業管理業 １ １ １ ３ ０ ３ ０ ０ ０

5６ 管理支援･廃棄物処理浄化 ２ 1１ 2９ 2３ 2０ 4３ ０ ０ ０

6１ 教育サービス業 ７ 1２ ７ 1０ 1７ ０ ０ ０

6２ 医療｡社会福祉業 ４ 1８ 3０ 1６ 2３ 3９ ０ ０ ０

7１ 芸術｡芸能･娯楽業 ３ ９ 2３ ３ 2２ 2５ ０ ０ ０

7２ 宿泊施設･外食サービス ２ ７ 1１ ７ ８ 1５ ０ ０ ０

8１ その他のサービス ４ 1４ 3０ 3０ 1９ 4９ ０ ０ ０

9２ 公務 ８ ８ 2９ ０ 2９ 2９ ０ ０ ０

合計 1００ 3１７ 725 669 510 1１７９ ４ ６ ４

最初に２桁のセクターを比較すれば、両者はまったく同一であることがわかる。

３桁レベルでは、「42卸売業」で１部門、「51.情報産業」で３部門増加しており、全体で

言えば1997年の９６部門が2002年は１００部門となっている｡1997年NAICＳにおける｢４２

卸売業」の３桁サブセクター部門としては、「421.耐久財卸売業｣、「422非耐久財卸売業」

の２部門が設定されていた。これに対し２００２年NAICSでは、３桁サブセクター部門とし

て、「423.耐久財卸売業｣、「424.非耐久財卸売業」に加えて新たに「425.卸売電子市場およ

び代理人および仲介業」が新設されている。この部門には、インターネット等を用いて買

い手と売り手を引き合わせる事業者問電子商取引や、買い手もしくは売り手の代行として

商品の所有権を持たずに卸売を行うケースが含まれる。これらの形態は、比較的新しい卸

売の形態であり、２００２年の改訂において、早速このような新たな形態の生産活動が新規部

門として取り込まれていることがわかる。更に「51.情報産業」について言えば、１９９７年

NAICＳにおける「51情報産業」の３桁サブセクター部門としては、「511.出版業｣、「512
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映画・録音産業｣、「513.放送・電気通信業｣、「514.情報サービスおよびデータ処理サービス

業」の４部門が設定されていた。これに対し２００２年NAICSでは、１９９７年NAICＳにおけ

る５１３および５１４部門が廃止され、新たに「515.ラジオ・テレビ放送業｣、「516.インター

ネット出版および放送業｣、「517.電気通信業｣、｢518インターネットサービスプロバイダー、

ウェブ検索ポータルサイト、およびデータ処理サービス｣、「519.その他の情報サービス業」

という５つの部門が新設されている。これらの部門には、その名称からも明らかであるよ

う-に、旧来の情報通信業に加えてインターネット関連の新たな情報産業が独立した部門と

して含まれている。やはりここにも、２００２年の改訂において積極的に新たな形態の生産活

動が新規部門として採用されている様子を見て取ることができる。

この他に大きな変更が見られた部門としては「23.建設業」をあげることができる。表６

では、１９９７年NAICSから２００２年NAICSにかけて、「２３建設業」の３桁サブセクター数

には変化がないように見える。しかしその内容には大幅な変更が加えられており、それに

伴って４桁分類以降のより詳細な部門についても異なった分類が採用されている。

第３節でも述べたように、NAICSでは、改訂に際してパブリックコメントを求め、それ

らについて議論を行った上で新たな分類体系を決定している。この手法は、厳密な量的基

準によって新規部門を認定していたＳＩＣの手法とは大きく異なるものである。前述のよう

に、ＳＩＣにおいては、商業部門やサービス部門の量的基準が他の部門に比較して厳しく、

それ故にそれらの部門の生産規模が拡大しているにも関わらず、新規部門が認定されにく

い状況であった。一方で、２００２年改訂の大部分は農林水産業・鉱工業以外の部門に関する

ものであり、特に卸売部門や情報産業部門において新規部門が設定されている。この点は、

量的基準のみに頼らずに積極的に新規部門を取り入れるNAICSの新たな手法の成果であ

る。

44.NAICＳ部門別詳細

前述のようにNAICSでは、ＳＩＣにおける「1.サービス業」が分割され、数多くの新たな

セクターが設定された。このことは、表４において、ＳＩＣの「1.サービス業」がNAICＳに

おける２０セクター中、実に１７セクターにもわたって分割されていることからも明らかで

ある。そこで以下では、新設されたサービス関連セクターを中心にして、１９９７年版NAICS

と１９８７年版ＳＩＣとの比較を行いながら、より詳細な内容を明らかにする。

｢51．情報産業」

１９９７年版NAICSの｢51情報産業｣セクターには、より詳細な分類として｢511.出版業｣、

「512.映画・録音産業｣、「513.放送・電気通信業｣、「514.情報サービス・データ処理サービ

ス業」という４種類のサブセクターが設定されている。

このうち「511.出版業」に含まれる活動の多くは、ＳＩＣでは「Ｄ,製造業」の中のメジャー

グループ「27.印刷出版業」に含まれていたものである。ただし、「51114.データベースおよ
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びディレクトリー出版業」の一部のみ、「1.サービス業」の中のメジャーグループ「73.対事

業所サービス」（より詳細な部門で言えば「7331.ダイレクトメール広告サービス｣）に格付

けられる活動が含まれている。ＳＩＣでは、ダイレクトメールの目的が主に広告であること

から、このような活動が｢1.サービス業」に格付けられていた。しかしこのような格付けは、

明らかに供給サイドの概念に基づくものではなく、需要サイドの要因に基づくものであっ

た。生産技術の側面から考えれば、ダイレクトメールサービスの主たる活動は、メールを

印刷することにある。従って、供給サイド概念に基づいたNAICSにおいては、ダイレクト

メールサービスは、「511.出版業」に含まれることになる。

「512映画・録音産業」に含まれる活動の多くは、ＳＩＣでは「Iサービス業」に含まれて

いたものである。他に、「51222.総合的レコード製作・配給業」と「51223.音楽出版業」の

一部は、ＳＩＣでは「Ｄ製造業」に含まれていた。このうち「51222.総合的レコード製作・

配給業」の活動は、SIC４桁分類で言えば「3652.レコード盤および録音済みオーデイオテ

ープ・ディスク」という部門に対応するものである。この「3652.レコード盤および録音済

みオーディオテープ・ディスク」部門は、より上位の階層にある産業グループが「365.家庭

用オーディオ・ビデオ機器およびオーディオ」であり、コード３６５２と上３桁を同じくする

他の部門としては、「3651.家庭用オーデイオ・ビデオ機器」がある。また、これらと上２

桁を同じくするメジャーグループは､｢36.コンピューターを除く電子･電気機器および部品」

である。つまりＳＩＣでは、レコード盤やテープ・ディスク等を再生するためのハードウェ

アと、ソフトであるレコード盤・テープ・ディスクが、いずれも電子・電気機械部門の中

の同一の３桁産業グループに格付けられていたのである。このような分類の体系は、明ら

かに、「いずれも家庭用のオーディオ関連商品である」という需要サイドの用途を基準とし

て行われたものであり、供給サイドの概念である生産技術の同質性を無視したものである。

これに対しNAICSでは、前述のようにＳＩＣ「3652レコード盤および録音済みオーディオ

テープ・ディスク」がNAICＳ「512.映画・録音産業」に、ＳＩＣ「3651.家庭用オーディオ・

ビデオ機器」がNAICＳ「３３製造業」の中の「33431.オーディオ・ビデオ機器製造業」に格

付けられている。この事例からも、NAICSにおいては一貫して供給サイド概念による分類

が行われていることがわかるであろう。

｢53｡不動産･賃貸業」

１９９７年版ＮＡＩＣＳの「53.不動産・賃貸業」セクターには、より詳細な部門として「531．

不動産業｣、「532.レンタル・リースサービス｣、「533.非金融無形資産賃貸業」という３つの

サブセクターが設定されている。「531.不動産業」は不動産の賃貸を、「532.レンタル・リー

スサービス」は機器の賃貸を行うものである。また「533.非金融無形資産賃貸業」には、特

許権や商標、ブランド名、フランチャイズ契約を所有し、それを他者に使用させることで

手数料や使用料を得ている事業所が含まれている。つまりこの部門に格付けられる事業所

は、有形資産であれ無形資産であれ、何らかの資産を賃貸するという点で類似したアクテ
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イピテイを持っているものである。このような部門の設定は、「一貫して供給サイドの概念

に基づいて分類体系を構築する」というNAICSの特'性を反映したものであると言える。

しかしＳＩＣでは、これらの活動は、必ずしも同一の部門に格付けられるものではなかっ

た。「531.不動産業」に格付けられる事業所の多くは、ＳＩＣでは「Ｈ金融・保険および不動

産業」の中の「65.不動産業」に格付けられていたものであり、一方「532.レンタル・リー

スサービス」に格付けられる事業所の多くは、ＳＩＣでは「1.サービス業」の中の「７３対事

業所サービス」や「75.自動車修理、サービス、駐車場」などに格付けられていた。また「533

非金融無形資産賃貸業」に格付けられる事業所は、ＳＩＣでは全て「Ｈ・金融・保険および不

動産業」の中の「67.持ち株会社およびその他の投資事務所」に格付けられていた。つまり

SICでは、賃貸する物品の種類によって、それぞれを異なる部門に格付けていたのである。

更に言えば、ＳＩＣの「75.自動車修理、サービス、駐車場」では、いずれも自動車に関連

する生産活動であるという理由のみによって、自動車の修理と自動車の賃貸、更には駐車

場サービスまでもが同一の部門に分類されていた。これらの生産活動は、言うまでもなく、

生産技術という側面から見ればまったく異質な活動である。このことからも、供給サイド

の概念と需要サイドの概念が混在していたＳＩＣの問題点を見ることができる。

｢54.専門的科学技術サービス」

ＵＳ,OfficeofManagementandBudget(1998)によれば、「54.専門的科学技術サービス」

は、他者に対して専門的、科学的、技術的な活動を提供する事業所によって構成されてい

る。具体的には、以下の９つの活動をあげることができる。

1．法律サービス

2．会計・簿記・給与サービス

3．建築・工学（エンジニアリング）

４専門的デザイン

5．コンピューターサービス

６コンサルティングサービス

7．リサーチサービス

8．広告サービス

９その他（写真サービス、翻訳・通訳サービス、獣医等）

このセクターに付随する３桁のサブセクターは「541.専門的科学技術サービス」１部門の

みであり、それに付随する４桁の産業グループとして、上述の各職種に対応した９つの部

門が設定されている。これら９つの部門は、いずれも専門的知識を有した労働者が投入の

大部分を占める生産活動であり、これも供給サイド概念に従った分類であると解釈できる。

ＳＩＣとの比較で言えば、この部門に含まれる活動の多くは、ＳＩＣでは「Iサービス業」に
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･3721.航空機（研究開発活動のみ）

･3724.航空機エンジンおよびエンジン部品（研究開発活動のみ）

･3728.他に分類されない航空機部品・付属装置（研究開発活動のみ）

･３７６１誘導ミサイルおよび宇宙船（研究開発活動のみ）

･3764.誘導ミサイルおよび宇宙船の推進装置・推進装置部品（研究開発活動のみ）

･3769.他に分類されない誘導ミサイルおよび宇宙船部品・付属装置（研究開発活動のみ）

･８７３１営利目的の物理学および生物学研究

･8733.非営利研究組織（物理学・工学・生命科学研究のみ）

このうち3721～3769の６部門は、ＳＩＣデイヴイジョン「Ｄ製造業」の中のメジャーグル

ープ「37.輸送機器」部門に含まれていたものである。例えば「3721.航空機」部門には、明

らかに航空機に関連するものであるという理由のみによって、航空機自体の生産と、航空

機の開発に関する研究開発活動の両者が含まれている。これら２つのアクテイビテイが、

大きく異なる'性質を持っており、これが供給サイド概念に基づく分類でないことは明らか

である。これに対してNAICSでは、ＳＩＣにおいて製造業部門に含まれていたこれらの研究

開発アクテイビテイを、「541.専門的科学技術サービス」というサービス部門に集約してい

る。これも、NAICSが供給サイド分類概念に基づく体系であることを象徴する事例の１つ

である。

｢55.企業管理業」

「55.企業管理業」とは以下のような事業所である。

①
②
企業の支配権や経営決定権の保有を目的として株を保有する事業所

その企業の事業所を管理、監督および経営する事業所であり、その企業の戦略

的、組織的計画や意思決定の役割を果たす事業所

①は、いわゆる持ち株会社の事業所を指している。また②は、本社事業所である。

「55.企業管理業」セクターの下には、単一の３桁サブセクター、４桁産業グループ、

NAICS5桁産業が存在する。従って、米・加・墨で国際比較可能な５桁レベルについては、

「企業管理業」というただ１の部門が存在するのみである。５桁よりも更に詳細な米国６

３１

格付けられていたものであり、その中でも特に「73.対事業所サービス」および「87.工学・

会計・調査・経営関連サービス」が多い。

興味深い事例として、NAICＳ「54171.物理学・工学・生命科学研究開発」がある。この

NAICS5桁産業は、ＳＩＣでは以下のような８種類の４桁部門に格付けられていたものが、

単一の部門に統合されたものである。



桁産業には、「551111.銀行持ち株会社オフィス｣、「551112.その他持ち株会社オフィス｣、

「551114.法人、子会社、および地域経営オフィス」の３部門がある。ＳＩＣとの比較で言え

ば、このうち「551111.銀行持ち株会社オフィス」および「551112.その他持ち株会社オフィ

ス」については、ＳＩＣの４桁細分類部門として、それぞれに完全に一致する部門が設定さ

れている。これらの部門は、ＳＩＣでは「Ｈ､金融・保険および不動産業」に格付けられる部

門であった。しかし、「551114.法人、子会社、および地域経営オフィス」については、ＳＩＣ

では補助的事業所（auxiliaries）として取り扱われており、単独の部門としては存在してい

なかったのである。

本社活動とは、その活動自体が直接的に収益を生み出すことのない活動である。従って、

従来の考え方としては、当該企業の主たる生産活動をサポートする事業所ということで、

その企業が格付けられる産業分類に準じるものであると考えるのが通常であった。これは

例えば、企業が保有する生産事業所の全てが食料品を生産していれば、その本社事業所も

食料品部門に格付けられると考えるものである。しかし近年の企業活動の多角化に伴って、

多くの企業は、複数の産業部門をまたがって生産活動を行うようになった。この場合、そ

の企業の本社事業所をいずれの産業部門の活動であると見なすべきか、という点が１つの

問題となっていた。同時に企業経営上、本社活動自体の果たす役割が以前に増して重要に

なりつつあることも確かである。ＮＡＩＣＳにおいて「551114.法人、子会社、および地域経

営オフィス」を１つの独立した新規部門として定義したことは、こうした近年の構造変化

の影響が背景にあったと考えられる。

｢56.管理･支援サービスおよび廃棄物処理･浄化サービス業」

「５６管理支援サービスおよび廃棄物処理・浄化サービス業」に分類される活動として、

事務所管理、人材の雇用および配置、文書作成などの事務サービス、勧誘、取り立て、保

安および監視サービス、清掃、廃棄物処理サービス、がある。これらの活動は、いずれも

ほとんどの企業にとって必ず必要なサービスであり、企業内部においてこれらのサービス

を担当する人員を雇い入れ、自社内部でこれらの活動を行っている企業も存在する。しか

し最近では、企業のアウトソーシング化が進展し、ここであげたサービス活動を企業が外

部委託するケースが急激に増大していると言われている。そのため、サービスに対するア

ウトソーシングを統計上で的確に把握することは、極めて重要な課題となっているのであ

る。

特に事務所管理に関しては、前述の「55.企業管理業」における「その企業の事業所を管

理、監督および経営する事業所」が行うサービスと極めて類似した概念であるように見え

る。NAICSでは、「55.企業管理業」部門における事務所管理サービスを「同一企業内の他

の事業所を管理するサービ1ス」と定義し、「56管理支援サービスおよび廃棄物処理･浄化サ

ービス業」部門における事務所管理サービスを「他の企業の保有する事業所を管理するサ

ービス」として定義することによって、両者を明確に区別している。
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より詳細な部門分類についてみれば、「56.管理支援サービスおよび廃棄物処理・浄化サー

ビス業」セクターの下には、「561.管理・支援サービス業」と「562.廃棄物処理・浄化サー

ビス業」という２種類の３桁サブセクターが存在する。

ＳＩＣとの比較で言えば、前者の「561.管理・支援サービス業」における生産活動の大部分

は、ＳＩＣの「I､サービス業」の中のメジャーグループ「73.対事業所サービス」に含まれる

ものである。中には、「56151.旅行代理店業」や「56152.ツアー運営業」のように、ＳＩＣで

は「Ｅ運輸・通信・電気・ガス．および衛生サービス」に含まれていたものや、「56173.造

園サービス」のように、ＳＩＣでは｢Ａ農業・林業および漁業」の中のメジャーグループ｢07．

農業サービス」に含まれていたものもある。「56151.旅行代理店業」は、ツアーおよび宿泊

サービスを販売する活動を行うものであり、「56152.ツアー運営業」は、ツアーを企画し手

配する活動を行っている。また「56173.造園サービス」は、景観のケアやメンテナンスを

行うものである。

一方で、もう１つの３桁サブセクターである「562.廃棄物処理・浄化サービス業」の多く

は、ＳＩＣでは「Ｅ運輸・通信・電気・ガス．および衛生サービス」に含まれていたもので

ある。その他に、「56291.浄化サービス」のようにＳＩＣでは「Ｃ､建設業」に含まれていたも

のや、「562991.浄化槽関連サービス」のようにＳＩＣでは「Iサービス業」に含まれていた

ものもある。「56291.浄化サービス」は、汚染された建物や鉱区、土壌や地下水の浄化、鉱

山の再生活動､およびアスベストなどの有害物質の除去等を行うものである。また｢562991

浄化槽関連サービス」は、汚水槽や浄化槽の汲み上げや簡易トイレのレンタルを行う部門

である。

以上のように、NAICＳにおける「56.管理支援サービスおよび廃棄物処理・浄化サービス

業」には、ＳＩＣで言えば「Ａ農業・林業および漁業｣、「Ｃ,建設業｣、「Ｅ,運輸・通信・電気・

ガス．および衛生サービス｣、「1.サービス業」といった幅広い部門の生産活動が含まれてい

る６大分類のレベルでこれほどの変更が行われている点は、NAICSの特筆すべき変更点の

１つである。特に、「56151.旅行代理店業」や「56152.ツアー運営業」が「Ｅ運輸・通信・

電気・ガス．および衛生サービス」から変更された点や、「56173.造園サービス」が「Ａ､農

業・林業および漁業」から変更された点は、注目に値する。これらの部門は、一般的には

大規模な資本設備や原材料を使用することなく、労働集約的な技術によって提供されるサ

ービスである。従って、生産技術という側面から見た場合には、これらの生産活動はサー

ビス部門に分類されるべきものであろう。しかしＳＩＣでは、分類体系の構築に際して需要

サイド概念と供給サイド概念が混在していたために、これらの部門が必ずしもサービス業

として扱われていなかった。これに対しNAICSでは、一貫して供給サイド概念に基づく分

類を行うことによって、これらの部門をサービス業として取り扱っている。この点は、

NAICSが掲げる基本コンセプトが、完成した実際の分類体系の中でも一貫して守られてい

ることを示唆するものである。

ただし一方で、分類概念の一貫’性に関して疑問点が存在することも事実である。前述のよ
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うに「56.管理支援サービスおよび廃棄物処理・浄化サービス業」における事務所管理活動

と、「55.企業管理業」におけるサービス活動とは、そのサービスの供給先が、他企業である

のか自企業内の他の事業所であるのかによって区別されている。しかし、それらのサービ

スの生産に必要な労働投入や資本設備などの投入面で言えば、両活動の内容はほぼ同じも

のである。つまり、供給側の生産技術という側面から見れば類似した活動でありながら、

産出先が異なっているという需要サイドの要因によって、両活動を大分類レベルで別の部

門として認識しているのである。これは明らかに、一貫して供給サイド分類概念を適用す

る、というNAICSの基本的なコンセプトと矛盾しているようにも見える。この点は、今後

日本において産業分類体系の見直しを行う際にも、よく考慮すべき問題である。

｢72.宿泊施設および外食サービス業」

「72.宿泊施設および外食サービス業」には、より詳細な３桁サブセクターとして、「721．

宿泊施設」と「722.飲食業」の２つが設定されている。ＳＩＣとの比較で言えば、「721.宿泊

施設」の活動は、ＳＩＣでは全て「1.サービス業」のメジャーグループ「70.ホテル・簡易宿

泊所・キャンプ場・その他宿泊施設」に格付けられていたものである。一方「722.飲食業」

の大部分は、「Ｇ､小売業｣のメジャーグループ｢５８飲食店｣に格付けられていたものである。

興味深い点は、ＳＩＣではまったく異なるディヴィジョンに分割されていた２つの活動が、

NAICSでは１つのセクターとして統合された点である。

ただしホテルでは、飲食業以外にも、客室の清掃や洋服のクリーニング、スポーツジムな

どの運営や小売店舗の運営など、様々な活動を行っている。このような活動を統計上でど

のように表すかという問題は、たとえ一貫して供給サイド概念に基づく分類体系を構築し

たとしても、容易に解決される問題ではない。つまり、ホテルの活動は、様々なサービス

活動の複合によって成り立っているものであり、それを単一のアクティビティとして捕ら

えることは困難なのである。この問題に対する１つの解決策として、北米生産物分類体系

ＮAPCS（NorthAmericanProductClassificationSystem）がある。ＮAPCSとは、サービ

ス活動を中心とした生産物分類体系であり、２００２年の経済センサスより試験的に適用され

ている体系である。この体系を適用することによって、ホテルのような複合的なサービス

活動の産出を的確に把握することが可能となる。ＮAPCSについては、第６節においてその

概要を示している。

本項では、主にNAICSにおいて新たに設定されたサービス関連部門について、その詳細

を取り上げた。いずれの部門においても、ＮＡＩＣＳの基本概念である供給サイド分類概念に

従った部門の設定が行われており、その体系は従来のＳＩＣとは大きく異なるものであるこ

とが明らかとなった。

しかし一方で、「56.管理支援サービスおよび廃棄物処理・浄化サービス業」と「55.企業

管理業」のケースや、ホテル業に見られたような複合的なアクティビティによって成立し
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ている部門に関しては、必ずしも供給サイド分類概念のみに従って分類体系が構築されて

いるとは言い切れない部分もある。これらの部門についてどのような分類体系を構築すべ

きであるかについては、理論的な観点から今後も議論が必要であろう。

5．経済センサスと北米産業分類体系(NAICS）

本節では、米国経済センサスにおけるNAICＳ利用の実態を取り上げる。第１節でも述べ

たように、経済センサス調査の母集団名簿整備から調査の実施、結果の公表に至る全ての

過程において、産業分類体系は常に重要な役割を果たしている。実際の経済センサス調査

におけるNAICSの利用状況を理解することは、NAICSの持つメリットやデメリットを明

らかにする上でも役立つであろう。また、今後日本において経済センサスを実施する際に、

いかなる産業分類体系のもとでどのような調査を実施すべきか、といった問題に対しても、

重要な情報を与えることになる。そこで以下では、米国経済センサスにおける名簿整備の

手法とNAICSの利用、および経済センサス調査票の体系とNAICSの関係について、その

詳細を明らかにする。

5.1.米国経済センサスにおける名簿整備とNAICＳ

日本における母集団名簿整備は、主に５年に一度実施される事業所･企業統計調査によっ

て行われるものである’8．多くの統計調査は、この事業所・企業統計調査の結果を母集団

名簿として利用している。また中には、工業統計調査のように、調査員の目視によって各

事業所を確認し、独自の母集団名簿を整備しているケースもある。いずれにしても日本で

は、ある時点において統計調査名簿作成を目的とした調査を実施し、その結果を母集団名

簿として使用しているのが現状である。

これに対して米国における母集団名簿は、日本における母集団名簿とはまったく異なる手

法によって整備されている。最も大きな違いは、母集団名簿ＢＲ（BusmessRegister）の作

成に際して行政記録ＡＲ（AdmmistrativeRecords）が利用されている点である。また、行

政記録だけでなく、企業組織調査ＣＯＳ（CompanyOrganizationSurvey）やBirth

Classificationsurveyなどの調査結果､更には経済センサスの調査結果も名簿整備に利用さ

れている。そして、これら多岐にわたる情報を常時収集しながら、常に最新の情報を持っ

た名簿の整備を継続的に行っているのである。この点は、日本における名簿整備が、ある１

種類の情報源の単一時点の調査結果に基づいて行われている点とは対照的である。

図２は、米国におけるＢＲの作成に関するフローチャートをあらわしたものである。

１８ただし、平成１１年以降、本調査後３年目の年に簡易調査を実施している。
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ＩＲＳからのデータ

名称・住所・ＥＩＮ・NAICS・収入（販

売額）・雇用者数．給与支払額等

CompanyOrganization

Survey(COS）

企業が保有する事業所リスト、各

事業所の住所・ＥＩＮ・NAICS・雇

用者数．給与支払額等

／

ＳＳＡからのデータ

主に産業コード（NAICS6桁）

AdministrativeRecords

（AR）

BusinessRegister

（BR）

EconomicCensus

ＢＬＳからのデータ

主に産業コード（ＮＡＩＣＳ６桁）

BirthClassificationsurvey

新たにＥＩＮを取得した主体の調

査。オーナーシップ・住所・

NAICS・販売額（収入額）等

図２.BusinessRegisterの作成フローチャート

行政記録としては、内国歳入局IRS（IntemalRevenueService)、社会保障庁SSA(Social

SecurityAdministration)、労働統計局BLS（BureauofLaborStatistics）より提供される

データが使用されている。このうち最も詳細な情報が提供されるのは、IRSからのデータで

ある。IRSは、雇用者識別番号EIN（EmployerldentificationNumber）を取得する際に記

入する書式であるＦＯＲＭＳＳ－４をもとに、各生産主体のEIN・名称・住所・組織形態、など

の情報を入手し､IRSの持つBusmessMasterFileを更新する｡ＢＭＦは毎月更新されており、

この最新の情報がCensusBureauに提供される。これによって新規参入者も把握される。

また同時に、四半期のFederalTax申告書類であるFORM94119より入手されるＥＩＮごとの

給与支払額や雇用者数等に関する四半期データ、および株式会社のIncomeTax申告書類で

あるFORM11202oより入手されるＥＩＮごとの収入（販売額）・資産・産業コード（ＮＡＩＣＳ６

桁分類）・収入・在庫等のデータ２１が、センサス局に提供されている。ＦＯＲＭ９４１等の四半

期データについては、毎週最新のものが提供されるため、センサス局では、常に最新の情

報を把握することができる。一方でSSAおよびBLSからは、主に産業分類コード（NAICS6

桁分類）に関する情報がセンサス局に提供される。ここで注目すべき点は、情報提供主体

であるIRS、ＳＳＡ、BLSの３機関から、同時に各主体の産業分類コードに関する情報が提供

される点である。これによって、産業分類コードは、同一主体について最大３種類存在す

１９ただし、農業部門についてはＦＯＲＭ９４３が用いられる。

２０ただし、合名会社についてはＦＯＲＭ1065、個人企業についてはFORM1040ScheduleC、免税組織に

ついてはＦＯＲＭ９９０が用いられる。

２１ただし、多くの個人企業に関しては経営者の社会保障番号ＳＳＮ（SocialSecurityNumber）ごとにデー
タが提供される。
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ることになり、それを基に産業分類コードのチェックが行われる。もしも同一主体につい

ての３種類の産業コードが異なっている場合には、BLSのデータを最優先し、その後SSA

やIRSのデータを使用する、といった方法が明確に定められており、各主体について適切な

産業分類コードを把握できるような措置が取られている。同時に過去１０年分のデータも保

有しているため、過去の産業分類との比較も行われている。このように名簿の作成に行政

記録が用いられること自体が日本の名簿整備手法とは大きく異なる点であるが、それ以上

に、同時に複数種類の情報源から産業分類コードに関する情報を得て、それをチェックす

ることによって格付けの誤りや記入漏れを防ぐという考え方は、これまでの日本の名簿整

備手法にはない手法である。

このような手法で整備される行政記録は、ＢＲに反映され、その名簿を基に様々な統計調

査が実施されることになる。図２における各統計調査について説明を加えれば、まず企業

組織調査ＣＯＳは、非センサス年に複数事業所を持った企業を対象として行われる調査であ

る。前述のＥＩＮは、企業の形態（単一事業所保有企業・複数事業所保有企業など）に関わ

らず、納税主体の都合に合わせて取得することができるため、必ずしも事業所や企業とい

う単位と一対一対応しているわけではない｡そこでＣＯＳによって企業と事業所およびＥＩＮ

の関係を明らかにすることによって、ＥＩＮを単位とした行政記録を企業もしくは事業所を

単位としたデータに組み替えることが可能となるのである。またBirthClassification

Surveyは､新たにＥＩＮを取得した主体について、オーナーシップや住所､NAICＳコード、

販売額もしくは収入額などを調査するものである。新たにＥＩＮを取得した主体は、ＩＲＳの

持つBusinessMasterFileに登録され、その情報をもとにBirthClassificationSurveyが

行われることになる。ここで興味深い点は、ＣＯＳやBirthClassificationSurveyを実施す

る際の母集団名簿としてＢＲが使用され、それら統計調査の結果が、再度ＢＲにフィードバ

ックされる点である。こうした米国における名簿整備と各種統計調査との関係も、日本に

おけるこれまでの手法とは大きく異なるものである。

このように様々な行政記録や統計調査を基に整備されたＢＲを基にして、経済センサス調

査が実施されることになる。２００２年の経済センサスでは、３桁もしくは４桁産業分類レベ

ルで異なる調査票が使用されている。この産業別の調査票を適切に配布するためには、言

うまでもなく、母集団名簿の段階で各生産主体の産業分類を詳細なレベルで把握していな

ければならない。また経済センサスに限らず、標本調査を行う場合の層化の基準として産

業分類を用いるケースでは、各主体の産業分類コードが必要不可欠である。その意味にお

いて、産業分類コードは、経済統計体系の中で極めて重要な情報である。しかし、企業は

常にその生産活動を変容させており、時間の経過とともに産業分類コードが変化するケー

スも数多く存在する。統計調査者にとっては、各生産主体の最新の正確な産業分類コード

を把握することが、最重要課題になっているのである。そこで米国では、経済センサスに

よって把握される各主体の産業分類コード等の情報も、再度ＢＲにフィードバックし、常に

ＢＲを改訂している。結果として各主体の産業分類コードは、行政記録の情報と合わせて同
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一主体について最大４種類存在することになるが、仮にこれらのコードが異なっていた場

合には、経済センサスの結果を最優先することとしている。そのような意味では、「母集団

名簿の整備」が米国経済センサスの実施目的の１つにもなっているのである。

同一主体についての産業分類コードを同時に４種類のソースから収集するということは、

統計調査において産業分類コードが極めて重要な情報であることを物語っている。しかし、

例えば日本において同様の手法を採用することは、現時点では極めて困難であろう。この

点は、日本において統計調査を目的とした行政記録の使用が困難であったということと同

時に、産業分類体系に起因するものである。米国と同様の手法を実行するとなれば、一般

の統計調査に用いられるものと同じ標準産業分類体系（米国の場合はNAICS）を行政記録

にも適用することが必要となる。つまり、行政記録を収集する時点において、NAICSを前

提とした設計がなされていなければならないのである。

また、一貫して供給サイドの分類概念に基づいて構築されている、というNAICSの特'性

も、事業所の産業分類コードに関する精度の高い情報を収集する上では極めて重要な要因

となる。一般的に、複数商品を生産する事業所の多くは、類似した生産技術で生産できる

複数の商品を生産している。従って、生産技術の類似'性を基礎として構築された供給サイ

ドの分類体系であれば、これら全ての商品が同一の産業部門に格付けられるため、たとえ

各商品の生産比率が変化しても当該事業所の産業格付けが変化することはない。しかし、

需要サイドの分類概念に基づいて構築された産業分類体系のもとでは、生産技術の類似‘性

に関係なく産業部門が決定されるため、複数商品を生産する事業所の多くは、複数の産業

部門にまたがって生産を行うことになる。この場合、品目別生産比率の微妙な変化によっ

て、当該事業所の産業分類が頻繁に変化する可能』性がある。この点を考えれば、事業所の

産業分類に関する安定的な情報を収集するために、供給サイド分類概念に基づいた産業分

類体系が必要になるのである。

5.2.2002年経済センサス調査票の体系

前項で述べたように、米国の経済センサスでは、母集団名簿の段階で各生産主体の詳細な

NAICＳコードを把握することができるため、産業部門ごとに異なる調査票を配付すること

が可能である。２００２年の経済センサスでは、実に４９０種類の産業部門別調査票が使用され

ている。またその他に、複数の部門で使用されている部門共通の調査票がいくつか存在す

る。

末尾の付表１は、２００２年経済センサスにおける部門別調査票をまとめたものである。調

査票の名称は､最初の２文字がNAICＳセクターに対応する当該産業部門のイニシャルにな

っており、それに続いて５桁の数字が付されている。それらの数字のうち、上３桁は当該

部門のNAICS3桁コードに対応しており、下２桁が当該３桁部門内での調査票を区分する

ためのコードになっている。例えば、MC-33101は、製造業セクターＭＣ（Manufacturing）

の中でNAICＳコード「331.-次金属製造業」（PrimaryMetalManufacturing）部門に格
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付けられる事業所に適用される０１番の調査票であり、「鉄鋼および電気治金製品製造業」

（Iron,SteelMill,andElectrometallurgicalProductsMfg）に該当する事業所がこの調査

票に記入することになる。FI-52202であれば、NAICＳセクターの金融保険業Ｆ１（Fmance

andlnsurance）の中で、NAICＳコード「522.信用仲介業および関連活動」（Credit

lntermediationandRelatedActivities）部門に格付けられる事業所に適用される０２番の

調査票であり、「その他の銀行および預託機関、信用組合を除く」（OtherBanksand

Depositorylnstitutions,ExceptCreditUnions）に該当する事業所に適用されることにな

る。各調査票の内容は、一部の企業情報に関する質問事項などについては共通であるが、

その他の内容は調査票ごとに大きく異なっている。

特に製造業部門に関しては､部門別調査票がPartｌ(Itemsl-15）とPart２(Itemsl6-30）

にわかれている。このうちのPart2が、付表１に示された部門によって異なる調査票であ

り、前述のような法則に従ってMC-3××××（上３桁がNAICＳ分類に対応）といったコ

ードが付されている。これに対しPartｌとしては、部門によって３種類の調査票のいずれ

かが適用される。そのうちの一つはMA-10000と呼ばれる調査票であり、これは一般的な

製造業部門のうち、ＡＳＭ（AnnualSurveyofManufacturers）のサンプルとなっている事

業所を対象とするものである。非ＡＳＭサンプル事業所に関しては、31000というコードが

付された調査票が適用される。両者の内容を比較すれば、31000にはItem１１.INVENTRY

VALUATIONの質問がない点、Item4SalesShipments，Receipts，orRevenueおよび

Item１５.SelectedExpxsesの内容の一部が異なっている点を除いて、その他の質問項目は

全て同一である。ただしＡＳＭのサンプル事業所を対象とするMA-lOOOOでは、配付され

る調査票に前年（2001年）のデータがあらかじめプリントされており、回答者はそれを参

考にしながら２００２年のデータを記入することになる。

また製造業および鉱業に関する調査票のうち、コードの十の位が７である調査票は、ショ

ートフォームである。従って、コードは異なるが同名の調査票が存在する。例えば、

「MC-31171RetailBakeries」という調査票が存在するのと同時に、「MC-31115Retail

Bakeries」という調査票が存在するケースがこれに当たる。これらは同一の生産活動を対

象としているが、前者のMC-31171がショートフォームであるのに対し、後者のMC-31115

はロングフオームとなっている。MC-31171のようなショートフォームは、従業者数５人

から１９人の単一事業所企業22に送付される。またロングフオームは、従業者数２０人以上

の単一事業所企業および全ての複数事業所企業２３に送付されることになる。従業者５人未

満の単一事業所企業に対しては、センサス調査票は送付されない。これらの事業所のデー

２２以下では、単一の事業所のみからなる企業のことを「単一事業所企業」と呼んでいる。単一事業所企業

は、米国経済センサスではSingleUnitあるいはSingle･locationcompaniesと呼ばれている。
２３以下では、複数の事業所を保有する企業のことを「複数事業所企業」と呼んでいる。複数事業所企業は、

米国経済センサスではMultiUnitあるいはMulti･locationcompaniesと呼ばれている。複数事業所企業に
関する調査票は、基本的には企業本社にまとめて送付されるが、部門別調査票の多くは事業所を調査対象

としているため、回答は事業所単位で行われている。特に希望する企業に対しては、個別の事業所に調査

票を直接送付するケースもある。
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タは、行政記録から得られるもののみである。

MC-31171などのショートフォームは、部門別調査票の中でPart２（Itemsl6-30）に該

当する部分である。これらシヨートフオームが適用される事業所のＰａｒｔｌ（Itemsl-15）

に該当する部分の調査票としては、32000というコードが付された調査票が適用される。

この調査票は、MA-10000や31000に比較すると簡略化されたものであり、ページ数も

MA-10000および31000が７ページであるのに対し、32000は３ページからなっている。

末尾の付表２．３に、MA-10000および32000を和訳したものを掲載している。

一方、上述の産業別調査票以外の調査票をまとめたものが表７である。まず、単一事業所

企業向けの所有と支配に関する調査票（OwnershiporControlForm）ＮＣ-99510がある。

この調査票では、当該企業（子会社）を所有する企業や、その企業が保有する事業所に関

する情報を収集している。産業部門によっては、NC-99510ではなく、部門ごとに異なる調

査票を使用している。建設業に用いられるＮＣ-99523、製造業に用いられるNC-99530など

がこれにあたり、NC-99510を含めて全部で１４種類のOwnershipｏ】fControlFormが存在

する。しかしこれらの内容は、説明文の一部に相違があるのみで、調査の内容としてはほ

ぼ同じものである２４．末尾の付表４に、製造業に関するOwnershiporControlFormである

NC-99530を和訳したものを掲載している。

複数事業所企業に関しては、組織についてのレポート（ReportofOrgamzation）の提出

が義務付けられている。ReportofOrgamzationには３種類あり、全ての部門についてこれ

ら３種の調査票が適用される。このうちNC-99001は、国内および海外のオーナーシップ

とコントロールの内容、および海外子会社の有無を尋ねる調査票である。またNC-99002

は、当該企業が保有する事業所のうち、既にセンサスレコードによって把握されている事

業所に関する情報を収集するための調査票であり、内容的には後述のListof

EstablishmentsFormNC-996５０と同様の調査票となっている。回答者は、事前に記入し

てある事業所に関する情報を確認し、修正点があればそれを修正することになる。更に

NC-99003は、当該企業が保有する事業所のうち、新たに付け加えられた事業所、つまり

NC-99002にプレプリントされていない事業所について、その情報を収集するものである。

やはりこちらも､後述のListofEstablishmentsFormのうち産業別の調査票(ＮＣ-99623、

ＮＣ-99651、ＮＣ-99653、NC-99655など）と同様の内容となっている。

２４NC-99521のみ項目ｃが全部抜けている。他は、ｃの説明文の違いか、事業所の形態についての質問が
追加されているのみ。
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調査票の種類

OwnershiporControlForm

ReportofOrganization

ListofEstablishmentsForm

表７．２００２年米国経済センサスにおける共通調査票

調査票
コード

ＮＣ-99510

ＮＣ-99520

ＮＣ-99521

ＮＣ-99523

ＮＣ-99530

ＮＣ-99542

ＮＣ-99550

ＮＣ-99553

ＮＣ-99554

ＮＣ-99557

ＮＣ-99562

ＮＣ-99563

ＮＣ-99572

ＮＣ－９９５８１

ＮＣ－９９００１

ＮＣ-99002

ＮＣ-99003

ＮＣ-99650

ＮＣ－９９６５１

ＮＣ-99623

ＮＣ-99653

ＮＣ-99655

対象部門および対象事業所

以下を除く全部門

21Ｍining(CrudePetroleumandNaturalGasExtraction）

21.Mining(OilandGasFieldServices､MineralContractServices）

23.Construction

31-33Manufacturing

42.WholesaleTrade

53RealEstateandRentalandLeasing(RealEstateLessors）

53RealEstateandRentalandLeasing(RentalandLeasingofAutomotive

Equipment(WithoutDrivers)）

54.Professional，ScientificandTechnicalServices

54Professional,ScientificandTechnicalServices(LegalServices）
ｉ

６２HealthCareandSociaIAssistance(HealthPractitioners）

54Professional,ScientificandTechnicalServices(Accounting,TaxPreparation，
Bookkeeping,andPayrollServices）

72AccommodationandFoodServices(TravelerAccommodation）

81.OtherServices(exceptPublicAdministration)(LaundryServices）

全部門、multi-locationcomｐａｎｌｅｓ

全部門､multi-locationcompanieswithactivitiesnotcoveredbythe2002
EconomicCensus

全部門、multi-locationcompanieswithactivitiesnotcoveredbythe2002
EconomicCensus

全部門

51.Informationの中のConsolidated部門

２２Utilities(Electric,Gas,andWaterUtilities(Consolidated)）

52.FinanceandInsurance(Life,Health,andMedicallnsuranceCarriers

(Consolidated)､InsuranceCarriers,ExceptLife,Health,ａｎｄMedical
(Consolidated)）

５２Financeandlnsurance(CommercialBanking,SavingsInstitutions,ａｎｄOther
DepositoryCreditlntermediation,ExceptCreditUnions(Consolidated)）

４１



特殊なケースとして、EnterpriseSupportEstablishmentおよびConsolidatedreportmg

unitがある。Enterp]fiseSupportEstablishmentとは、主に、同一企業内の他事業所に対し

て経営・監督・一般管理機能を持つ事業所および補助的なサービスを供給する事業所のこ

とである。このような事業所は、一般的に収益を得ていないケースが多い。これらの事業

所のうち、企業の他事業所の管理、監視および運営、を第一の活動として行っている事業

所は、NAICSでは「551114法人・支店・地域管理事務所」に格付けられる。これらの事業

所については、部門別の調査票として「MN-55102Corporate,Subsidiary)andRegional

ManagmgOffices」が適用されることになる。これ以外に、自企業内の他事業所向けに情

報処理サービスを提供している事業所や、修理サービスを提供している事業所などが存在

する。こういった事業所に関しては、供給サイド分類基準に従って生産活動の類似性によ

って産業格付けを行うNAICSの基本概念から言えば、他企業に対して情報処理サービスや

修理サービスを提供して収益を得ている事業所と同じ生産活動として認識する必要がある。

そこで例えば2002年の経済センサスでは、情報処理サービスを他企業に提供している通常

の事業所を対象とした部門別調査票「IN-51801DataProcessmg,Hostmg,andRelated

Services」と同時に、情報処理サービスを自企業内の他事業所に提供しているEnterprise

SupportEstablishmentを対象として「IN-51059DataProcessmg,Hostmg,andRelated

Services(EnterpriseSupport)」という部門別調査票を設定している。これによって、自企

業内にのみサービスを提供する事業所に関しても、一般の事業所と同様に生産活動の詳細

を把握することが可能となる。付表１において、名称の末尾が（EnterpriseSupport

Establishment）となっている調査票がこれにあたるものであり、全部で５種類の調査票が

存在している２５．

またConsolidatedreportmgunitとは、AltematjveReportmgUnit（ARU）とも呼ばれ

るものであり、単一の事業所では財やサービスの生産ができないようなネットワーク産業

に適用される調査単位である。例えば、銀行業において、顧客がある銀行の支店を通じて

住宅ローンを申し込んだケースにおいて、このローンの収益は、一般的には顧客がローン

を申し込んだ支店に割り当てられるものではなく、その銀行の住宅ローン部門の収益とし

て割り当てられることになる。このようにネットワークを保有していると定義される産業

では、収益データは事業所レベルではなく企業レベルでのみ収集されるものである。そこ

で特別にConsolidatedReportingUmtのための調査票を設定することによって、当該企業

全体の生産活動を一括して把握することが可能となっている。２００２年経済センサスでは、

「22.公益事業」における電気・ガス・水道業、「51.情報産業」における映画制作業、レコ

ード製作業、通信業、ケーブルテレビ業、「52.金融・保険業」における銀行業、保険業等に

ついてConsolidatedReportingUnitに適用される調査票が設定されている。付表１より明

２５ただし、MN-55102Corporate,Subsidiary)andRegionalManagmgOfficesに関しては、（Enterprise
Support）といった注記が付されていないが、適用される調査票としてはEnterpriseSupport
Establishmentと同様の扱いがなされている。これは、上述のようにNAICＳ「551企業管理業」の定義自

体が、EnterpriseSupportEstablishmentそのものであるためである。
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らかであるように、これらの調査票には、名称の末尾に（Consolidated）という注記が付

されている。全部で８種類の調査票が存在している。

これらConsolidatedreportmgunitについては、部門別の調査票以外にListof

EstablishmentsFormが適用される。ListofEstablishmentsFormは、当該企業

（Consolidatedreportingunit）に属する複数の事業所に関する情報を収集するための調査

票であり、既にセンサスレコードによって把握されている事業所に関する情報を収集する

NC-99650と、新たに付け加えられた事業所に関する情報を収集する調査票（ＮＣ-99623、

ＮＣ-99651、ＮＣ-99653、NC-99655など）がある。前者のNC-99650では、事前に把握し

ている事業所の情報を記入した調査票が配付され、回答者は、その内容を確認・修正する

ことになる。また後者のNC-99623等では、回答者は、NC-99650に記入されていない事

業所に関して、事業所名や住所、営業開始年月日や従業者数、賃金支払額、主たる活動な

どを記入することになる。主たる活動は、調査票１ページ目に示された例示をもとに記入

するものであり、この例示内容の違いによって産業部門ごとに異なる調査票（ＮＣ-99623、

ＮＣ-99651､ＮＣ-99653､NC-99655など)が使用されている｡末尾の付表５．６に､ＮＣ-99650．

NC-99655を和訳したものを掲載している。

図３は、ここで述べた調査票の全体系を表したものである。事業所には、その事業所が

NAICＳ分類で言えばいずれの産業部門に格付けられるのかによって、部門別調査票が配布

される。また、その事業所が単一事業所企業なのか複数事業所企業なのか、あるいは

EnterpriseSupportEstablishmentなのかConsolidatedreportingunitなのか、特に製造

業の場合には従業者数が２０人以上なのか未満なのか､といった事項に対応して､Ownership

orControlFormやReportofOrganizationが配布されることになる。

これほど膨大な種類の調査票を事業所の活動ごとに詳細に区別して配布している点は､米

国経済センサスにおける極めて特徴的な点である。このような方式を適用することによっ

て、各調査票の質問項目としてそれぞれの生産活動に特化した極めて詳細な項目を設定す

ることが可能となっている。一般的に、詳細な質問項目の設定は、記入者負担を増大させ

る要因となる。しかし、収入や支出に関して各生産活動に特化した質問項目を設定するこ

とによって、広範囲の活動に適用される一般的な質問項目を設定するケースよりも、むし

ろ記入者負担が減少する可能‘性があることも忘れてはならない。広範囲にわたる生産活動

を全てカバーした調査票の場合、収入や支出に関する質問項目は詳細なものではなく、ど

うしても一般的かつ粗い項目になる。この場合被調査者は、自社の会計システム上の数値

を何らかの基準に従って集計し、その結果を回答することになる。これに対して特定の生

産活動に特化した調査票の場合、極めて詳細な質問項目を設定することが可能であり、そ

れらの質問項目が当該部門において一般的に使用されている概念に一致しているものであ

れば、被調査者は、自社の会計システム上の数値をそのまま回答することができる。この

場合には、たとえ調査票の質問項目数が増加していたとしても、回答に必要な時間を短縮

することができるのである。
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このように､各産業部門に対して多種類にわたる特定の生産活動に特化した調査票を配布

するためには、まず母集団名簿の段階で各事業所の詳細な部門分類を把握している必要が

ある。更に、生産活動に関する詳細な情報を収集すると同時に記入者負担の軽減を達成す

るためには、各事業所の生産活動の内容が、当該産業部門の調査票における質問項目と整

合的でなければならない。そのためには、センサス調査票体系の背景にある産業分類体系

が、生産活動の種類を基礎とした分類概念によって構築されたものでなければならないこ

とは明らかである。これはつまり、経済センサスにおいては、分類体系が一貫して供給サ

イドの分類概念に基づいて構築されるべきであることを示唆するものである。この点にお

いても、NAICSが、供給サイド分類概念に従った分類体系であることの意義を見出すこと

ができる。
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図３．２００２年米国経済センサスにおける調査票の体系
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6．北米生産物分類体系(NAPCS)の概要

米国では、前節までに取り上げた産業分類体系だけでなく、生産物の分類体系についても

議論が行われている。これは、北米生産物分類体系ＮAPCS（NorthAmericanProduct

ClassificationSystem）と呼ばれるものであり、２００２年から試験的に経済センサス調査の

一部で適用されているものである。２００２年の経済センサスでは、NAICＳセクター「51情

報産業｣、「52.金融・保険業｣、「54.専門的科学技術サービス業｣、「56．管理・支援サービス

および廃棄物処理・浄化サービス業」において、ＮAPCSに準じた調査が実施されている。

また今後行われる２００７年の経済センサスでは､全てのサービス部門についてＮAPCSに準

じた調査が実施されることになっている。ＮAPCSもまた、経済センサスにおいて部門別に

詳細な情報を収集するためには、極めて重要な役割を果たす体系である。本節では、金融

業を例にとり、ＮAPCSの概要を紹介する。

6.1.ＮAPCSの目的

一般的に、市中銀行業における活動の中心は金融仲介業務である。しかしその他にも、ク

レジットカードの発行や有価証券の売買、投資運用に関するコンサルティングなど、様々

なサービスを提供している。NAICSでは、クレジットカードの発行は「52221.クレジット

カード発行業」が行うものであり、有価証券の売買は「52311.投資銀行・証券取扱業」お

よび「52312.証券仲買業」が２６、資産運用のコンサルティングは「52393.投資顧問業」が

サービスを提供するものであると考えられていた。従って、１９９７年の経済センサスでは、

これらの部門の調査票も、銀行業であれば銀行業務より得られる収入に関する調査項目、

証券業であれば証券業務より得られる収入に関する調査項目、といったように、本業から

得られる収入に関してのみ詳細な調査を行うものが多かった。しかし現実には、前述の市

中銀行のケースのように各サービス部門は多角的な生産活動を行っているケースが多く、

この場合、産業分類と各部門で提供されるサービスの種類とが一対一に対応することはな

い。このような状況の中で、各産業部門で行われている多角的なサービスの内容を詳細に

把握するためには、産業分類体系だけでなく、産業をまたいだ生産物およびサービスの分

類体系が必要となるのである。

ＮAPCSでは、このような産業とサービスが複雑に絡み合った生産の構造を的確に把握す

るために、そのサービスがいずれの産業部門で生産されているのかに関わらず、その産業

部門で提供される全ての商品について統一的なコードを付している２７．このコードは、市

２６２００２年版NAICＳマニュアルによれば、「52311投資銀行・証券取扱業」には、「証券発行引受、発起お

よび証券発行市場の維持を行う事業所」が分類され、「52312証券仲買業」には、「コミッシヨンや取引手

数料に基づいて証券売買の代行を行う事業所」が分類される。

２７２００２年センサスの段階では、ＮＡＰＣＳは正式な体系として完成しておらず、従ってここで用いられてい

るコード番号も正式なNAPCSのコードではない。またNAPCSの階層化についても検討が進められてい

る段階であり、通常の産業分類コードのように、同一の上３桁を持つ４桁産業部門を全て集計すると３桁
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中銀行の調査票にのみ使用されるものではなく、その他の部門の調査票においても使用さ

れるものである。例えば、市中銀行業の調査票FI-52201における項目２２の最初にある「1．

貸付収益ａ金融事業への融資(1)利息収入」には、55011というコードが使用されている。

一方で、「証券、商品契約仲介業、仲買業、その他金融投資業」に関する調査票FI-52360

では、ｐｌ２の項目２２にある「19.貸付収益ａ､金融事業への融資(1)利息収入」において、

同じ55011というコードが用いられているのである。このようにＮAPCSでは、各産業で産

出される全てのサービスを把握することが可能であり、各サービスがいずれの産業部門で

どの程度産出されているか、といった問題に対しても、明確な回答を与えることができる。

つまりNAPCSは、NAICSの分類に対応するものではなく、産業分類体系とは独立したサー

ビスのリストになっているのである。ＮAPCS導入によって、詳細なサービスの産出につい

て産業間の比較が可能になった点は、ＮAPCS導入の大きな成果の１つであると言える。

6.2.調査票におけるＮAPCSの詳細

本項では、２００２年経済センサスの実際の調査票におけるＮAPCSの適用状況を明らかに

する。ＮAPCSが適用された２００２年経済センサスと、ＮAPCSが適用されていない１９９７

年経済センサスの調査票を比較した研究事例として、Murphy(2005)をあげることができる。

Murphy(2005)では、１９９７年経済センサスにおける市中銀行業の調査票と、２００２年経済セ

ンサスにおける市中銀行業の調査票を比較分析している。以下では、Murphy(2005)を参照

しながら、両調査票の違いを示し、ＮAPCSの'性質を明らかにする。

付表７は１９９７年経済センサスにおける市中銀行部門の調査票を、付表８は２００２年経済

センサスにおける市中銀行部門の調査票を表している。まず、調査票全体のページ数を見

れば､1997年の３ページから2002年には１６ページに増加していることがわかる28.ＮＡＰＣＳ

導入による最も大きな変化は、市中銀行業における収入源に関する調査項目に表れている。

表７を見ればわかるように、ＮAPCS導入以前の１９９７年センサスでは、市中銀行業の収入

源として、項目９において３５種類（合計行を除くと３２種類）の種別ごとに調査が行われ

ている。これに対し、ＮAPCS導入後の２００２年センサスでは、付表８より明らかであるよ

うに、項目２２において１６８種類（合計行を除くと１４６種類）もの調査項目が設定されてい

る。Murphy(2005)によれば、この１６８種類の調査項目のうち、ＮAPCSの質問は６４を占め

ている。ＮAPCSを導入したことによって、極めて詳細な分類に基づいて調査が実施されて

いることがわかる。

調査項目の内容についてみれば、１９９７年センサスにおける調査項目には、利子収入や口

座手数料、ローン開始手数料など、市中銀行特有の業務に関する収入を調査する項目が多

い。一方で、証券業務や投資コンサルティング業務など、市中銀行が主たる業務としてい

産業部門に一致する、といった階層構造に関しては言及されていない。

２８ただし巻末の付表では、１９９７年の調査票（付表７）について、主な調査項目のある２ページ目のみを掲

載している。
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ないものについては、詳細な調査は行われていない。これに対し２００２年センサスの収入源

調査では、利子収入や各種手数料などの他に、クレジットカード関連の手数料やリース収

入、更には証券業務やコンサルティング業務にまつわる収入に関しても詳細な調査が行わ

れている。詳細な内訳としては、６４のNAPCSの質問のうち、２７は銀行が主に行うサービ

ス、つまりローン、信用供与、リース等の信用融資、預金、現金取り扱い、ファイナンシ

ヤルプランニング、投資顧問（資産運用）サービス、に関するものであり、残りの３７が証

券業務に関するものである。また、ＮAPCS以外の質問項目１０４のうち、４５が銀行業務に

関するもの、５９が証券業務に関するものになっている。市中銀行に対しての調査票であり

ながら、銀行業務に関する質問の数が証券業務に関する質問よりも少ないという点は、

NAPCS導入にまつわる極めて特徴的なポイントである。

表８は、ここで述べた質問票における質問項目の種類と、２００２年センサス調査の結果と

して得られる実際の収入額を比較したものである。表１より、市中銀行業における収入総

額は約４８１２億ドルであるのに対し、そのうち証券業に関するサービス（調査票（付表８）

でいえば、３.有価証券の発行～18.自己勘定でのその他の有価証券と商品取引による売買一

純損益）による収入額は、わずかに約５２９億ドルであることがわかる。これは市中銀行に

おける収入総額のわずか１１％にすぎず、残りの銀行業に関するサービスより得られる収入

額が約４２８４億ドル（89％）であることに比較すると、極めて小さなものである。

表８.市中銀行業質問項目と収入額の内訳

収入額(億ドル） 質問項目数

比率 比率

市中銀行全体 4,812 100％ 1６８ 100％

銀行業務等

(証券業務以外）
4,284 89％ 7２ 43％

証券業務 529 １１％ 9６ 57％

※Murphy(2005)におけるTable4を参考に筆者作成。

収入額の比率で言えばこれほど小さな証券業務に関する収入の内訳を知るために、なぜ質

問項目の半分以上を費やさなければならないのか、という点は、一つの疑問である。しか

し一方で、主たる活動として証券業務を行っている産業部門である「5231証券・商品契約

仲介業」（｢52311投資銀行・証券取扱業」と「52312証券仲買業」の合計）の調査結果を

見れば、その収入総額は２１５６億ドルであり、そのうちの約７８％を占める１６８１億ドルが証

券業務より得られた収入であった。つまり証券業務のみで言えば、「52211市中銀行」部門

に分類される事業所における証券業務からの収入額５２９億ドルは､それを本業とする｢5231

証券・商品契約仲介業」に分類される事業所における収入額1681億ドルの約３割もの規模

を持っているのである。総収入額から見れば１１％に過ぎない市中銀行の証券業務も、証券
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※Murphy(2005)におけるTable4を参考に筆者作成。

表９.証券･商品契約仲介業質問項目と収入額の内訳

この点は、市中銀行業における調査票において、本業ではない証券業務に関する質問項目

が本業である市中銀行業に関する質問項目を上回っていたことと対照的である。収入額の

比率は証券業務が７８％を占めることから、「5231証券･商品契約仲介業｣部門に関しては、

業務の種類ごとに収入額の比率と質問項目数の比率がほぼ一致しているといえる。また、

「5231証券・商品契約仲介業」部門における銀行業務等より得られる収入額は、４７５億ド

ルであり、一方で「52211市中銀行業」を含む「5221預金信用仲介業」部門における銀行

業務等の収入額は5,344億ドルであるから、「5231証券・商品契約仲介業」部門の収入額が

「5221預金信用仲介業」部門の１割にも満たないことがわかる。

以上の結果は、ＮAPCS導入に伴って、調査項目の設定に関してこれまでにない新たな枠

組みが導入されたことを示唆している｡市中銀行における証券業務のように､それが｢52211

市中銀行」部門において重要な位置を占めなくとも、証券業務より得られる収入額全体か

ら見た場合に重要であると考えられる場合には、それが本業でないとしても詳細な調査項

目を設定し、収入額の面で特に重要でない場合には質問項目の数も少ない。このような調

査項目の設定は､ＮAPCSという産業分類体系とは独立した生産物分類体系があって初めて

可能になるものである。

ＮAPCS導入にまつわる問題の１つは、回収率の低下や記入者負担の増大である。これま

業務自体の規模に占める割合でいえば無視できない大きさを持っている以上、市中銀行の

調査票において証券業務に関する詳細な調査を行うことの必要性を理解することができる

であろう。

以上のような「52211市中銀行業」が証券業務を行っているケースと同様に、証券業務を

主たる活動とする「5231証券・商品契約仲介業」部門が銀行業務を行っているケースにつ

いても、その調査票上での取り扱いを確認する必要がある。「5231証券・商品契約仲介業」

部門の調査票FI-52360では、収入に関する質問項目１２１のうち、８２％にあたる９９が証券

業務に関するものであり、その他の銀行業務等に関する質問はわずか18％にあたる２２にす

ぎない。
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比率

質問項目数

比率

証券･商品契約仲介業全体 2,156 100％ 1２１ 100％

銀行業務等

(証券業務以外）
475 22％ 2２ １８％

証券業務 1,681 78％ 9９ 82％



7．日本における経済センサスの実施に向けて

本稿では、北米産業分類体系の成り立ちから部門分類の具体的内容に至るまで、NAICＳ

に関する詳細を理論的．実践的な側面から明らかにした。理論的側面から言えば、NAICS

の最も特徴的な点は、その体系が一貫して供給サイド分類概念に準じて構築されている点

であろう。そしてこのことは、５．２項でも述べたように、経済センサス調査において詳細な

産業部門ごとに異なる調査票を配布し、極めて細かい調査項目に関して正確な情報を収集

するために必要不可欠な'性質である。言い換えれば、米国経済センサスにおける極めて詳

細な調査票の体系は､背景に供給サイド分類概念を基礎としたNAICSが存在したからこそ

実現されたものであるとも言える。

今後日本において経済センサスを実施する際にも、調査票の体系をどのようなものにする

のかという点が、経済センサスの意義や統計精度を決定付ける極めて重要なポイントとな

る。日本における経済センサス実施目的の１つが、一次統計の精度向上やＧＤＰ統計および

産業連関表など加工統計の精度向上にあることを考えれば、経済センサスによって可能な

限り従来の部門別センサス調査以上に詳細な情報を収集することが望ましい。そのために

は、米国経済センサスのように、部門別に異なった多種類の調査票を配布することも検討

する必要があろう。しかし前述のように、部門別の調査票によって生産活動に関する詳細

な情報を収集するためには、NAICＳのように一貫して供給サイド分類概念を基礎とした分

類体系が必要であった。そこで日本における分類体系である日本標準産業分類（JSIC）の

分類基準について考えれば、日本標準産業分類一般原則第３項（分類の基準）には、以下

のような３種類の分類基準があげられている。

１
１
１

１
２
３

１
く
Ｉ

生産される財貨又は提供されるサービスの種類（用途、機能など）

財貨生産又はサービス提供の方法（設備、技術など）

原材料の種類及び性質，サービスの対象及び取り扱われるもの（商品など）の種類

これを見れば、まず第１の条件に「用途、機能」といった需要サイドの概念があげられて

いることからも明らかであるように、ＪSICは一貫した分類概念を持つものではなく、需要

サイド概念と供給サイド概念が混在した体系として構築されていることがわかる。このよ
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でに述べたように、ＮAPCS導入に伴って、調査票のページ数や調査項目数は数倍に増加し

た。これによって記入者負担が増大し回収率が低下するであろうことは、容易に予想でき

る。ところが、Murphy(2005)によれば、ＮAPCSのようによく定義された生産物分類に基

づいて調査が行われた場合には、たとえ調査票の枚数が増加したとしても、必ずしも回収

率が低下することはないという。このことは、２００２年のNAPCS導入テストにおいて、廃

棄物管理・浄化産業や金融業などでも証明されている。



うな現状の分類体系を基にすれば、供給サイドの統計調査である経済センサスにおいて部

門別の詳細な調査票を作成することは、多くの困難を伴うであろう。この点を考えれば、

経済センサスの実施に向けて、まずはその基礎となる産業分類体系を見直すことも必要で

ある。

また特にサービス部門に関しては､異なる産業部門に格付けられる事業所が同一のサービ

スを供給しているようなケースについても的確に把握するために､ＮAPCSのような新たな

生産物分類体系を構築することも必要であろう。言うまでもなく、米国と日本では、そこ

で供給されるサービスの種類にも大きな違いがあるため、米国の分類体系をそのまま日本

に適用することは不可能である。しかし､新たな概念のもとで構築されたNAICSやＮAPCS

の経験は、日本の経済センサス実施に際しても有用な情報となる。ＮAPCSに関しては、米

国においても試験的な調査が続けられている段階であり、今後も更なる発展が期待される。

ＮAPCSに関して、更なる調査研究を続けることは、今後の課題の１つである。
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部門別調査票コード

ＡＦ－７２１０１

ＡＦ－７２１０２

AF-72201

AF-72202

AS-56059

ＡＳ－５６１０１

ＡＳ－５６１０２

ＡＳ－５６１０３

ＡＳ－５６１０４

ＡＳ－５６１０５

AS-56201

ＡＥ－７１１０１

ＡＥ－７１１０２

ＡＥ－７１１０３

ＡＥ－７１２０１

ＡＥ－７１３０１

ＡＥ－７１３０２

ＣＣ－２３６０１

ＣＣ－２３７０１

CC-23702

CC-23703

ＣＣ－２３８０１

ＣＣ－２３８０２

ＣＣ－２３８０３

ＣＣ－２３８０４

ＣＣ－２３８０５

CC-23806

ＣＣ－２３８０７

ＣＣ－２３８０８

CC-23809

ＥＤ－６１１０１

ＦＩ－５２１０１

FI-52201

FI-52202

FI-52203

FI-52204

FI-52205

FI-52206

FI-52250

FI-52301

FI-52360

FI-52401

FI-52402

FI-52403

FI-52450

FI-52451

FI-52460

ＨＣ－６２１０１

ＨＣ－６２１０２

ＨＣ－６２１０３

ＨＣ－６２２０１

ＨＣ－６２３０１

HC-62401

ＨＣ－６２４０２

ＨＣ－６２４０３

付表１．２００２年米国経済センサス部門別調査票一覧

部門名

TravelerAccommodation

RVParksandRecreationaICamps

FoodServicesandDrinkingPlaces

SpecialFoodServices

AdministrativeandSupportandWasteManagementandRemediationServices(EntemriseSupport）

EmpIoymentServices

AdministrativeandOtherSupportServices

TravelArrangementandReservatio、Services

SecurityandlnvestigativeServiceｓ

ServicestoBuildingsandDwellings

WasteManagement

PerformingArtsCompaniesandlndependentArtists,Writers,andPerfbrmers

SpectatorSports‘

Promoters,Agents,andManagers

Museums,ArtGalleries,BotanicaIandZoologicalGardens

AmusementParks,Arcades,andGamblingIndustries

OtherAmusementandRecreationIndustries

Residential＆NonresidentialBuiIdingConstructio、

OtherHeavyConstruction(exceptLandSubdivision,Highway,Street,＆Bridge

LandSubdivision

HiJ1way,Street,＆BridgeConstruction

Poured,PrecastConcrete,＆StructureSteeIContractors

SitePreparation,Glass＆Glazing,OtherBuildingExterior,＆OtherBuildingEquipmentContractors

Framing,FinishCarpentry,＆FlooringContractors

Masonry,Drywall,Insulation,TiIe,＆TerrazzoContractors

Roofing,Siding,＆OtherBuiIdingFinishingContractors

ElectricalContractors

PIumbing,Heating,＆Air-ConditioningContractors

Painting＆WaHCoveringContractors

AllOtherSpecialtyTradeContractors

EducationalServices
L

MonetaryAuthorities

CommercialBanking,SavingsInstitutions,andOtherDepositoryCreditIntermediation,ExceptCreditUnions

OtherBanksandDepositoryInstitutions,ExceptCreditUnions

CreditUnions

CreditCardlssuingandSalesFinancing，

NondepositoryCreditlntermediation,ExceptCreditCardIssuingandSalesFinancing

ActivitiesRelatedtoCreditlntermediation

CommerciaIBanking,SavingsInstitutions,andOtherDepositoryCreditlnteImediation，ExceptCreditUnions

(Consolidated）

SecuritiesandCommodityExchanges

SecuritiesandCommodityContractslntermediationandBrokerageandOtherFinanciallnvestmentActivities

Life,Health,andMedicaIInsuranceCarriers

lnsuranceCarriers,ExceptLife，HeaIth,ａｎｄMedical

InsuranceAgenciesandBrokerages

Life,HeaIth,andMedicaIInsuranceCarriers(ConsoIidated）

InsuranceCarriers,ExceptLife,Health,andMedicaI(Consolidated）

OtherlnsuranceRelatedActivitiesandEmpIoyeeBenefitFunds

HealthPractitioners

OutpatientCareFacilitiesandMedicaIandDiagnosticLaboratories

HomeHealthandMiscellaneousHealthServices

Hospitals

NursngandResidentiaICareFaciIities

ServcesforChildrenandYouth

ServcesforTheEIderly,MentalIyRetarded,andDisabled

ServceforFamiliesandlndividuaIs
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ＨＣ－６２４０４ 卜Cod,shelter,Relief,andJobTrainingServices

ＩＮ－５１０５９ UataProcessIng,Hosting,andReIatedServices(EnterpriseSupport）

IＮ－５１１０１ NewspaperPubIishing

1Ｎ-５１１０２ けｏｏｋＰｕｂＩｉｓｈｉｎｇ

1Ｎ-５１１０３ PeriodicalPubIishing

1Ｎ－５１１０４ GreetingCardandOtherMiscellaneousPubIishing

IＮ－５１１０５ DirectoryandMaiIingListPublishing

1Ｎ－５１１０６ SoftwarePubIishing

IＮ－５１２０１ MotionPictureProductionandDistribution

1Ｎ-51202 MotionPictureandVideoExhibitio、

IＮ－５１２０３ SoundRecording

IN-51250 MotionPictureandVideoProductio、(Consolidated）

IＮ－５１２５１ IntegratedRecordProductionandDistributio、(Consolidated）

IＮ－５１５０１ BroadcastingServices

lＮ－５１７０１ CableServices

1Ｎ－５１７０２ TeIecommunications

IＮ－５１７５０ Telecommunicationｓ(Consolidated）

ＩＮ－５１７５１‐ CableandOtherProgramDistributiｏｎ(Consolidated）

IＮ－５１８０１ DataProcessing,HostingandReIatedServices

1Ｎ－５１８０２ lntemetServiceProviders,WebSearchPortals,andOtherInlbrmationServices

IＮ－５１９０１ LibrariesandNewsSyndicates

ＭＮ－５５１０１ HoIdingCompanies

ＭＮ－５５１０２ Corporate,Subsidiary,andRegionalManagingOffices

ＭＣ－３１１０１ AnimalFoodManufacturing

ＭＣ－３１１０２ FlourandOtherGramMillProducts

ＭＣ－３１１０３ FatsandOils

ＭＣ－３１１０４ CerealBreakfastFoods

ＭＣ－３１１０５ Sugar

ＭＣ－３１１０６ Confectionery

ＭＣ－３１１０７ FrozenFoodManufacturing

ＭＣ－３１１０８ CannedFoodManufacturing

ＭＣ－３１１０９ Dｒ 3dandDehydratedFoodandPastaManu伯cturing

ＭＣ－３１１１０ D６ ryProducts

ＭＣ－３１１１１ Ａｒ maISlaughteringandProcessing(ExceptPoultry）

ＭＣ－３１１１２ RenderingandMeatBy-ProductProcessing

ＭＣ－３１１１３ PoultryProcessing

ＭＣ－３１１１４ FishandOtherSeafbod

ＭＣ－３１１１５ RetailBakeries

ＭＣ－３１１１６ CommercialBakeries

ＭＣ－３１１１７ FlourMixesandCookieandCrackerManufacturing

ＭＣ－３１１１８ Tortillas

ＭＣ－３１１１９ ＣｏｆｆｅｅａｎｄＴｅａ

ＭＣ－３１１２０ MiscellaneousFoods

ＭＣ－３１１７１ RetailBakeries

ＭＣ－３１２０１ SoftDrinkManufをlcturing

ＭＣ－３１２０２ BottledWaterManufacturing

ＭＣ－３１２０３ lceManufacturing

ＭＣ－３１２０４ MaItBeverageManufacturing

ＭＣ－３１２０５ Wine,Distilled,andBIendedLiquors

ＭＣ－３１２０６ TobaccoManufをlcturing

ＭＣ－３１３０１ Yarn

ＭＣ－３１３０２ Thread

ＭＣ－３１３０３ BroadwovenFabrics

ＭＣ－３１３０４ Ｎａn℃wFabrics

ＭＣ－３１３０５ SchiffliMachineEmbroideries

ＭＣ－３１３０６ NonwovenFabrics

ＭＣ－３１３０７ KnittingMilIProducts

ＭＣ－３１３０９ TextileFinishing

ＭＣ－３１３１１ CoatedFabrics
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ＭＣ－３１４０１ CarpetandRu頁ｓ

ＭＣ－３１４０２ HousehoIdTextileProducts

ＭＣ－３１４０３ TextileBaEs

ＭＣ－３１４０４ CanvasandRelatedProducts

ＭＣ－３１４０５ Rope,CordaEe､ａｎｄＴｗｉｎｅ

ＭＣ－３１４０６ TireCordandTireFabrics

ＭＣ－３１４０７ MisceIIaneousTextileProducts

ＭＣ－３１４７１ HouseholdTextileProducts

ＭＣ－３１４７２ CanvasandMiscellaneousTextileProducts

ＭＣ－３１５０１ HosiervandSocks

ＭＣ－３１５０５ ContractCutandSewApparel

ＭＣ－３１５０６ ApparelandAppareIAccessories

ＭＣ－３１５０７ Hats､Caps,andMillinerv

ＭＣ－３１５０８ GIovesandMittens

ＭＣ－３１５０９ Men，ｓａｎｄBoys'Neckｗｅａｒ

ＭＣ－３１５７１ CutandSewApparelContractors

ＭＣ－３１６０１ LeatherTanning

ＭＣ－３１６０２ Footwear

ＭＣ－３１６０３ LuggageandLeatherGoodsManu伯cturing

ＭＣ－３２１０１ SawmilIsandCutStock,Resawing,ａｎｄPlaning

ＭＣ－３２１０２ WoodPreservation

ＭＣ－３２１０３ HardwoodandSoftwoodVeneerandPlywoodManufacturing

ＭＣ－３２１０５ EngineeredWoodMember,Truss,andPrefab,WoodBldgs・Mfg．

ＭＣ－３２１０７ ReconstitutedWoodProductManuねcturing

ＭＣ－３２１０８ WoodWindow,Door,andOtherMillworkManufacturing

ＭＣ－３２１１１ WoodContainerandPalletManufacturing

ＭＣ－３２１１２ ManufもlcturedHome(MobiIeHome)Manufacturing

ＭＣ－３２１１４ AIIOtherMiscellaneousWoodProductManu伯cturing．

ＭＣ－３２１７１ ＳａｗｍｉＩＩｓ

ＭＣ－３２１７２ WoodContainerandPalletManu伯cturing‐

ＭＣ－３２１７３ AIlOtherMiscellaneousWoodProductManu伯cturing

ＭＣ－３２２０１ PulpMills

ＭＣ－３２２０２ PaperandPaperboardMills

ＭＣ－３２２０５ PaperboxandContainerManufacturing

ＭＣ－３２２１０ Plastics,Foil,andPaperPackagingManufもIcturing

ＭＣ－３２２１１ CoatedandLaminatedPaperandPaperboardManufacturmg

ＭＣ－３２２１４ LaminatedAluminumFoilManufacturingfbrFlexiblePackagingUseｓ

MC-32216 PaperOfficeSupplyManufacturing

ＭＣ－３２２１９ SanitaryPaperProductManufacturing

ＭＣ－３２３０１ CommercialPrinting

ＭＣ－３２３０２ ManifoldBusinessFormsandCheckbooks

ＭＣ－３２３０３ BookPrinting

ＭＣ－３２３０４ Bookbinding,BIankbooks,Binders,andPostpressServices

ＭＣ－３２３０５ ServiceIndustriesforthePrintingTrade

MC-32371 CommercialPrinting

ＭＣ－３２３７２ ServicelndustriesforthePrintingTrade

ＭＣ－３２４０１ PetroIeumRefineries,LubricatingOiIsandCoalProducts

MC-32402 AsphaItandTarRoofing,SidingandPavingProducts

ＭＣ－３２５０１ PetrochemicalManufacturing

ＭＣ－３２５０２ lndustrialGasManufもlcturing

ＭＣ－３２５０３ lnorganicDyeandPigmentManufacturing

MC-32504 SyntheticOrganicDyeandPigmentManufactwing

MC-32505 ＡＩkaIiesandChlorineManufacturing

ＭＣ－３２５０６ CarbonBlackManufacturing

MC-32507 AIlOtherBasiclnorganicChemicalManufacturing

ＭＣ－３２５０８ GumandWoodChemicaIManufacturin９

ＭＣ－３２５０９ CyclicCrudeandlntermediateManufacturing

ＭＣ－３２５１０ EthyIAlcoholManufacturing

ＭＣ－３２５１１ AllOtherBasicOrganicChemicalManufacturing
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ＭＣ－３２５１２ PIasticsMaterialResinandSyntheticRubberManufacturing

ＭＣ－３２５１４ OrganicFiberManufacturing

MC-32516 FertilizerandRelatedChemicaIs

ＭＣ－３２５１９ PesticideandOtherAgricuIturalChemicalManufacturing

ＭＣ－３２５２０ DrugsandMedicinaIChemicalManufもlcturing

ＭＣ－３２５２４ PaintandCoatingManu伯cturing

ＭＣ－３２５２５ AdhesiveManufacturing

MC-32526 Soaps,Detergents,PoIishesandReIatedProducts

MC-32529 ToiletPreparationManufacturing

MC-32530 PrintinglnkManufacturing．

ＭＣ－３２５３１ ExplosivesManu値cturing

ＭＣ－３２５３２ customCompoundingofPurchasedResin

ＭＣ－３２５３３ PhotographicFilm,Paper,PIate,andChemicalManufacturing

ＭＣ－３２５３４ AllOtherMisceIlaneousChemicalProductsandPreparations

ＭＣ－３２６０２ UnlaminatedPlasticsFiImandSheet(ExceptPackaging）

MC-32603 PlasticBottlesandPlasticsProfileShapes

MC-32604 PlasticsPipeandFittings

ＭＣ－３２６０５ LaminatedPlasticsPIate,Sheet,andShapes

MC-32606 PlaslcFoamProducts

ＭＣ－３２６０７ PIaslcsPlumbingFixtures

ＭＣ－３２６０８ Ｒｅ entFloorCoveringsandAsbestosProducts

MC-32609 MiscellaneousPlasticsProducts,ＮＥ.Ｃ、

ＭＣ－３２６１０ TireManufacturing(ExceptRetreadingj

ＭＣ－３２６１１ TireRetreading

MC-32612 RubberandPlasticsHosesandBeltingManufacturing

MC-32613 RubberProductManufもlcturing

ＭＣ－３２７０１ VitreousChinaFineEarthenwareandPorceIainProducts

ＭＣ－３２７０４ BrickandOtherStructuralClayProducts,ExceptRe竹actories

ＭＣ－３２７０５ CIayandNoncIayRefractoryManufacturing

ＭＣ－３２７０７ FlatGIassManuねcturing

MC-32708 PressedandBlownGlassandFabricatedGlassProducts

ＭＣ－３２７０９ GlassContainerManufをlcturing

ＭＣ－３２７１０ Ｃｅment,Ｌｉｍｅ,ａｎｄGypsLImProductsManufacturing

ＭＣ－３２７１１ Ready-MixConcreteManufacturing

ＭＣ－３２７１２ ConcreteProductsManufacturlng

ＭＣ－３２７１５ AbrasiveProductManufacturing

ＭＣ－３２７１６ CutStoneandStoneProductManufacturing

ＭＣ－３２７１７ GroundorTreatedMineralandEarthManufもlcturing

MC-32718 Misc・NonmetaIicMineraIProductsandMineraIWooIMfg．

ＭＣ－３２７７１ Ready-mixConcreteManu伯cturing

MC-32772 OtherConcreteProducts

ＭＣ－３３１０１ Iron,SteelMill,andEIectrometaIlurgicalProductsMfg．

ＭＣ－３３１０６ AluminaRefining

ＭＣ－３３１０７ PrimaryAluminumProduction

ＭＣ－３３１０８ SecondarySmeltingandAIloyingofAluminum

ＭＣ－３３１０９ AIuminumSheet,Ｐlate,Foil,andExtrudedProducts

ＭＣ－３３１１１ OtherAluminumRoIlingandDrawing

ＭＣ－３３１１２ PrimarySmeltingandRefiningofNonferrousMetaIs

ＭＣ－３３１１４ CopperRoIling,Drawing,andExtruding

ＭＣ－３３１１５ CopperWire(ExceptMechanical)Drawing

ＭＣ－３３１１６ SecondarySmeIting,Refining,andAlloyingofCopper

ＭＣ－３３１１７ Rolling,Drawing,andExtrudingofOtherNonferrousMetals

ＭＣ－３３１１８ SecondarySmeltingandRefiningofOtherNonfeITousMetaIs

ＭＣ－３３１１９ lron,SteelandSteellnvestmentFoundries

ＭＣ－３３１２２ NonferrousFoundrieslncludingAIuminumCopper,ａｎｄOther

ＭＣ－３３２０１ Forging

ＭＣ－３３２０３ CustomRoIIForming

ＭＣ－３３２０４ CrownandClosureManufもlcturing(hlcludingMetalStamping）

ＭＣ－３３２０６ PowderMetalIurgyPartsManu粕cturing
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ＭＣ－３３２０７ CutleryandFlatware(ExceptPrecious)Manufもlcturing

ＭＣ－３３２０８ HandandEdgeToolManufもlcturing

ＭＣ－３３２０９ SawBladeandHandsawManufもlcturing

ＭＣ－３３２１０ KitchenUtensiI,Pot,andPanManufacturing

ＭＣ－３３２１１ Pre伯bricatedMetalBuildingandComponentManufacturing

ＭＣ－３３２１２ FabricatedStructuralMetalManufをlcturing

ＭＣ－３３２１３ PlateWorkManufacturing

ＭＣ－３３２１４ MetaIWindowandDoorManufacturin９

ＭＣ－３３２１５ SheetMetalWorkManufacturing

MC-33216 OmamentalandArchitecturalMetalWorkManufacturing

ＭＣ－３３２１７ PowerBoiIers,HeatExchangers,andHeavyGaugeMetalTanks

ＭＣ－３３２１９ MetalCanandOtherMetaIContainerManufacturing

MC-33221 HardwareManufacturing

ＭＣ－３３２２２ Spring(HeavyandLightGauge)Manufacturing

ＭＣ－３３２２４ OtherFabricatedWireProductManufacturing

MC-33225 MachineShops

MC-33226 PrecisionTumedProductManu伯cturing

MC-33227 BoIt,Nut,Screw,Rivet,andWasherManufacturing

ＭＣ－３３２２８ MetalHeatTreating

ＭＣ－３３２２９ MetalCoating,EngravingandAIliedActMties

MC-33231 lndustrialValveManufもlcturing

ＭＣ－３３２３２ FluidPowerVaIveandHoseFittingManu伯cturing

ＭＣ－３３２３３ PIumbingFixtureFittingandTrimManufacturing

MC-33234 OtherMetaIValveandPipeFittingManufacturing

MC-33235 BallandRollerBearingManufacturing

ＭＣ－３３２３６ SmallArmsandAmmunitionManufacturing

ＭＣ－３３２４０ FabricatedPipeandPipeFittingManufacturing

ＭＣ－３３２４１ lndustrialPatternManu伯cturing

ＭＣ－３３２４２ EnameledIronandMetalSanitaryWareManufをlcturing

MC-33243 OtherMisceIlaneousFabricatedMetalProductManufをlcturing

ＭＣ－３３２７１ FabricatedStructuralMetalManufacturing

MC-33272 SheetMetalWorkManufacturing

MC-33273 OmamentaIandArchitecturaIMetalWorkManufacturing

ＭＣ－３３２７４ MachineShops

ＭＣ－３３２７５ PrecisionTumedProductManu伯cturing

MC-33276 Electroplating,Coating,EngravingandAlliedActivities

ＭＣ－３３２７７ OtherMiscellaneousFabricatedMetalProductManufacturing

ＭＣ－３３３０１ Fanrn,Turf,Ｌａｗｎ,andGardenMachineryandEquipment

ＭＣ－３３３０２ ConstIuctionandMiningMachineryandEquipment

MC-33303 OilandGasFieldMachineryandEquipment

MC-33304 WoodworkingMachineryandEquipmenｔ

ＭＣ－３３３０５ PuIpandPaperlndustriesMachmery

ＭＣ－３３３０６ TextiIeMachinery

ＭＣ－３３３０７ PrintingTradesMachineryandEquipment

ＭＣ－３３３０８ FoodProductsMachineryandEquipｍｅｎｔ

ＭＣ－３３３０９ SpeciaIIndustryMachinery,ＮＥ.Ｃ、

ＭＣ－３３３１０ AutomaticMerchandising(Vending)Machines

MC-33311 CommerciaILaundryEquipment

ＭＣ－３３３１２ OpticaIInstrumentandLensMfg

MC-33313 PhotographicEquipmentandSupplies

ＭＣ－３３３１４ ServicelndustryMachinery,Ｎ､ＥＣ．

ＭＣ－３３３１５ Ｂｌｏｗers,Exhaust,andVentilatingFans

MC-33316 HeatingEquipment,ExceptWarmAirFurnaces

ＭＣ－３３３１７ Ｒｅ什igeration,Air-ConditioningandWarmAirHeatingEquip．

MC-33318 MachineTooIAccessandDies,Tools,Jigs,andFixtures

ＭＣ－３３３１９ MetaIworkingMachinery

ＭＣ－３３３２０ Turbines,TurbineGenerators,andOtherErIgineEquipment

ＭＣ－３３３２１ MechanicalPowerTransmissionEquiment;Gears

ＭＣ－３３３２２ PumpsandCompressors;MeasuringandDispensingPumps
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ＭＣ－３３３２３ ConveyingandElevatingEquipmentandlndustrialTrucks

ＭＣ－３３３２４ Hoists,Cranes,andMonorails

MC-33325 Power-DrivenHandtools

ＭＣ－３３３２６ WeIdingApparatus

ＭＣ－３３３２７ PackagingMachineryandEquipment

MC-33328 lndustrialFumacesandOvens

MC-33329 FluidPowerEquipment,ExceptValves

ＭＣ－３３３３０ ScalesandBalances

MC-33331 lndustryMachineryandEquipment

MC-33371 SpecialDies,TooIs,Jigs,FixturesandMoldManufacturing

MC-33372 CuttingToolandMachineToolAccessoryManu伯cturing

ＭＣ－３３３７３ lndustryMachineryandEquipment

MC-33401 ComputingandOfficeMachines

ＭＣ－３３４０２ CommunicationsEquip.;SearchandDetectionEquip．

ＭＣ－３３４０３ RadioReceiversandTelevision・SetsandRelatedEquipment

ＭＣ－３３４０４ E1ectronicComponentsandAccessories

ＭＣ－３３４０５ Electromedical,andElectrotherapeuticApparatus

MC-33406 Instruments

MC-33407 CIocks,Watches,andWatchcases

ＭＣ－３３４０８ PrerecordedRecords,MagmeticTapes,ａｎｄＤｉｓｃｓ

ＭＣ－３３４０９ MagneticandOpticalRecordingMedｉａ(Unrecorded）

ＭＣ－３３５０１ EIectricLamps

ＭＣ－３３５０２ LightingFixtures

MC-33503 HouseholdAppIiances

MC-33504 Power,Distribution,andSpeciaItyTransfbrmers

ＭＣ－３３５０５ Motors,Generators,andMotor-GeneratorSets

ＭＣ－３３５０６ Switchgear,SwitchboardApparatusandlndustrialControls

ＭＣ－３３５０７ StorageBatteries,PrimaryBatteries

ＭＣ－３３５０８ FiberOpticCabIe，OtherCommunicationandEnergyWire

ＭＣ－３３５０９ WiringDevices

ＭＣ－３３５１０ CarbonandGraphiteProducts

ＭＣ－３３５１１ MiscelIaneouslndustrialEIectricalEquipment

ＭＣ－３３６０１ MotorVehicIesandPassengerCarBodies

ＭＣ－３３６０２ TruckandBusBodies;TruckTrailers

ＭＣ－３３６０３ TravelandCampingTrailersandMotoｒＨｏｍｅｓ

MC-33604 Carburetors,Pistons,PistonRings,andVaIves

ＭＣ－３３６０５ VehicularLi帥tingEquipmentManufacturing

MC-33606 ＭｏｔｏｒＶｅｈ clePartsandAccessories

ＭＣ－３３６０７ ＭｏｔｏｒＶｅｈ cIeSeatingandlnteriorTrim

ＭＣ－３３６０８ ＭｏｔｏｒＶｅｈ cleMetaIStampings

ＭＣ－３３６０９ AircraftIndustries

ＭＣ－３３６１０ AerospaceIndustries

ＭＣ－３３６１１ RailTransportationEquipment

ＭＣ－３３６１２ ShipBuildingandRepairing

ＭＣ－３３６１３ BoatBuilding

ＭＣ－３３６１４ MotorcycIes,BicycIes,ａｎｄＰａｒｔｓ

ＭＣ－３３６１５ MilitaryArmouredVehicle,TankandTankComponents

ＭＣ－３３６１６ MisceIIaneousTransportatio、Equipment

ＭＣ－３３７０１ ＷＯＣdKitchenCabinetsandCountertops

ＭＣ－３３７０２ HouseholdFumitureandWoodHousin9ｓ

ＭＣ－３３７０３ FixturesandO研ceandlnstitutionalFumiture

MC-33711 Mattresses

ＭＣ－３３７１２ BIindsandShades

ＭＣ－３３７７１ ＷＯＣdKitchenCabinetsandCountertops

ＭＣ－３３７７２ NonupholsteredWoodHousehoIdFumitureManufacturing

MC-33773 FixturesandCustomArchitecturaIWoodwork

ＭＣ－３３９０１ SurgicalandMedicallnstIuments,Apparatus,andSupplies

ＭＣ－３３９０２ DentaIEquipmentandSuppIies

ＭＣ－３３９０３ OphthalmicGoods
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ＭＣ－３３９０４ DentaILaboratories

ＭＣ－３３９０５ Jewelry,Jewelers,Findings,andLapidaryWork

MC-33906 HollowwareandFlatware

ＭＣ－３３９０７ SportingandAthleticGoods

MC-33908 Toys,Games,DoIIs,ａｎｄChildren'sVehicIes,ＥＸＣ・Bicycles

MC-33909 Pens,Pencils,MarkingDevices,ａｎｄArtists，Materials

ＭＣ－３３９１０ CarbonPaperandlnkedRibbons

ＭＣ－３３９１１ Signs,Displays,andAdvertisingSpeciaIties

ＭＣ－３３９１２ Gaskets,Packings,ａｎｄＳｅａｌｓ

ＭＣ－３３９１３ MusicalInstruments

MC-33914 Buttons,Needles,Pins,Fasteners,andSimilarNotions

ＭＣ－３３９１５ Brooms,Brushes,ａｎｄＭｏｐｓ

ＭＣ－３３９１６ BuriaICaskets

ＭＣ－３３９１７ MiscellaneousManufacturedProducts

MC-33971 DentaILaboratories

ＭＣ－３３９７２ Jewelry,Jewelers'Findings,andLapidaryWork

ＭＣ－３３９７３ SportingandAthleticGoods

ＭＣ－３３９７４ Sigris,Displays,andAdvertisingSpecialties

ＭＣ－３３９７５ MiscellaneousManufacturedProducts

ＭＩ－２１１０１ CrudePetroleumandNaturalGasExtraction

ＭＩ－２１１０２ NaturaIGasLiquidExtraction

ＭＩ－２１１７１ CrudePetroleumandNaturalGasExtraction

MI-21201 CoalMining

MI-21202 lronOreMining

ＭＩ－２１２０３ Copper,Lead,Zinc,Gold,andSiIverOreMining

ＭＩ－２１２０４ Uranium-Radium-VanadiumOreMining

MI-21205 MiscelIaneousMetaIOreMining

ＭＩ－２１２０６ Stone，Sand,andGravelMiningorQuarrying

ＭＩ－２１２０７ Clay,Ceramic,ａｎｄＲｅ廿actoryMineralMining

ＭＩ－２１２０８ Potash,Soda,andBorateMineralMining

ＭＩ－２１２０９ PhosphateRockMining

ＭＩ－２１２１０ MiscellaneousChemicaIandFertiIizerMineraIMirIing

ＭＩ－２１２１１ MisceIIaneousNonmetallicMineraIMining

ＭＩ－２１２７１ StoneMiningandQualWing,andSandandGravelMining

ＭＩ－２１３０１ OilandGasFieldServices

MI-21302 MineraIContractServices

ＯＳ－８１０５９ Repair,Laundry,andOtherSelectedServices(EnterpriseSupport）

ＯＳ-８１１０１ MotorVehicleRepairandMaintenance

０ｓ－８１１０２ RepairandMaintenanceServices

ＯＳ-81201 PersonaICareServices

ＯＳ－８１２０２ OtherPersonalServices

ＯＳ－８１２０３ LaundryServices

ＯＳ-81301 GrantmakingandAdvocacy

０ｓ－８１３０２ ＣＭＣ,Social,andOtherMembershipOrganizationｓ

ＰＳ-54059 Professional,Scientific,andTechnicalServices(EnterpriseSupport）

ＰＳ-54101 LegalServices

ＰＳ－５４１０２ Accounting,TaxPreparation,Bookkeeping,andPayroIlServices

ＰＳ－５４１０３ ArchitecturaIServices

ＰＳ－５４１０４ EngineeringServices

ＰＳ－５４１０５ SurveyingandMappingServices

ＰＳ－５４１０６ SpecializedDesignServices

ＰＳ-54107 ComputerSystemsDesignandReIatedServices

ＰＳ－５４１０８ ManagementandConsuItingServices

ＰＳ－５４１０９ ScientificResearchandDeveIopmentServices

ＰＳ－５４１１０ AdvertisingandRelatedServices

ＰＳ-５４１１１ OtherProfessional,Scientific,andTechnicalServices

RE-53101 ReaIEstateServices

ＲＥ－５３１６０ ReaIEstateLessors

ＲＥ-53201 RentalandLeasingofAutomotiveEquipment(WithoutDrivers）

5９



RE-53202 EquipmentRentaIandLeasing:ConsumerGoods

RE-53203 EquipmentRentaIandLeasingCommercialandlndustriaI

RE-53301 MiscellaneousFinanciallnvestmentActivities

RT-44101 AutomobileDealers

RT-44102 RecreationalVehicle,Boat,andOtherMotorVehicIeDealers

RT-44103 AutomotiveParts,Accessories,andTireStores

RT-44201 FumitureStores

RT-44202 HomeFurnishingsStores

RT-44301 EIectronicsandApplianceStores

RT-44401 BUildingMaterialandSuppliesDeaIers

RT-44402 LawnandGardenEquipmentandSuppliesDealers

RT-44501 FoodandBeverageStores

RT-44601 HeaIth,OpticalGoods,andPersonalCareStores

RT-44701 GasolineStations

RT-44801 ClothingandClothingAccessoriesStores

RT-44802 ShoeStores

RT-44803 JeweIryStores

ＲＴ－４５１０１ SportingGoodsStores

ＲＴ－４５１０２ Hobby,Toy,andSewingStores

ＲＴ－４５１０３ MusicaIInstrument,Music,andVideoStores

RT-45104 BookStoresandNewsstands

RT-45201 Department,variety,ａｎｄOtherGeneralMerchandiseStores

RT-45202 WarehouseCIubsandSupercenters

RT-45301 Florists

RT-45302 PetandPetSuppIiesStores

RT-45304 ＡntiqueandUsedMerchandiseStores

RT-45305 Manu伯ctured(Mobile)HomeRetailers

RT-45306 TobaccoStores

RT-45307 ArtDeaIersandMiscellaneousStoreRetaiIers

RT-45360 OfficeSuppIy,Stationery,andGiftStores

RT-45401 ElectronicShopping,VendingOperators,andDirectSelIing

RT-45402 FueiDealers

ＴＷ－４８１６０ AirTransportation

ＴＷ－４８３６０ WaterTransportation

ＴＷ－４８４５９ TruckngandWarehousing(EntemriseSupport）

ＴＷ－４８４６０ TruckngandWarehousing

ＴＷ－４８５６０ TranstandGroundPassengerTransportation

ＴＷ－４８６０１ Pipelines

ＴＷ－４８８０１ TransportationServices

UＴ－２２１０１ Electric,Gas,andWaterUtilities

UＴ－２２１５０ Electric,Gas,andWaterUtiIities(ConsoIidated）

ＷＨ－４２１０１ MotorVehicIes

ＷＨ－４２１０３ MotorVehiclesPartsandSuppIies

ＷＨ－４２１０５ FumitureandHomehlmishings

ＷＨ－４２１０７ LumberandOtherConstnJIctionMateriaIs

ＷＨ－４２１０９ PhotographicandCommercialEquipｍｅｎｔ

ＷＨ－４２１１１ ComputersandOfficeEquipment

ＷＨ－４２１１３ ProfessionaIEquipmentandSuppIieｓ

ＷＨ－４２１１５ Ｆｅ汀ousandNonferrousMetals

ＷＨ－４２１１７ coal,Coke,andOtherMineraIsandOres

ＷＨ－４２１１９ EIectricalGoods

ＷＨ－４２１２１ Hardware,andPIumbingandHeatingEquipmentandSupplies

ＷＨ－４２１２３ ConstructionandMiningMachineryandEquipment

ＷＨ－４２１２５ FammandGardenMachineryandEquipｍｅｎｔ

ＷＨ－４２１２７ lndustrialMachineryandEquipmenｔ

ＷＨ－４２１２９ IndustriaISupplies

ＷＨ－４２１３１ ServiceEstablishmentEquipmentandSupplies

ＷＨ－４２１３３ TransportationEquipmentandSupplies

ＷＨ－４２１３５ Sporting,RecreationaI,HobbyGoods,Toys,andSupplies

6０



ＷＨ－４２１３７ ScrapandRecycIableMaterials

ＷＨ－４２１３９ Jewelry,Watches,andPreciousStonesandMetals

ＷＨ－４２１４１ MisceIlaneousDurabIeGoods

WH-42201 PaperandPaperProducts

ＷＨ－４２２０３ Drugs,DrugProprietariesandDruggists'Sundries

ＷＨ－４２２０５ PieceGoodsandNotions

ＷＨ－４２２０７ Men，ｓａｎｄWomen,sApparelandFootwear

ＷＨ－４２２０９ GroceryWhoIesaIers

ＷＨ－４２２１１ FrozenFoods

WH-42213 DairyProducts

WH-42215 Poultry,PoultryProducts,Meat,MeatProducts,Fish,andSeafbod

ＷＨ－４２２１７ Confectionery

ＷＨ－４２２１９ FreshFruitsandVegetables

ＷＨ－４２２２１ FaIm-ProductRawMaterials

ＷＨ－４２２２３ ChemicalsandAlliedProducts

WH-42225 PetroIeumandPetroIeumProducts

ＷＨ－４２２２７ Beer,Wine,ａｎｄDistiIledAlcoholicBeverages

WH-42229 FarmSupplies

ＷＨ－４２２３１ Books,Periodicals,F1owers,andFlorists'Supplies

ＷＨ－４２２３３ TobaccoandTobaccoProducts

ＷＨ－４２２３５ Paints,Vamishes,WalIpaperandSupplies

ＷＨ－４２２３７ MiscelIaneousNondurabIeGoods

､
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3ページへ続く

FｏｒｍＭＡ－１００００
ワペー寺》

寸
到
つ
つ
つ
つ
戸

ドル表配での
報告方法

トル教子は匹I捨五人して

千の位にそろえてください。
もし無いなら

''×,，を印す

し数字が$1,025,628,79：報告一一□

値が"0″($５００，００未満)：報告一因

2002

$10億 100万 千

Ｉ ０２６

④ 売上高､出荷高､受取高または収入

Ａ，出荷､又は他から受領した製品の総額

(詳細は②に報告してください｡）・・・・０，００

B、製品輸出額(Aで記入済みの金額内訳）

輸出のために出荷された製品の金額の報告｡パ
ナマ運河地帯､プエルトリコ連邦､米国領への顧
客への出荷高を含みます｡同様に輸出業者や他
の輸出卸売業者への出荷製品の金額も含みま
す｡更に､米国政府へ販売し他国への出荷された
製品の金額も含みます｡追加生産､組み立てある
いば米国内での製造のために出荷された製品は

もし無いな曙

"×，'を印す

除いてください。．・・・０１３０

Ｃ･追加組み立て､製造､あるいは生産のための､責
社国内工場への出荷高（Aで報告された額の内
訳です）

1．貴社事業所のみですか？

0907

０９０８

□
□
はい一⑥へ

いいえ一Ｃ２へ

２．追加組み立て､製造､あるいは生産のため

に､貴社国内工場へ出荷された製品の市場
価 格.．

□

□

2００１

＄千

2002

$10億 100万 千

⑥ 電子商取引の売上高、出荷高､受取高､又は収入

A､⑥Aで配入済みの総額に､電子商取引による売上､出荷､受取、収入や収入が含まれていますか？（電子商取引に
よる売上、出荷､受取､収入は､インターネット､エクストラネット､電子データ交換(EDI)ネットワーク､電子メール､その
他のオンラインシステムによって価格および／または売却条件が承認､取り決められた､顧客からのオンライン商品受
注をします｡支払いはオンラインで行われても行われなくても構いません。

０１８１
□
はい‐Ｂへ０１８２

□
いいえ‐⑥へ

B,④Aに申告された出荷製品や他の受取額の総額における､電子商取引の割合
(全体割合を記入してください｡概算可｡）・・・・・・・０１０９

2０

割

０２

|合

底
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付表２.製造業部門調査票MA-10000(続き）

当骸項目が表示されない場合は､貴事業所の郵送先所在地に対応し
た１１桁のセンサスファイル番号(CFN)を入力してください。 し

⑧ 従業者数と給与支払額

該当者：

.この事業所で働いている常勤及び非常勤の従業者で､その給与がIRS様式941｢雇用主四半期別連邦納税申告
書｣で報告されており､かつ郵送先住所あるいは陸修正された雇用主識別番号(EIN)の元で報告された者

非 骸当者：，

･給与が従業者派遣企業のEINの元で報告された､常勤または非常勤の派遣従業者

･スタッフサービスにとる臨時雇用者

詳細は記入手引き参照してください。

Ａ・従業者数

1．給与期間に下記期間の何れかを含む生産従業者数

し
×
も
”
無いなら

”を印す

a，３月１２日．．．．．．．．．．．．．．．０３２５□

b、５月１２日．．．．．．．．．．．．．．．０３２６□

c、８月１２日．．．．．．．．．．．．．．、０３２７□

d、１１月１２日．．．．．．．．．．．．．．ｐ328□

2．合計(A1a～dの合計）．．．．．．．．．．．．．ｏ329□

3．生産従業者の年間平均（2を4で除す｡端数は切り捨て）．、０３３５□

４．３月12日を含む給与支払い期間におけるその他全ての従業者 0336□

5．合計．．．．．．……．．．．．．．．、０３３７□

Ｂ,控除前の給与支払額（雇用者厚生給付費用は除きます｡）

１．年間給与支払額

し
×
も
”
無いなら

，，を印す

a。生産従業者．．．．．．．．．．．．．…０３０４□

b・その他全ての従業者ｏ305□

C・合計（B1a～Cの合計)．．．．…．．．．．．、０３０６□

2．第一四半期給与支払額（2002年1～３月）．…．．．ｏ310□

Ｃ・雇用者厚生給付費用．．．．．．、一・一・・．０３２０□

Ｄ・生産従業者の実際就業時間（A1に報告された生産従業者による

もし

,，×

無い

,，を

なら

印す

年間の実際就業時間）．．．．．．．．．．．…、０２００口

２００１

－うて調＝

２００１

＄千

．２００１

－爵濡蒔冨需
千

2002

人数

2（ ０２

$百万 千

2002

勤務時間

千
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付表２.製造業部門調査票MA-10000(続き）

4ページFormMA-10000

5ページへ親く

⑰派遣従業者数と給与支払額

Ａ、従業者派遣企業のEINの元で報告された常勤あるいは非常勤の派遣従業者はいましたか？

以下は含みます：

・スタッフサービスによる臨時職員

・契約者､下請け契約者言または独立契約者

・管理人､警備員､園芸サービスなどの購入･管理サービス

・ソフトウェアコンサルティング､コンピュータープログラミング､エンジニアリング､会計
サービスなど､他企業から購入した専門･技術サービス

.⑥で既に報告した従業者

詳細は記入手引き参照。

0241

0242

□
□
はい‐Ｂへ

いいえ‐⑩へ

Ｂ,派遣従業者数
もし

1．給与期間に下記期間の何れかを含む派遣従業者数”×

a、３月１２日．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．、０３７５

b、５月１２日．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．、０３７６

c、８月１２日．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．、０３７７

d、１１月１２日．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．０３７８

2．合肝(A1a～dの合計）一・一．．．。．．．．．．．．．、0379

3．派遣生産労働者の年間平均（2を4で除す｡端数は切り捨て）：．．．．．、０３８５

４．３月１２日を含む給与支払い期間におけるその他全ての派遣従業者 ０３８６

5．合計．．．．．．．．．．．．．．．．．．…．．、０３８４

Ｃ・派遣従業者の控除前給与支払額
(雇用者厚生給付費用は除いてください）

もし無い

1．派遣従業者の年間給与支払額”×"を

なら

印す

a･派遣生産従業者．．．．．．．．．．．．．．．．．．．、０３５４□

b，その他の派遣従業者．．．．．．．．．．．．．．．．．．．０３５５□

C・合計（B1a～cの合計）．．．．．．．．．．．．．．．．．、０３５０□

2．派遣従業者の第一四半期給与支払額（2002年1～３月）．．．．．．．、０３６０□

Ｄ、派遣従業者の雇用者厚生給付費用（Bに報告された全ての
派遣従業者の厚生給付を含みます｡）．．．．．．…．．．．．…０２２５□

E、派遣生産従業者の実際就業時間（B-Iに報告された派遣生産従業者

もし無い

"×''を

なら

印す

による年間の実際就業時間）－．．．．．．．．．．．．．．．．０２０５□

０２

千

2（

＄百万

③－③ 回答不要
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付表２.製造業部門調査票MA-10000(続き）

6５

6ページへ続く

当骸項目が表示されない場合は､貢事業所の郵送先所在地に対応し
た１１桁のセンサスファイル番号(CFN)を入力してください。 ト

⑩ 棚卸資産
(一般的な会計慣例に則して記入してください｡）

後入先出法(LIFO)による棚卸し資産はありましたか？

0４８１

0482

□

□

はい一

いいえ－ＡからＥ１のみを完成してください｡Ｅ１とＤは一致します。

もし無いなら

，，×”を印す

Ａ・完成品．．．．．．．．．．ｏ４６１

Ｂ｡仕掛品．．．．．．．．．．０４６３

Ｃ・原材料､在庫､燃料､他． 0462

Ｄ・合計．．．．．．．．．． ０４６０

Ｅ、Ｄの値について

1．LIFOによらない金額

のに詳細を報告してください｡：
2．ＬＩＦＯによる金額

0464

(総計）．．．．．．．、０４６５

F，Ｅ２で記入した金額について，

1．LIFO準備金 0466

2．ＬＩＦＯ評価額（純量）．．．、０４６７

□
□
□
□

□
□

□
□｜’｜’

もし無いなら

，,×”を印す

0471

0473

0472

0470

0474

０４７５

０４７６

0477

□
□
□
□

□
□

□
□｜｜’

千

2001球

$10億 100万

2002牙

$10億 100万 千

⑪ 棚卸資産評価
LIFOによらない棚卸資産評価方法

(⑯Ｅ１に記入済みの２００２年末の評価額を用いて､棚卸資産評価方法に従い総計
の詳細を報告してください｡）

もし

'.×

Ａ・後入先出法（LIFO）．．．．．．．．．．．．．．．．．．、０４９１

Ｂ、平均原価．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．０４９２

Ｃ・標準原価．．．．．．．．．．．．．．…・・．、０４９３

Ｄ、他の方法（具体的に記入してください）

0895 ’0494
E・合計（A～Dの合計は⑩のE1の2002末値と一致します｡）．．．．．、０４９０

□
□
□

□
□

ｰ冨而一

｜’’

千$10億 100万
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付表２.製造業部門調査票MA-10000(続き）

⑫ 資産､資本支出､減価償却
(リースについて報告する方法は記入手引きを参照してください）

資産､資本支出､減価償却のドル表記での報告 もし無いならｰ言而一一
"×”を

Ａ、年始の総償却試算価額（取得原価額）．．．．．．．．．．ｏ５ｏｏ

Ｂ､2002年の新規及び中古の償却資産への資本支出

1．新規及び中古の建物､その他の建造物への資本支出
(土地を除く）、．．．．．．．．．．．．．．．、０５２５

2．新規及び中古の機械､機材への資本支出．．．．．．．、0530

3．合計（B1とB2の合計）．．．．．．．．．．．．、ｏ５２ｏ

Ｃ･売却､廃棄､破壊等された総償却資産価額

Ｄ、2002年末での総償却資産価額

０５１０

(A～B3までを足してCを差引いてください）．．．．．．．．、０５０５

E・減価償却費．．．．．．．．．．．．．．．．．．、０５４０

F・新規及び中古の機械､機材への支出の詳細
(B2に記入済みのもの）

1．幹線道路利用のための自動車、トラック等．．．．．．．．0522

2．コンピューター及び付属品．．．．．．．．．、0523

3．機械､機材へのその他全ての支出．．…．．．．．、0524

4．合計（F1～F3の合計）．．．．．．．．．．．．．．、０５２９

印す

□

□
□
□
□

□
□

□
□
□
□｜’’

千

2001年は

回答不要

2001年は

回答不要

2001年は

回答不要
-

2001年は

回答不要

$10億 100万

⑬ 賃貸支払額
もし無いなら

”×”を印

Ａ・建物及びその他の建造物(土地を除く)の賃貸支払額．．．．０５５１

Ｂ､機械､機材の賃貸支払額．．．．．．．．．．．．．．０５５２

Ｃ・合計（AとBの合計）．．．．．．、．．．．、．、０５５０

□
□
□

す

｜’’

2（ 0２

＄百万 千

⑭ 適用外
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付表２製造業部門調査票MA-10000(続き）

当骸項目が表示されない場合は､貴事業所の郵送先所在地に対応し
た１１桁のセンサスファイル番号(CFN)を入力してください。 し

⑮ 特定費用

Ａ、特定製造関連費用もし無い

１．材料､部品､容器､包装､その他の費用

”×”を

(⑯に詳細を報告してください）．．．．．．．．ｐ42’

２．追加加工せずに売買した製品原価
(売上高を＠に報告してください） 0426

３．燃焼､動力、又は発電に消費された燃料の仕入原価．、０４３０

４．電力使用費．…．．．．．…．．．．．０４２５

５．委託費用．．．．．．．．．．．．．．．０４２４

６．合計（A1～A6の合計）．．．．．、一・一０４２０

Ｂ・消費電力量

なら

印す

□

□
□
□
□
□

もし無い

，'×'，を

１．購入した電力量（A4と同等量）．．．．．．．．．．ｏ436

２．自家発電（購入した電力を除く）．．．．．．．．．、０４３７

３．他事業所へ販売､または移管した電力（B1またはB2の内数）０４３８

Ｃ，その他の費用

なら

印す

□
□
□

もし無い

，，×，'を

1．建物および／または機械類の修理と整備サービス費用．．、０３９４

２．通信サービス費用（電話､インターネット､接続、
オンラインサービス､ファックス､携帯電話､他）．．．．．．０４０２

３．法務費用一・一・．．、一・．．、０４０３

４．会計､監査､経理サービス費用・．．．．．．．．．０４０４

５．広告､宣伝サービス費用
(広報活動､マーケティング､宣伝活動や､広報サービス）．や、０４０５

６．コンピュータハードウェアと周辺機器の経費や、
コンピュータサービス費用（ソフトウェア､データ通信、
情報処理サービス､ウエブデザイン､コンピュータ購入経費）．、０４０６

７．廃棄物処理サービス（水､下水､有害廃棄物を含む）．．．．０４０７

８．上記以外の企業診断､運営管理サービス．．．．．．．ｏ395

９．税金､特許権使用料
(収入､売上､給与支払い総額､消費税を除く）一・・・．０３９６

１０.上記以外のその他全ての経費（所得税､給与支払い総額、
減価償却､賃料､利息を除く)(明記する）

0897

-ヲ

’0３９７
１１．合計（Cl～10の合計)一・．．、一・．．、０４４９

なら

印す

□

□
□
□

□

□
□
□

□

□
□

2002

$10億 100万 千

2（ ０２

電力 吏用量/時

100万 千

2（ ０２

100万 千
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「

ドル表記での
報告方法 》

トル致子は山捨立人して ない場合は

千の位にそろえてください。”ｘ',を印す

数字が＄1,025,628,79：－→報 告□

値が"o''（$500,00未満)： 報 告一因

2００２

$１０億 100万 千

Ｉ ０２６

⑥ 売上高､出荷高､受取高､収入

Ａ、製品出荷と他の受取額の総額（四こ詳細を報告）.．。・・０１００

B・輸出された製品の価格(ラインAで申告された額の内訳）
輸出のために出荷された製品の価格の報告｡パナマ運河地帯、
プエルトリコ連邦､米国領への発送品はもとより、輸出業者や他
の輸出卸売り業者へ出荷された製品の価格も含みます｡同様に
他国への発送のために米国政府へ販売した製品の売上も含みま
す｡追加生産､組み立てや米国内での製造のために出荷された
製品は除いてください。，・・０１３０

もし無いなら

×”を印す

□

□

’２００２

$10億 ’100万 ’千

③ 電子商取引による売上高、出荷高、受取高､収入
Ａ､⑥問Ａで配入済みの総額に､電子商取引による売上､出荷､受取､収入や収入が含まれていますか？（電子商取引
とは､インターネット､エクストラネット､電子データ交換(EDI)ネットワーク､電子メール､その他のオンラインシステムを
介して成立した取引による売上高､受取高､収入を含めてください｡取引とは､買い手と売り手の間で､商品｡サービス
の所有権または使用権の移転について合意することを指します｡これらの商品･サービスに対する支払いはオンライン
で行われても行われなくても構いません）

0１８１
□
はい‐Ｂへ０１８２ □ いいえ‐⑥へ

B､④Aに申告された出荷製品や他の受取額の総額における､電子商取引の割合
(全体割合を記入してください｡概算可。）..．．．．．０１０９

’２００２
｜割合F－

％

⑥ 従業者数と給与支払額
以下は含みます：

・この事業所で働いている常勤及び非常勤の従業者で､その給与がIRS様式941｢雇用主四半期別連邦納税申告書｣で
報告されており､かつ郵送先住所あるいは⑧多正された雇用主識別番号(EIN)の元で報告された者

以下は除外します：

・給与が従業者派遣企業のEINの元で報告された､常勤または非常勤の派遣従業者

・スタッフサービスにとる臨時職員

詳細は記入手引を参照。

もし無いな

A ・従業者数”×"を印

1．給与期間に３月１２日を含む生産労働者数。．。。・・・・・・0325

2．給与期間に３月１２日を含むその他全ての従業者数．．・・・。・・・0336

3．合計（A1＋A2）.・・・・・・・。・・・・・・・・・・・・・・０３３７

□
□
□

らＩ

すＩ

もし無いなら

B、控除前の給与支払額（雇用者厚生給付費用は除きます｡）”×"を

１．年間給与支払額。・・・．。・・・・・・・・・・・・・・・・・0300

2．第一四半期給与支払額（2002年１～３月）。・・・。．．・・・０３１０

印す

□
□

2002

人数

戸茄

｜’

０２

千＄白勾
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付表３.製造業部門調査票32000(続き）

当鮫項目が表示されない場合は､貴事業所の郵送先所在地に対応した
１１桁のセンサスファイル番号(CFN)を入力してください。 》

⑰ 派遣従業者数と給与支払額
Ａ､従業者派遣企業のEINの元で報告された常勤あるいは非常勤の派遣従業者はいましたか？

以下は含みます：

･スタッフサービスによる臨時職者

･契約者､下請け契約者､または独立契約者

・管理人､警備員､園芸サービスなどの購入･管理サービス

･ソフトウエアコンサルティング､コンピュータープログラミング､エンジニアリング､会
計サービスなど､他企業から購入した専門･技術サービス

.⑥で既に報告した従業者
詳細は記入手引き参照

0２４１
□
はい－Ｂへ０２４２

□
いいえ‐⑯へ

もし無いなら

B ，派遣従業者数”×"を印

１．３月１２日を含む給与支払い期間における生産に携わった派遣従業者数．．。０３７５

２．３月１２日を含む給与支払い期間におけるその他全ての派遣従業者．。．．０３８６

３．合計（１＋２）．．。．．．．．．．．．．．。．・・０３８４

Ｃ・派遣従業者の控除前給与支払額

□
□
□

もし無い

１．派遣従業者の年間給与支払額。。.・・・・・・・0350

2．派遣従業者の箪一四半期給与支払龍。。・・・・・・・・ｎ３６ｎ

す

なら

×”を印

□

す

、２００２

概算

□｜’

0２

千

2０

＄白力

③-③ 回答不要

⑲ 棚卸資産
(一般的な会計'慣例に則して記入しもし無いなら

てください｡），，×'，を印す

完成品､仕掛品､原材料在庫､その

他を含みます。・・０４６０
口 ｜’｜’

もし無いならＩ
，,×”を印す

０４７０
□

|$1０億

｜’

2002

100万

珠2002珠
$10億 100万 千

⑪ 回答不要

⑱ 資産及び資本支出
(リースについて報告する方法は記入手引きを参照してください）

資産､資本支出及び減価償却のドル表記の報告

Ａ，年間の総資本支出(土地を除く)(新品と中古）。。・・・・・・・.

もし無いな

0520

B，年末時点での減価償却資産(土地を除く)の賃貸借価格(取得原価）。．．．．．ｏ505

×”を

ら

印す

□
□

2Ｃ

＄百万

0２

Ｆ＝

⑬ 賃貸支払額 もし無いな

建築物､機械類､及び設備（土地を除く）。。・・・.。・・・.。。０５５０

×”を印

□

ら

す

2Ｃ

＄百万

0２

’千

⑬ 回答不要

⑮ 原材料費､再販費､燃料費､電力費及び委託(原材料ま
たは製品を他に支給して製造､加工)費用。

もし無いなら

原材料､部品､容器､包装等の費用｡追加加工なしでそのまま売買された製品の費”×"を印
用｡燃料､熱供給､動力または電力の購入費｡原材料または製品を他に支給して製

造､加工を委託した場合の費用。..・・・０４，０
□

’２００２
すＩ ＄百万 ’千
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付表４.製造業OwnershiporControlFormNC-99530

当該照査の報告を怠ると処罰されます。

7０

FoRMNC-99650米国商務省経済.統計管理局

事業所ﾘスト

米国センサス局
当骸報告に関するいかなる通償
の場合もセンサスファイル番号を
参照してください。

》

④ Ａ・貴事業所所在地の事前確認、

センサス記録に基づいた御社の事業所一覧があります。
このリストを下記の通りに更新してください。

●（a)下記表内の誤りや欠落を訂正してください。
貴事業所は次の項目にリストされています。
雇用主識別番号(EIN)と地理的所在地

●（b)各事業所における従業者人数､有給及び派遣従業者
への給与支払額を別個に申告してください｡単年事業
分を含みます｡複数の事業所のデータを合算して記入
しないでください｡各事業所の正確な金額等が不明な
場合は､適切な推計をして記入してください。

●（c)2002年末時点においての各事業所の状態を申告して
ください。

貴社事業所と補足ページ(誤りや欠落の訂正が
ある場合は店舗･工場番号を付記してください｡）

(a）

2002年暦年の

雇用者数及び給与支払額

(各事業所における従業者数
と､給与支払額の別個申告。

単年事業分を含みます｡）

(b）

2002年末時点での操業状態
(1だけ×をつける）

(c）

ＬｉｎｅＮｏ． EIN ＮＡＩＣＳ

主要事業

企業名

事業所名 店舗･工場香号

３月１２日を含

む給与支払い

期間における

従業者数

第一四半期

給与支払額

(１月-3月）

年間給与

支払額

2002

有給従業者

$百万 千

口稼働中□

□

□

廃業

-正確な日

付を記入

月

一時的･周期的な稼動
停止

日 年

他の経営者への売却やﾘース

-正確な日付を上へ､名前と郵便宛先を下
へ入力してください。

新しいオーナー･経営者の名前

実際の所在地(番地､通り名） ３月12日を含

む給与支払い

期間における

従業者数

2〔 0２

派遣従業者

郵便宛先(番地と通り,私書箱,他）

都市･町･村･他 州 ZIPコード $百万 千 都市･町･村･他 州 ZIPコード

給与支払額

(１月一３月）

年間給与

支払額
□
その他
具体的に記入してください

LineＮｏ． EIN ＮＡＩＣＳ

主要事業

企業名

事業所名 店舗･工場番号

給与支払い

期間に

３月12日を含

む従業者数

宗一閏三Ｆ副1ポロ

与支払額

(１月－３月）

年間給

与支払額

2（ 0２

有給１吃業者

$百万 千

口稼働中□

□

□

廃業

-正確な日

付を記入

｜月

一時的または季節的な
稼動停止

日

他の経営者への売却やﾘース

年

－正確な日付を上へ､名前と郵便宛先を下
へ入力してください。

新しいオーナー･経宮者の名前

実際の所在地（番地､通り名） 給与支払い

期間に

３月１２日を含

む従業者数

2（ 0２

派遣イ t業者

郵便宛先(番地と通り,私書箱,他）

都市･町･村･他 州 ZIPコード
第一四半期給

与支払額

(１月-3月）

$百万 千 都市･町･村･他 １
０
Ⅱ
ノ ZIPコード

年間給

与支払額
□
その他一
具体的に記入してください。



付表５.ListofEstablishmentsFormNC-99650

国
一
○
つ
ｍ
＠
の
①

当骸照査の報告を怠ると処罰されます。

７１

FoRMNC-99650米国商務省経済.統計管理局

事業所ﾘスト

米国センサス局
当骸報告に関するいかなる通信
の場合もセンサスファイル番号を
参照してください。

》

④ Ａ、貴事業所所在地の事前確認

センサス記録に基づいた御社の事業所一覧があります。
このリストを下記の通りに更新してください。

●（b)各事業所における従業者人数､有給及び派遣従業者
への給与支払額を別個に申告してください｡単年事業

分を含みます｡複数の事業所のデータを合算して記入
しないでください｡各事業所の正確な金額等が不明な

●（a)下記表内の誤りや欠落を訂正してください。 場合は､適切な推計をして記入してください。
貴事業所は次の項目にﾘｽﾄされています。

雇用主識別番号(EIN)と地理的所在地

●（c)2002年末時点においての各事業所の状態を申告して

ください。

貴社事業所と補足ページ(誤りや欠落の訂正が

ある場合は店舗･エ場番号を付記してください｡）

(a）

2002年暦年の

雇用者数及び給与支払額

(各事業所における従業者数

と､給与支払額の別個申告。

単年事業分を含みます｡）

(b）

2002年末時点での操業状態

(1だけ×をつける）

(c）

ＬｉｎｅＮｏ． EIN ＮＡＩＣＳ

主要事業

企業名

事業所名 店舗･工場番号

３月１２日を含

む給与支払い

期間における

従業者数

未一四二Ｆ舟１

給与支払額

(１月－３月）

年間給与

支払額

2002

有給従業者

$百万 千

口稼働中□

□

□

廃業

-正確な日

付を記入

月

一時的･周期的な稼動

停止

｜日

'二
｜年

[二二二
他の経営者への売却やリース

‐正確な日付を上へ、名前と郵便宛先を下
へ入力してください。

新しいオーナー･経営者の名前

実際の所在地(番地､通り名） ３月12日を含

む給与支払い

期間における

従業者数

2（ 0２

派遣従業者

郵便宛先(番地と通り，私書箱,他）

都市･町･村･他 州 ZIPコード
第一四半期

給与支払額

(１月-3月）

$百万 千 都市･町･村･他 州 ZIPコード

年間給与

支払額
□
その他
具体的に記入してください

ＬｉｎｅＮｏ． EIN ＮＡＩＣＳ

主要事業

企業名

事業所名 店舗･工場番号

給与支払い

期間に

３月12日を含

む従業者数

第一四半期給

与支払額

(１月－３月）

年間給

与支払額

2〔 0２

有給従業者

$百万 千

口稼働中□

□

□

廃業

-正確な日

付を記入
｜月

一時的または季節的な

稼動停止

日

他の経営者への売却やリース

年

-正確な日付を上へ､名前と郵便宛先を下

へ入力してください。

新しいオーナー･経営者の名前

実際の所在地（番地､通り名） 給与支払い

期間に

３月１２日を含

む従業者数

2（ 0２

派遣イt業者

郵便宛先(番地と通り，私書箱,他）

都市･町･村･他 州 ZIPコード
第一四半期給

与支払額

(１月一３月）

$百万 千 都市･町･村･他 州 ZIPコード

年間給

与支払額
□
その他一
具体的に記入してください。



一
一
○
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付表６.ListofEstablishmentsFormNC-9965５

当該鯛査の報告を怠ると処罰されます。

7２

FoRMNC-99655米国商務省経済.統計管理局

事業所ﾘスト

米国センサス局当骸報告に関するいかなる通信の場合
もセンサスファイル番号を参照して<ださ
い ⑨

》

④ Ｂ、追加の事業所所在地

(a)‐貴事業所所在地の事前確認に含まれてい 主要事業コード
なかった貴社の事業所および支店のうち、
ConsolidatedReportFormの最初のページのﾒー

ルアドレス欄にプリントされた産業に携わって営

01-商業銀行-連邦政府免許

02-商業銀行-州政府免許

業を行っているものを個別に記入して下さい．責03-株券振替決済会社-連邦政府免許
社が個別報告書を受領した場所で運営されてい
るなら当該補足リストに載せず､貴社について形
式に即した回答を添えてください｡リストに載せた

04-株券振替決済会社-州政府免許

05-連邦預金保険公社

吸収.合併した事業所については､(c2)を完成し06-非連邦貯蓄機関
てください。

(b)‐各々の事業所における従業者人数と有給
及び派遣従業者への給与支払額の別個申告。
短期事業分を含みます。

(Ｃｌ）‐主要事業コードから､各事業所の事業内
容について最も適切なコードを入力してください。
そして主要製品や主要サービスを明記して<ださ
い ◎

(c2)‐合併した事業所について完全に記述して
ください。

07-補正貸付組合または相互共済組
合(預金保険業）

08-外国銀行の支店

重要一④A・に記入済みの事業所を複写しないでください。

負社事業所と補足ページ（雇用主識別番号(EIN)･事業所

名｡店舗,工場番号.もしあれば､ZIPコードに含まれる実際
の所在地）

(a）

2002年雇用者数と給与支払額

(各々の事業所における従業者数
と､給与支払額の別個申告｡単年

事業を含みます｡）

(b）

2002年の主要事業（主要事業コードから適切な

ｺｰドを入力してください｡そして主要製品や主要
サービスを明記してください。）

(Ｃｌ）
ＬｉｎｅＮｏ． ＥＩＮ

企業名

事業所名 店舗･工場番号

実|際の所在地（番地、通り名）

都市･町｡村･他 州 ZIPコード

３月12日を含

む給与支払い

期間における

従業者数

第一四半期

給与支払額

(１月－３月）

年間給与

支払額

３月12日を含

む給与支払い

期間における

従業者数

2002

有給従業者

$百万 千

2（ 0２

派遣従業者

ｺード口明記してください。

前のオーナー･経営者
(c2）

前のオーナー･経営者の名前

郵便宛先(番地と通り，私書箱,他）

都市･町･村･他 州 ZIPコード

事業所開業年月日、

又は予定日

年
第一四半期

給与支払額

(１月－３月）

年間給与

支払額

$百万 千

合併日・・・・．

年



付表７．１９９７年経済センサスにおける市中銀行調査票

1qq7毎市中銅行の11▽巻言周杏ページ２997年市中銀行の収需調至

項目9.収入源

この事業所の収入源をドル単位もしくは総収入に対する割合（整数％）で記
録して下さい。（p､1にある｢ドル額の記入方法｣および以下の｢割合記入方法｣を
参照して下さい｡)2行以上のデータを結合しないで下さい。

メモー全ての項目は､一般会計原則(GAAP)に従って作成されるものです｡いず

れかの項目に規制会計原則が使用されている場合には､備考欄にその旨を注記し

て下さい｡定義についてはp､3特記事項を参照してください。

もしも数値が総販売額の

38.76％であれば
割合記入方法

･整数％を記入して下さい『

認められません

収入源

1.利子収入

住宅用不動産ロ－

a・ン<住宅担保ローン

を除く）

ｂ
非住宅用不動産
．ローン

c,住宅担保ローン

。
農業ﾛーン

.（不動産除く）

ｅ、
商業･工業ﾛーン

(不動産除く）

f、
新車･中古車．

トラックローン

クレジットカード･当

9.座貸越・および関
連プラン

ｈ
その他個人向け
．ローン

リースによる
1．

資金調達

j､その他利子収入

k,１a行から1j行合計

2.ローンの害'1引(ﾈｯﾄ）

外国為替取引による利

.益(損失）

証券および商品の売買
4.勘定における資産から

６

の利益(損失）

証券類の引受けおよび
､販売による利益〈損失）

ａ．

不動産担保証券

(MBS･ＣＭＯ)･不動

産抵当共同信託

(REMIC)取引

b､その他証券取引

c,５a行から5b行合計

売買勘定外の証券Ｉ華
.る利益(損失）

その他投資収益明細

7.（ネット)－上記を除く全

ての投資収益を含む

０７６

8.預金口座手数料

9．
クレジットカードロ座

手数料

センサ

ス使用

850

0214

0215

0216

0219

218

0212

0222

0225

0226

0229

0210

0250

0310

0320

0331

0339

0330

0350

0480

0600

0610

概算

ドル１

十億

8５１

I■■■■■■■■■■■■

I■■■■■■■■■■■■

－

■■■■■■■■■■■■■

－

－

－

■

百万’千

白も受理します。

ドル ％

3９

38.76

しくはパーセントで記入して下さい。

百万

－

■■■■■■■■■■■■■

－

|■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■

－

－

千 ドル ％

852

項目９.収入源(続き）

概算値も受理します。

収入源
センサス ドルもしくはパーセントで記入して下さい。

10.ローン開始手数料

a､住宅不動産ﾛーン

b､非住宅用不動産ローン

c､その他ローン

d,１０a行から10c行合計

11.融資処理および管理手数料

12.
売掛債権お

輸出債権買 料

1３
ＡＴＭおよびその他の

.電子商取引手数料

14.株式委託手数料

15.保険･年金委託手数料

1６
信託収入

．（委託･保管･第三者預託）

1７
資産／ポートフオリオ

､管理手数料

18.投資コンサルティング手数料

19.その他手数料

20.その他収入一明細

077

21．TOTAL（ドル単位で記入し

た場合には､項目４

に等しい金額）

項目10.特別調査

サービス輸出

使用
十億 百万 千１ドル ％

850 ８５１ 852

0621

0622

0629

0620

0630

0650

0740

0800

0830

0510

0520

0880

1２１０

9810

9990 100％

メモーサービス輸出とは､米国外(つまり､５０州､コロンビア特別区､米国連邦領土､および米
国占有地の外部)に居住する顧客や取引先〈個人､政府､企業など)に対するサービスのこと

である｡単一およびグループの外資系企業(つまり､外資系親会社､子会社､支店など)に対
するサービスも含まれる｡外資系企業の国内子会社に対するサービスの提供は除く。

項目4で記入した収入には､サービス輸出分が
含まれていましたか？

百万 ’千 ドル

９７０１□Yes-金額●９７１

2口ＮＣ

項目11．営業場所一添付のページを参照して下さい。

備考欄一
この欄を使用して､あなたの記入したデータを理解する上で重要だと思われる点を
説明して下さい。

項目12．認証－このレポートは､ほぼ正確であり､説明書に従って作成されたものである。

このレポートの

対象期間
ＦＲＯＭ：

Ｍｏ． Ｙｅａｌ
Ｔｏ：

Ｍｏ． Ｙｅａｌ

このレポートに関する問合せ担当者氏名一印刷もしくはタイプ

肩書き

電話
市外局番 番号 内線番号

権限保持者の署名 日付

7３



付表８．２００２年経済センサスにおける市中銀行調査票

様式Ｆﾄ52201 ワペー露

ドルの桁は四捨五入し､千ドル単位で記入してください。
なければ×をつ

けてください。

200

＄10億 100万 1０００ ドル

ドルの桁表記
の仕方 $1,025,628.79の場合：表記例→□

0(もしくは＄500以下)の場合： 表記何'→雨

｜’

｜’

／ 01216

ｌｌ
④売上、出荷額､収入､すなわち収益

なければ×を記
入してください。

収益…………・・………･………・・…・…・・・…･・ ０１００、

’２００２

＄10億 100万

｜Ｉ

⑤電子商取引の売上､出荷額､収入､すなわち収益

Ａ、 2002年に事業所で電子商取引の売上､収入､すなわち収益がありましたか。（電子商取引には､インターネットやエクストラネッ
ト､EDI(電子データ交換)ネットワーク､電子メール､その他オンラインシステムを利用した取引で生じる売上､代理手数料､使
用料､手数料が含まれる｡取引とは売り手と買い手との間で､財やサービスの所有権､あるいは使用権が移行する契約のこと
である。これらの財､サービスの支払はオンライン上で行われることもあり、行われないこともある｡さらに詳しい説明が必要な
場合はインフォメーションシートを参照のこと）

’２００２

0181□はい一lineBに進む 概算でもよい

0182□いいえ－⑥に進む ＄10億 100万 1０００ ドル

B・事業所の電子商取引の売上、出荷額､収入､すなわち収益

LJ-LL(④の中に含まれる電子商取引の売上､出荷額､収入､すなわち収益は含む。０１８５ ｜’
詩弓卜群|士除く）。。．．。．．．．．．．．。．．．．．．．．．．．．．。．．．．．．．．．．．．

⑥雇用と給与支払総額

含まれる.．

内国歳入庁様式941と雇用主四半期連邦税申告で宛名に記載された､または②で訂正した雇用主識別番号(EIN)のもと
に給与支払総額が申告されている､事業所で働く常勤､パートタイム雇用者

含茨γzない顔

・人材リース会社のEINのもとに給与支払総額が申告されている常勤､あるいはパートタイムのリース雇用者

・人材派遣会社から派遣された臨時雇用者 いなければ×

さらに詳しい説明が必要な場合は､インフォメーションシートをご確認ください。 を記入してく
さい

だ

A、３月１２日を含む給与計算期間の雇用者数…………．……．……．...…０３２０□

Ｂ控除前の給与支払総額(福利厚生の雇用主負担は除く）

なければ×を

記入してくださ

ｰ元5ー

1.年間給与支払総額……．.……・……・・……………………０３００□

2第１四半期の給与支払総額(2002年1-3月）･……･………．……・・・０３１０□

7４

＄100万

｜Ｉ

｜’

1０００ ドル

｜Ｉ

｜Ｉ

3ページに続く



付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

棒式Ｆ『一局”０１ ３ページ

表示されない場合は､宛名にある11桁のセンサスファイル番号(CFN)を入力
してください。 し
⑦リース雇用と給与支払総額

Ａ事業所に､人材リース会社のEINのもとに給与支払総額が申告されている常勤あるいはパートタイムのリース雇用者がいますか。

含まｿzない：

･人材派遣会社から派遣された臨時雇用者

.請負業者､下請け業者､個人請負

･管理人､守衛､庭師など､管理サービス

｡ソフトウェアのコンサルティングやコンピュータのプログラミング､エンジニアリング､会計等､専門技術業務の外注

すでに⑥で報告している雇用者

さらに詳しい説明が必要な場合は､インフォメーションシートをご確認ください。

０２４１□はい一lineBに進む いなければ

記入してく

×を

ださ

０２４２□いいえ－１８)に進むい。

Ｂ３月１２日を含む給与計算期間のリース雇用者数.．………･……･…．.……０３７０□

c・リース雇用者への控除前の給与支払総額(福利厚生の雇用主負担は除く） ー 而一

1.リース雇用者への年間給与支払総額．．…………………･……………。０３５０

2リース雇用者への第１四半期の給与支払総額(2002年1-3月)………･…０３６０□

⑧-⑰該当なし

⑱事業内容

２００２年の主な事業内容

(ひとつのボックスを選んで×を記入してください）

商業銀行

０７００５２２１１０１０１６口商業銀行の全業務を主な事業とする銀行一国法銀行

５２２１１０２０１４口商業銀行の全業務を主な事業とする銀行一州法銀行

５２２１１０３０１２口商業銀行一非国･州法銀行

５２２２１０１０１５ロクレジツトカード発行を主な事業とする銀行一国法銀行

５２２２１０２０１３ロクレジツトカード発行を主な事業とする銀行一州法銀行

５２２１１０４０１０口外国銀行の支店

５２２２９３１０１５口外国銀行の出張所一貿易金融を主な事業とする

５２２２９８２０１８口外国銀行の出張所一商業金融を主な事業とする

７７７５２０００１２ロノンバンクー具体的に記入

０７０１

4ページの⑱に続く

ＬＪ

7５

万

＄100万 1０００ ドル

｜’ ｜’

一罰6－

＄100万 1０００ ドル

｜’ ｜’

4ページに続く



付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）
様式FI-52201 ４ぺ一場

⑱事業内容一続き

僧庇会社

0700５２２１１０１０２４口預金受入信託会社一国法銀行

5２２１１０２０２２口預金受入信託会社一州法銀行

5２３９９１１０３４口非預金受入信託会社

０７０１７７７５２０００６１□その他の信託会社-具体的に記入一房

貯蓄金融機関

5２２１２０１０１４口連邦貯蓄金融機関

5２２１２０３０１０口非連邦貯蓄金融機関

5２２１２０９０１７口救済的貸付組合または共済組合一預金受入

その他の預金受入信用取引仲介機関

５２２１９０００１１口預金受入勤労者銀行

5２２１９０００２９口預金受入モーリス式銀行

5２２１９０００３７口個人資産運用

その他の事業活動

7７５０００００１５□その他の事業活動-具体的に記入了

0７０１

⑲-21）該当なし

割合の表
記の仕方

§売上の38.76％を占
める場合： 整数で割合を表記してください

22)売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細

2002

概算でもよい｡ドルまたは割合で報告してください。

＄10億 100万 1０００ ドルパーセント

｜Ｉ ｜’ 1３１９

(事業所の収益の出所を､ドル表記か④で報告した総収益に占める割合かのどちらかで､報告してください｡ドルの桁
表記の仕方については2ページを､割合の表記の仕方については上記を参照してください｡2行以上のデータを結合さ
せないでください）

Linel-貸付収益｡受取利息､事務手続き等の手数料､貸付売上による収益を含む｡Linela-他の金融機関に融資し
たフェデラル･ファンドの利息も含む｡Linelb-政府保証融資､商工業用モーゲージ､建築用モーゲージ､売掛金債務
担保融資､棚卸資産融資も含む｡Linelc-無担保の与信枠､運転資金融資､保険融資､ローンパーティシペーション、
協調融資､銀行引受手形を含む｡Lineld-政府への融資､代理機関への融資､外国政府への融資を含む｡Linele-
消費者への政府保証融資を含む｡奨学金融資や住宅(抵当付､あるいは抵当権付)ローン､ホーム･エクイティ･口一
ン､増改築ローン、自動車ローン､家具付住居ローン､ボートローン､通帳､保険証券担保の融資など｡Linelf-無担
保の与信枠､個人ローン､当座貸越保護､保険料融資を含む。

Line２－クレジット市場の金融サービス｡クレジット.カード会員に与信枠を与える融資サービスや､加盟店に対する割
引販売融資ではない｡会員に対するクレジット.カード会社のサービスは含まれる｡Line2a-クレジット・カード会員にリ
ボルビング返済可能な与信枠を与えるサービスや､クレジット・カードを受け取った加盟店へのクレジット決算処理サー
ビス｡利息や年会費､遅延損害金が含まれる｡Line2b-カード発行銀行にクレジット・カード会社が供するサービス｡会
費など｡Line2c-完全金融商品からの収益すべて｡信用プロテクションや受取債券､簿記､回収サービスが含まれる。
Line2d-リース契約による融資の収益｡オペレーテイング･リースやファイナンス･リース契約､期間決めリースを含む。
Line2e-条件付売買契約や共済組合でクレジットを供することによる収益｡Line2f-融資やクレジット・カード､フアクタ
リング､リース､割賦払い以外でクレジットを供することによる収益｡モーゲージ仲介業務や預金仲介業務が含まれる。

5ページの22)に続く

5ページに続く
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6ページに続く

7７

付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

表示されない場合は､宛名にある11桁のセンサス
ファイル番号(CFN)を入力してください。

し

22)売上、出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

Line３－有価証券の発行による収益は､アドバイス､証券購入､引き受け､有価証券市場における代理業務から得られ
る｡Line3a-一般投資家に対して､代理人が持分証券を勧誘､売買すること｡既に発行された有価証券の売出しも含
む｡Line3b-代理人が債券を勧誘､売買すること｡既に発行された債券や資産担保証券の売り出しも含む｡Line3c-
個人投資家グループに対して､持分証券全発行分を勧誘､売買すること｡Line3.一個人投資家グループに対して､債券
全発行分を勧誘､売買すること｡資産担保証券を含む。

Line４－債券の売買に関するサービス｡手数料や委託料を受け取る委託売買サービスと､種類により債券商取引から
生じたスプレッドが儲けとなる自己売買､値付サービスの両方が含まれる。自己勘定での売買は除く｡資産担保証券、
政府保証企業により発行された有価証券､あるいは抵当付モーゲージ証書と､REM1Csは担保となる。

Line５－持分証券の売買に関するサービス｡手数料や委託料を受け取る委託売買サービスと､持分金融商品取引から
生じたスプレッドが儲けとなる自己売買､値付サービスの両方が含まれる。自己勘定での売買は除く｡普通株､優先株、
転換社債､ワラント債､アメリカ預託証券やIDRや不動産分担債券を含む。

Line６－証券の売買に関するサービス｡手数料や委託料を受け取る委託売買サービスと､デリバテイブ取引から生じた

スプレッドが儲けとなる自己売買､値付サービスの両方が含まれる。自己勘定での売買は除く。

Line７－外貨の委託売買と自己売買。手数料を受け取る卸売りベース｡小売買いと通貨売却は除く。

Line８－投資信託証券の委託売買と自己売買｡ミューチュアル.ファンドやオープンエンド型投資やクローズドエンド型投
資や単位型投資信託､確定利付きファンド､エクイティファンド､バランス型投資信託を含む。

Line９－特定されないその他の金融商品の委託売買と自己売買。商品ファンドや額面証券､不動産投資信託.個人
ローンを含む。

LinelO-入手していない他の仲介業務に換えるため､特定の証券を入手したブローカーもしくはディーラーが行うサー
ビス

Linell-金融機関が特定の証券を譲渡するさまざまな活動によって生まれた利益｡利息や手数料を含む。

Linel2-現先取引での有価証券売買による収益｡利息も含む。

Linel3-委託証拠金貸付の利息や手数料も含む。

Linel4-自己勘定で債券を売買して得た純(損)益。

Linel5-自己勘定で持分証券を売買して得た純(損)益。。

Linel6-自己勘定でデリバテイブ契約による売買をして得た純(損)益。

Linel7-自己勘定で外貨(卸売)を売買して得た純(損)益。

Linel8-自己勘定でその他の金融商品を売買することによる純(損)益。

Linel9-一般的目的預金口座に関するサービス。当座預金と定期預金の両方を含む｡Linel9a-預金口座バンドル
サービスを含む｡一律の手数料で提供されるサービスで､通常月額払いである｡法人口座のサービスパッケージは除
く｡Linel9b-預金口座の個別基準で売られるサービス｡小切手ごとの手数料､NSF手数料､ATM手数料､調査研究

費､支払い中止手数料､期限前解約のペナルティと手数料､その他の手数料が含まれる。

Line20-企業や政府のために特別な預金口座を提供し､現金を管理するサービス｡Line20a-一律の手数料による（
ンドルサービスと現金管理サービス｡あるいは､電子送金､支払い制限､金庫サービス､簿記サービス､その他のサー
ビス｡Line20b-ある銀行から別の銀行に提供されるサービス｡Line20c-その他のサービス｡硬貨通貨を数えるサー
ビス､夜間預金金庫、ロビー預金金庫サービス､他どこにも分類できないサービスを含む。

Line21-支払いの手段として使用される文書を提供するサービス｡Line21d-信用状､履行保証証券､他どこにも分類
できない支払い文書を含む。

Line22-ある国から他の国の外貨に交換する､通常小額のサービス｡外貨の小売取引を含む｡外貨売買の卸売りは除
く

Line23-信託関{系を作ることによって生まれた収益。ここには信用商品が含まれる｡また企業や政府機関、企業債の管
理､従業員給付､利益配分プラン(企業代行サービスや401ｋプランのような)、名義書換代理人､支払い機関､財務代
理人､不動産管理‘サービスも包含する。

6ページの22)に続く
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7ページに続く

7８

様 式FI-52201Ｒペーワ

22）売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

Line24-有価証券と商品取引売買を行うための環境を整えるサービス｡有価証券､商品取引､支払いのための決済サー
ビス｡ここには売買の履行を許可するサービスも含まれる。Line24a-有価証券や商品取引の売買以外の､金融取引決済
サービス｡Line24b-有価証券と商品取引､その他の金融商品売買を履行､決済するサービス｡ここには､有価証券や商品
取引の速報､比較決済するサービス､最終決済も含まれる｡Line24c-有価証券･商品取引の売買システムへのアクセスを
ブローカーやディーラーに供するサービス｡ここにはブローカーやディーラー等から支払われる手形交換所の会員費や､立
会い所内外でサービスを供するための場所や設備､コミュニケーションラインの準備が含まれる｡Line24d-有価証券やそ
の他の金融商品の売買､決済システムに上場するサービス｡ここには､他に分類できないすべての売買､決済サービスの
運営が含まれる。

Line25-コンピュータによる決済機関、自動手形交換(ACH)が提供するサービス｡金融商品の中のクレジットカードやデ
ビｯﾄカードを電子的に決済する｡給与直接振込みや政府給付金や手形決済(消費者の支払いや企業対企業の決済)も含
まれる｡Line25a-口座名義人に自動給与振込みや､ＡＣHを使った他の信用貸しを許可するサービス｡Line25b-口座名義
人に手形決済の自動引き落としや､ＡＣHを使った他のデビツトカードの引き落としを許可する。Line25c-ACHを使ったどこに
も分類できないその他のすべてのサービス。

Line26-ファイナンシヤル･プランニングや投資運用サービスを提供する｡Line26a-合併吸収の遂行に関する助言などの
サービス｡企業や政府への公正評価の発行を含む｡Line26a-顧客の財政状況を査定する､あるいは財政上の目標に到
達する方法を助言する過程でのサービス｡法的処置､節税対策や銀行商品やサービスの使用､顧客のために(顧客への
信用状の責任を負う)投資の資産構成を設計､管理することが､含まれることもある。

Line27-金融サービスをサポートするどこにも分類できないその他のサービス。

而5１

売上、出荷額､収入､すなわち収益の内容

センサ

ス使

用

0720

2002

棚I算でもよい｡ドル または割合で報告･してください。

＄１０億

市ZTＩ
100万 1０００ ドル パ

両
－セント

1.貸付収益

ａ金融事業への融資

(1)利息収入････……･･･…….

(2)事務手数料。……………。

(3)その他…･・・・・・・・………..

(4)１a(1)から1a(3)までの合計.｡….

b,非金融事業への融資一有担保

(1)利息収入･･･………・…….

(2)事務手数料。…････………

(3)その他…………････｡.…。

(4)１b(1)から1b(3)までの合計｡｡。…

c､非金融事業への融資一無担保

(1)利息収入｡･･･..････……･…

(2)事務手数料・………..…｡.

(3)その他･………･………..

(4)１c(1)から1c(3)までの合計……

55011

55012

55013

55010

55021

55022

55023

55020

55031

55032

55033

55030

｜’

｜Ｉ

｜’

’１

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

Ｉ’

｜’

｜’

｜’

ｌｉ

１１

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ
7ページの22)に続く



付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

様式FI-52201

表示されない場合は､宛名にある11桁のセンサス

ファイル番号(CFN)を入力してください。
》

22）売上、出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

売上、出荷額､収入､すなわち収益の内容

0723

1．貸付収益一続き

｡､政府への融資

(1)利息収入……・･･･………･’

(2)事務手数料…･･…..…･…

(3)その他………・…・…･…..

(4)１．(1)から1.(3)までの合計･･･…

ｅ消費者金融-有担保

(1)利息収入

(a)住宅(抵当付､あるいは抵当権

付)ローン････………..

(b)ホーム･エクイティ･ローン･・・・’

(c)自動車ローン･…･…･…･・

(｡)その他の消費者融資･…････

(2)事務手数料

(a)住宅(抵当付､あるいは抵当権

付)ローン..｡……･･･…

(b)ホーム･エクイティ･ローン････‘

(c)自動車ローン..…..…･…

(｡)その他の消費者融資･…….

(3)その他

(a)住宅(抵当付､あるいは抵当権
付)ローン･……….｡…

(b)ホーム･エクイティ･ローン･・・・’

(c)自動車ローン･･･………･・

(｡)その他の消費者融資…….．

(4)１e(1)(a)から1e(3)(｡)までの合計..

ｆ消費者金融一無担保

(1)利息収入

(a)与信枠のある個人融資･･･…

(bその他の消費者融資…ﾛ.…‘

センサ

ス使
用

0720

55041

55042

55043

55040

55051

55052

55053

55054

55055

55056

55057

55058

55059

55061

55062

55063

55060

55071

55074

糊

＄１０億

雨、

Ｉ算でもよい。ドル

100万

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

１１

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

’１

｜’
8ページの22)に続く
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2002

または割合で報告
1０００

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜’

、

7ページ

してください。

ドル パーセント

０７２可

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

ＩＩ

｜’

｜’

｜’

ＩＩ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

8ページに続く



付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

様式FI-52201 Rページ
ｒｌ

Ｌ』

22）売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

売上､出荷額､収入､すなわち収益の内容

0723

1．貸付収益一続き

ｆ消費者金融-無担保一続き

(2)事務手数料

(a)与信枠のある個人融資…･･･

(b)その他の消費者融資･・・・････

(3)その他

(a)与信枠のある個人融資……

(b)その他の消費者融資･･……

(4)１f(1)(a)から1f(3)(b)までの合計

2．融資以外のクレジット業務

ａクレジット・カード会員と加盟店の手数料

(1)利息収入…・……..…・….！

(2)カード会員手数料・…・・・・….

(3)加盟店手数料・……..…･・・

(4)２a(1)から2a(3)までの合計・・…・‘

b､クレジット会社一手数料

c,売掛債券買取業務一手数料

｡､リース契約

(1)利息収入-自動車のリース･…..

(2)利息収入-その他のリース･･･…

(3)手数料-自動車のリース・・……

(4)手数料一不動産賃貸を除くその他のﾘー
ス

(5)２．(1)から2.(4)までの合計･・・・。。’

e,割賦払い

(1)利息収入･…･･･…････・・・…，

(2)手数料･････…・……・・・････，

(3)２e(1)から2e(2)までの合計……，

センサ

ス使
用

0720

55075

55078

55079

55083

55070

５５２１１

５５２１２

５５２１３

55210

55220

55230

５５２４１

５５２４２

55243

55244

55240

55251

55252

55250

＄１０億

所司

棚

２００２

｛算でもよい｡ドル

100万

｜Ｉ

ｌｌ

ｌｌ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

または割合で報告

1０００

ｌｌ

｜｜

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

’１

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

Ｉｌ

｜’

’１
9ページの22)に続く．

8０

してください。

ドル パーセント

0722

Ｉ’

Ｉｌ

Ｉｌ

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

Ｉｌ

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

Ｉ’

9ページに続く



付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

様式Ｆ】-52201

表示されない場合は､宛名にある11桁のセンサス

ファイル番号(CFN)を入力してください。 し

22）売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

売上､出荷額､収入､すなわち収益の内容

5両１
２融資以外のクレジット業務一続き

fその他の全クレジット業務

(1)利息収入..……･……･….，

(2)手数料････..…･……･･…･’

(3)２K1)から2K2)までの合計･･･…。

3．有価証券の発行

ａ公募一持分証券･･｡………..…･…

ｂ公募一債券…････…･…･･………

c・私募一持分証券･･･…･･･…………

｡､私募一債券…･…………………

４委託売買と自己売買一債券

ａ譲渡性預金

(1)手数料.｡.････････……･….，

(2)取引口座の利息収入･･･…･…‘

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入……｡.，

(5)４a(1)から4a(4)までの合計･…･･･

b､金融機関発行のコマーシャルペーパー

(1)手数料･…･………･…･…，

(2)取引口座の利息収入……･…’

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入･…･…’

(5)４b(1)から4b(4)までの合計…･…

c・非金融機関発行のコマーシャルペーパー

(1)手数料………･････…･････，

(2)取引口座の利息収入･………，

センサ

ｽ使
用

0720

55261

55262

55260

55310

55320

55330

55340

55411

55413

55412

55414

55410

55421

55423

55422

55424

55420

55431

55433

＄１０億

両１

＃I算でもよい｡ドル

100万

｜Ｉ

｜’

｜’

｜Ｉ

ＩＩ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

10ページの22)に続く

8１

2002

または割合で報告
1０００

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

ｌｌ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

9ページ

してください

ドル パーセント

而可

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

10ページに続く
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付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

11ページに続く

8２

様式FI-52201 １０ペーヅ

22）売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

0723

売上､出荷額､収入､すなわち収益の内容
センサ

ス使
用

0720

2002

iＭI算でもよい｡ドル表たは割合で報告して〈ださい。

＄１０億

而両１
100万 1０００ ドル

０７

パーセント

珂
４委託売買と自己売買一債券一続き

c,非金融機関発行のコマーシャルペーパー一続き

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入･･･…･・

(5)４c(1)から4c(4)までの合計･･･….

｡､銀行引受手形

(1)手数料…･････・・・･…･……！

(2)取引口座の利息収入････……！

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入･･･････即

(5)４．(1)から4.(4)までの合計・・…｡.

ｅ財務省短期証券

(1)手数料…･･･････…････・…・}

(2)取引口座の利息収入…・・・・｡・・！

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く，

(4)証拠金口座の利息収入･･…・・即

(5)４e(1)から4e(4)までの合計･……

fその他の短期金融市場商品

(1)手数料・・……・･･･・･･･・…・印

(2)取引口座の利息収入････……’

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く‘

(4)証拠金口座の利息収入･・・・･…’

(5)４f(1)から4K4)までの合計……..

ｇ社債

(1)手数料･･･････・･･･……･…・‘

(2)取引口座の利息収入｡｡…・･･･.！

55432

55434

55430

55441

55443

55442

55444

55440

55451

55453

55452

55454

55450

55461

55463

55462

55464

55460

55471

55473

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

’１

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

Ｉ’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

Ｉ’

Ｉ’

｜’

｜’

ＩＩ

｜’

｜’

｜’

１１

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’
11ページの22)に続く



付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

様式FI-52201
表示されない場合は、宛名にある11桁のセンサス

ファイル番号(CFN)を入力してください。 し

22）売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

売上､出荷額､収入､すなわち収益の内容

0723

4．委託売買と自己売買一債券一続き

9． 社債一続き

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入････････‘

(5)４９(1)から49(4)までの合計･……

ｈ国債

(1)手数料.｡･･･.｡…･･･………’

(2)取引口座の利息収入｡.･･･…･･’

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入..……’

(5)４h(1)から4h(4)までの合計…….

i,地方債

(1)手数料…･･･････…･･･……’

(2)取引口座の利息収入･･･…..｡.’

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入･･･…･･’

(5)４i(1)から4i(4)までの合計･･……

5．委託売買と自己売買一株式

a・手数料..……･…･･….｡.……..

b・取引口座の利息収入………･･…･･’

ｃ取引口座の純(損)益利息収入除く･･･….

｡、証拠金口座の利息収入･…..…･････’

e，５aから5.までの合計…･･･………･・

センサ

ス使

用

0720

55472

55474

55470

55481

55483

55482

55484

55480

55491

55493

55492

55494

55490

55611

55613

55612

55614

55610

＄１０億

而刊

jＭ｛算でもよい｡ドル

100万

ｌｌ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’
12ページの22)に続く

8３

2002

または割合で報告
1０００

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

11ページ

してください。

ドル パーセント

０７詞

｜Ｉ

｜’

１１

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

12ページに続く



付表８．２００２年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

様式FI-52201１クペー･》
ｒ１

Ｌ』

22）売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

売上､出荷額､収入､すなわち収益の内容

０７２３

6．委託売買と自己売買一デリバティブ取引

ａ先物取引取引所を通じた取引

(1)手数料・・………・・………

(2)取引口座の利息収入････・・・･･･

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入…．．…

(5)６a(1)から6a(4)までの合計･……

b・オプション取引取引所を通じた取引

(1)手数料･・・・･……・……・…

(2)取引口座の利息収入……・・・・

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入･・・・・･･･

(5)６b(1)から6b(4)までの合計･…・・・

c・先渡取引店頭取引

(1)手数料……・……..・・・。・・・

(2)取引口座の利息収入..…・・…

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入･…･…

(5)６c(1)から6c(4)行までの合計･・・・。

｡、スワップ店頭取引

(1)手数料･……・……･・・・・…

(2)取引口座の利息収入｡・・……、

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入･・・・・…！

(5)６．(1)から6.(4)までの合計｡｡…｡。

センサ

ス使
用

0720

5５７１１

55713

55712

55714

55710

５５７２１

55723

55722

55724

55720

５５７３１

５５７３３

55732

55734

55730

55471

55743

55742

55744

55740

＄１０億

所司

棚Ｉ算でもよい｡ドル

100万

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

１１

｜’

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜’
13ページの22)に続く

8４

2002

表たは割合で報告してください。

1０００ ドル パーセント

0722

｜’ ｉｌ

｜Ｉ ｜Ｉ

｜Ｉ ｜Ｉ

｜’ ｜’

｜’ ｜’

｜’ ｜’

｜’ ｜’

｜’ Ｉ’

｜Ｉ ｜’

｜’ ｜Ｉ

１１ １１

｜’ ｜’

｜’ ｜’

｜Ｉ ｜Ｉ

’１ ｜’

｜’ Ｉ’

13ページに続く



付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

様式FI-52201 １３ページ

おて不含ィしﾉd,しｕ罰戸『I＆、夕巳石１－の④１１例ＴＵノー[ﾆンワハ

ファイル番号(CFN)を入力してください。 ト
22）売上、出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

売上、出荷額､収入､すなわち収益の内容

而5~｜
６委託売買と自己売買一デリバティブ取引一続き

e,オプション取引店頭取引

(1)手数料･･……･･….｡･･･････，

(2)取引口座の利息収入.。…･…｡，

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入…..･･･！

(5)６e(1)から6e(4)までの合計.．….。

f､その他のデリバティブ取引店頭取引

(1)手数料･･･………･･･…････！

(2)取引口座の利息収入･･･……．，

(3)取引口座の純(損)益利息収入除く

(4)証拠金口座の利息収入｡｡……，

(5)６f(1)から6f(4)までの合計……．,

ス外貨の委託売買と自己売買手数料一卸売･･･。

８投資信託証券の委託売買と自己売買ミュー
チュアル･ファンドやクローズドエンド型投資や単位型投
資信託を含む・・…………・…………

9．その他の金融商品の委託売買と自己売買

商品ファンドや額面証券を含む｡｡……･…。。

10．コルレス契約による委託販売手数料．。…・・

11．有価証券貸付料ブローカーの棚卸資産や取
引口座から貸した証券を含む.｡･･･………

１２現先取引-純(損)益･・・・。・・………..….

13．有価証券関係の資金調達証券貸付や現先
取引を除く一純額………･･…･……・…

14.自己勘定での債券の売買-純(損)益････。･･･.

15自己勘定での株式の売買－純(損)益……｡…

１６自己勘定でのデリバティブ契約による売買-純
(損)益

17.自己勘定での外貨の売買一純(損)益………
18.自己勘定でのその他の有価証券と商品取引に
よる売買一純(損)益…．.……････…・….

センサ

ス使

用

0720

５５７５１

５５７５３

５５７５２

55754

55750

55761

55762

55763

55764

55760

５５８１０

55910

５６０１０

５６１１０

56210

56310

56410

56510

56610

5６７１０

56810

56910

＄１０憶

而TＩ

淵Ｉ算でもよい。ドル

100万

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

14ページの22)に続く

8５

2002

または割合で報告して〈ださい◎

1０００ ドル パーセント

０７詞

｜’ ’｜Ｉ
｜’ ｜’

｜Ｉ ｜’

｜Ｉ ｜’

｜Ｉ ｜’

｜’ ｜’

｜’ ｜’

｜’

｜’ ｜’

１１ ｜’

｜Ｉ ｜’

’１ ｜’

１１ ｌｌ

｜’ ｜’

｜Ｉ ｜’
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付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

22）売上､出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

0723

売上､出荷額､収入､すなわち収益の内容
センサ

ス使
用

0720

2002

瓶I算でもよい｡ドル または割合で報告してください。
＄１０億

5テラ1~’
100万 1０００ ドル パーセント

0722

19．預金口座関連サービス

ａ預金口座バンドルサービス手数料…･･･，

b,預金口座個別サービス手数料

(1)ATM手数料と電子取引手数料･･･

(2)その他の預金口座サービス手数料・・

(3)１９b(1)から19b(2)までの合計･・・・

20．現金取扱管理サービス

ａ法人口座と現金管理サービスの手数料

(1)バンドルサービス手数料･･……

(2)個別サービス手数料･･･…･….

(3)２０a(1)から20a(2)までの合計･…’

b・コルレスサービス手数料……･…･…

c､その他の現金取扱管理サービス手数料｡。

21．支払い渡し取引

a・送金小切手と支払保証小切手の手数料･‘

b・国際郵便為替手数料･…..……･…。

c,トラベラーズチェック手数料……･･….！

。その他の手数料･……･･･……･…‘

22．外貨交換手数料一小売．.……････……，

23．企業や政府のための信託商品一信託料

24．金融市場の管理と決算サービス

ａ決済の手数料…･･･････…･…･･…

b・有価証券､商品取引売買履行､決済手
数料……･･…････………･･･…

c・有価証券と商品取引売買の履行や決済
へのアクセス手数料･･･…….｡..…

。有価証券と商品取引の商品取引所や手
形交換所への上場手数料･……･……

57010

57021

57022

57020

5７１１１

5７１１２

57110

57120

57130

57210

57220

57230

57240

57310

57410

57510

57520

57530

57540

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

Ｉｌ

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

ＩＩ

｜’

｜’

｜’

｜’

ｌｌ

ｌｌ

｜’

Ｉｌ

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’

｜Ｉ

｜Ｉ

｜’

｜’

｜’

｜Ｉ

｜’

｜’
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22）売上、出荷額､収入､すなわち収益の詳細一続き

売上、出荷額､収入､すなわち収益の内容

0723

25.自動手形交換(ACH)サービス

ａ給与振込みACH手数料｡..…・・・……

b､手形や公共料金の支払いACH手数料…！

c､その他のACH手数料…・…..………

26．ファイナンシャル･プランニングや投資運用
サービス

ａ企業や政府向けファイナンシャル･プラン
ニングや投資運用サービス･･･｡.…･…

b・個人向けファイナンシャル･プランニングや
投資運用サービス……・……・･･･.

27．その他の金融サービスー手数＊

具体的に記入 シ

28．計（ドルで報告した場合は④と等しくなる)…

23)-24）該当なし

25)サービスの輸出

センサ

ス使
用

0720

57610

57620

57630

57710

57720

57810

59990

帆I算て

＄ 0億
0721

2002

もよい。 ミルヨ たは割合で郭 告してください。

100万 1０００ ドル パーセント

０７司

ｉｌ ｜Ｉ ｜’

｜’ ｜’ ｜’

｜Ｉ ｜’ ｜’

｜’ ｜Ｉ ｜’

１１ ｜’ ’１

｜Ｉ ｜Ｉ ｜Ｉ

｜Ｉ ｜Ｉ ７'０１ ０

注サービスの輸出とは､合衆国外(50州､コロンビア特別地区、自由連合州外､つまり合衆国領土外)にい
る顧客(個人､政府､企業等)にサービスを提供することをいう｡独立した海外企業や提携している海外企業
(海外の親会社｡子会社･支社等)へのサービスを含む｡国内にある海外企業の子会社に提供したサービス

Iま含まない。

Ａ④で報告した収入､すなわち収益に､サービスの輸出による収益は含まれますか。

０９１１□はい一LineBに進む ’２００２
0912□いいえ ｜＄'00万 1０００ ドル

Ｂサービスの輸出による収入すなわち収益の合計････.｡……０９１４ ｜Ｉ ｜’
26)特設質問

Ａ支払い利息‘なければXを’２００２
記入してくだ |＄10億 ’100万 1０００ ドル

さい

預金口座に支払われた利息･…･・・・。５０５０□ ｜Ｉ ｜Ｉ 「
Ｂ支援制度

2002年に､同じ会社の他事業所に対して(一般人や他社でなく)、経営管理または支援業務の提供を主として
行いましたか。

0998□はい

0999□いいえ

27)-28）該当なし

16ページに続く
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付表8.2002年経済センサスにおける市中銀行調査票(続き）

様式FI-52201 １Ａヶ､２－寺努

29）操業状態

2002年末の事業所の状況を､最もよく記述しているもの

(ひとつのボックスを選んで×を記入してください） 0018

0011口操業中００１４口操業中止一正確な日付を記入→

0013口臨時あるいは季節的休業００１５口他の経営者に売却またはリースした→

006o新しい所有者･経営者の名称

正確な日付と､下記に新しい所有者７
の名称と住所を記入してください。

0061雇用主識別番号

新しい所有者のEINを記入して
ください(9桁）

月 日 年

｜｜’

ｌｌＩｌｌｌ

0063市、町、村その1也 0０ )４州 ｎｎＲＲ弱ｕ函奉呈

｜｜川 ｜｜’

－恵兄（凹合を埋解可包エで必安な証明かあれは、この欄に記入してください）

30）証明一調査票の回答はおおむね正確で､指示どおりに作成されています。

調査票はカレンダー年が適用されていますか。

月 日 年

0078□はい００７９□いいえ適用されている期間を
記入してください→

｜｜Ｉ

0072調査票の件で連絡をとるための担当者氏名 0073肩書

電話番号

市外局番 電話番号 内線番号
FAX番号

市外局番 FAX番号

0074 ｜’ ｜’ ｜｜Ｉ ｌＩｌ 0075 |’ ｜’ ＩＩｌ
0076インターネット電子メールアドレス 可 日 年

記載日

0069 ’’１

'2002年経済国勢調査にご協力いただきありがとうございました。

控え用に複写をとり､オリジナルを返送してください。
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